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平成２８年（不）第２号及び同２９年（不）第２号併合事件 

 

命 令 書 

 

申 立 人 奈良県奈良市 

     Ｘ１組合 

     代表者 委員長 Ａ１ 

 

申 立 人 奈良県生駒郡三郷町 

     Ｘ２組合 

     代表者 執行委員長 Ｘ３ 

 

申 立 人 Ｘ３ 

      

 

申 立 人 Ｘ４ 

      

 

申 立 人 Ｘ５ 

      

 

申 立 人 Ｘ６ 

      

 

申 立 人 Ｘ７ 

      

 

申 立 人 Ｘ８ 

      

 

申 立 人 Ｘ９ 

      

 

被申立人 奈良県生駒郡三郷町 

     Ｙ法人 

Administrator
タイプライターテキスト
写

Administrator
楕円
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     代表者 理事長 Ｂ１ 

 

 上記当事者間の奈労委平成２８年（不）第２号及び同２９年（不）第２号併合事件に

ついて、当委員会は、平成３１年１月２４日第６３９回公益委員会議において、会長公

益委員下村敏博、公益委員飯田誠、同大石令子、同渡辺賢、同矢野昌浩が出席し、合議

の上、次のとおり命令する。 

 

主   文 

 

 １ 被申立人が、平成２８年９月２３日付けの申立人の団体交渉申入れにおける要

求事項のうち、「教育・研究センター（仮称）」設置に関し、教学面について交渉を

行うために学長の団体交渉出席を求めるとの要求に応じず、学長ないしその全権

委任者など教学の責任者を団体交渉に出席させなかったことは、労働組合法第７

条第２号に該当する不当労働行為であることを確認する。 

 

 ２ その余の申立てを棄却する。 

 

理   由 

 

第１ 事案の概要及び請求する救済の内容 

 １ 事案の概要 

 （１）平成２８年（不）第２号事件 

    本件は、申立人 Ｘ１組合 （以下「一般労組」という。）が、被申立人 Ｙ

法人 （以下「法人」という。）との間で、平成（以下平成の元号は省略する。）

２８年７月２６日、「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇について誠実

に協議する。」とのあっせん案に合意（以下「あっせん合意」という。）した後の

団体交渉における法人の対応が不誠実であり、労働組合法第７条第２号の不当

労働行為に該当するとして、同年１１月２９日、一般労組が当委員会に救済を

申し立てた事案である（平成２８年（不）第２号事件。以下「平２８不２事件」

という。）。 

    なお、平２８不２事件について、２９年４月１３日、申立人 Ｘ２組合 （以 

下「教職員組合」といい、一般労組と併せて「組合ら」という。）から当委員会 

に当事者追加の申立てがあり、同月２６日、当委員会は、教職員組合を当事者と 

して追加することを決定した。 

 （２）平成２９年（不）第２号事件 
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    本件は、同年３月３１日、法人が、組合らに所属する申立人 Ｘ３ （以下

「Ｘ３」という。）、同 Ｘ４ （以下「Ｘ４」という。）、同 Ｘ５ （以下「Ｘ

５」という。）、同 Ｘ６ （以下「Ｘ６」という。）及び同  Ｘ７ （以下「Ｘ

７」という。）と当時組合員であった Ｃ１ （以下「Ｃ１」という。）の６名の

組合員を解雇し（以下「本件解雇」という。）、申立人 Ｘ８ （以下「Ｘ８」と

いう。）及び同 Ｘ９ （以下「Ｘ９」という。）の２名の組合員（以下、Ｘ８及

びＸ９を併せて「Ｘ８ら２名の組合員」という。）を雇止めした（以下「本件雇

止め」という。）ことが、それぞれ労働組合法第７条第１号及び第３号の不当労

働行為に該当するとして、同年４月１３日、組合らと８名の組合員が当委員会

に救済を申し立てた事案である（平成２９年（不）第２号事件。以下「平２９不

２事件」という。）。 

    同月２６日、当委員会は、平２８不２事件と平２９不２事件を併合して審査

することを決定した（以下、平２８不２事件と平２９不２事件を併せて「本件申

立て」という。）。 

    なお、３０年４月１９日、組合員であった Ｃ１ から、本件申立てを取り下

げる旨の「取下書」が当委員会に提出され、同年５月２３日、組合らから本件申

立てのうち Ｃ１ に関する部分の申立てを削除する旨の「不当労働行為救済

申立書の一部変更届」が提出され、本件申立てにかかる個人申立人は７名とな

った（以下「組合員ら」といい、組合らと併せて「申立人ら」という。）。 

 

 ２ 請求する救済の内容（要旨） 

   事件の併合を経た上で、最終的に申立人らが請求する救済の内容の要旨は、次

のとおりである。 

 （１）法人は、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６及びＸ７（以下「Ｘ３ら５名の組合員」とい

う。）に対する解雇通知を撤回し、原職に復帰させ、本件解雇から原職に復帰す

るまでの間に支払われるはずであった賃金相当額（一時金を含む。）及び遅延利

息を支払うこと。 

 （２）法人は、Ｘ８ら２名の組合員に対する雇止め通知を撤回し、原職に復帰させ、

本件雇止めから原職に復帰するまでの間に支払われるはずであった賃金相当額

（一時金を含む。）及び遅延利息を支払うこと。 

 （３）法人は、組合員であることを理由とした本件解雇及び本件雇止めをすることに 

より、組合活動に支配介入しないこと。 

 （４）法人は、不当な手続によって決定した退職勧奨を白紙に戻すこと。 

 （５）法人は、組合らとの協議を行わずに、所属する組合員らに対して、個別に雇 

用契約の変更を打診しないこと。 
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 （６）法人は、組合らが提案する「教育・研究センター（仮称）」の設置について、 

交渉を打ち切らずに、誠実に協議すること。 

 （７）謝罪文の手交及び掲示 

 

第２ 本件の争点 

 １ 法人が、Ｘ３ら５名の組合員を２９年３月３１日付けで解雇したことは、組合

員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活動

に対する支配介入に該当するか。 

 ２ 法人が、Ｘ８ら２名の組合員を２９年３月３１日付けで雇止めしたことは、組

合員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活

動に対する支配介入に該当するか。 

 ３ あっせん合意後の「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」を議題とする

団体交渉における法人の対応は、不誠実団交に該当するか。 

 

第３ 当事者の主張 

 １ 法人が、Ｘ３ら５名の組合員を２９年３月３１日付けで解雇したことは、組合

員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活動

に対する支配介入に該当するか。（争点１） 

 （１）申立人の主張 

  ア 本件解雇は、組合らに所属する組合員であることないし組合に加入しようと

する者であることの故をもってなされたものであり、労働組合法上の不利益取

扱いに該当するとともに、組合活動に対する支配介入にも該当する。 

  イ 本件解雇は、組合らが、 Ｂ２大学 の教員全員の雇用と経営者の責任追及

を目的に行動してきたことを嫌悪して行われたものである。 

    申立人らは、「平成２８年度末までに転退職を完了する」との法人の方針（以

下「転退職方針」という。）が実施されたことが組合差別であるというような単

純な主張をしているわけではない。転退職方針の実行過程において、法人が、大

学教員としての雇用確保措置に関する申立人らの要求を無視ないし実質的な協

議をすることなく、大学教員としての雇用確保措置から組合らに所属する組合

員を排除して本件解雇に至ったことが、組合嫌悪意思に基づく不利益取扱いで

あると主張しているのである。 

  ウ 本件解雇の対象者と不当労働行為意思 

  （ア）法人は、本件解雇の対象者であったビジネス学部の Ｃ２ 教授（以下「Ｃ

２」という。）及び Ｃ３ 准教授（以下「Ｃ３」といい、Ｃ２と併せて「Ｃ

２ら」という。）は、組合らに所属していないから、本件解雇は組合らに所属



5 

する組合員であるが故に行われたものではない旨主張する。 

     しかしながら、Ｃ２らは、①組合らと日常的に情報交換をし、②Ｘ３、Ｘ４

及びＸ５と当時組合員であったＣ１（以下「Ｘ３ら４名の教員」という。）が

行っていた「教育・研究センター（仮称）設置準備会への参加の呼びかけ」に

応じて賛同の署名を行い、③組合らと歩調を合わせて、法人の希望退職優遇

制度や事務職員への配置転換などの転退職方針に応じていなかった。なお、

②について、Ｘ３ら４名の教員は署名活動を行う中で、Ｃ２らの署名を別組

合である Ｃ４組合 （以下「Ｃ４組合」という。）の組合員に見せたことか

ら、法人はＣ４組合の組合員を通じて、Ｃ２らが組合らに所属する組合員な

いし組合に加入しようとする者であると認識したものと考えられる。また、

③について、組合らは、法人との団体交渉において一貫して「すべての教職員

に対する現行の身分保障」を要求していることから、組合らの要求事項には

Ｃ２らの雇用継続についても含まれていたところ、法人は、組合らの要求事

項となっている者で転退職方針に応じずに雇用継続を希望している者を、す

べて組合らに所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であると認識

していたことが合理的に推認できる。 

  （イ）加えて、労働組合を嫌悪し弱体化する目的で、転退職方針に応じなかった教

員全員を解雇した場合、その中に組合員でない者も含まれていたからといっ

て、組合員に対する不利益取扱いが成立しないというのでは、使用者は組合

員でない者も同時に解雇することにより常に不当労働行為の成立を免れるこ

とになり妥当ではない。 

     したがって、Ｃ２らが結果的に組合らに加入するところまでは至っていな

かったとしても、そのことは、本件解雇が組合らに所属する組合員ないし組

合に加入しようとする者であることの故をもって行われた不利益取扱いであ

ることを左右するものではない。 

  エ 本件解雇理由と不当労働行為意思 

  （ア）本件解雇の理由に合理性はなく、したがって本件解雇が不当労働行為意思に

基づくものであることが推認される。 

  （イ）第１の解雇理由である「平成２６年度の Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報

学部の学生募集停止により、来年度留年見込の学生６名程度を除いて両学部

の学生が不在となり、貴殿は過員と言わざるを得ないこと」については、法人

は、①２９年度には６名の留年学生が在籍し、直ちに学部を廃止することは

できなかったこと、②本件解雇を行う一方で、２９年度の非常勤講師への就

任をＸ６、Ｘ７、Ｘ５及びＸ９と当時組合員であったＣ１の５名（以下「Ｘ６

ら５名の組合員」という。）に依頼していることからすれば、組合員らは過員
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ではなく、本件解雇の必要性は認められない。 

     また、本件解雇に至るまでの過程において、法人が、現代社会学部の設置申

請取下げを決定した際にビジネス学部及び情報学部（以下「既存２学部」とい

う。）の学生募集停止決議を撤回したり、新たに社会科学系の第３の学部を設

置したり、あるいはかつてＸ５を除く組合員らが所属し、学部改編に伴い２

６年３月末に廃止された地域公共学総合研究所（以下「研究所」という。）を

存続させたりすれば、大学教員としての雇用は維持され、過員は発生しなか

った。結局、法人が主張する過員という事態は、法人によって意図的に創り出

されたものにすぎず、過員となった者を本件解雇の対象者にしたという人選

の基準やその適用には何の合理性もない。 

  （ウ）第２の解雇理由である「大学教員としての専門性を生かす場が大学内には無

く、学園の財務状況から過員の教員を雇用する余裕が無いこと」については、

法人が作成し公表している２８年度事業報告書によると、法人は本件解雇が

行われた２９年３月３１日時点において、２１７億円もの充実した資金残高

を保有している。また、法人は、１８年度から２８年度までの１１年間に合計

３２９億円もの巨額の投資を行ってきたが、それらはすべて自己資金で賄わ

れており、借入金は一切ない。法人の純資産構成比率はきわめて高く、資産総

額は奈良県下の学校法人の中で最上位の地位にある。このように、本件解雇

の時点において、法人はきわめて健全な財務状況にあったことから、財務状

況を理由とする人員削減の必要性は認められない。 

  オ 本件解雇手続と不当労働行為意思 

  （ア）解雇回避措置と不当労働行為意思 

   ａ 法人は、本件解雇に際して解雇回避措置を尽くしたとは到底いえず、本件

解雇は整理解雇の要件を満たさないものであるにもかかわらず強行されたこ

とからも、本件解雇が申立人らを嫌悪して行われたものであることが推認さ

れる。 

   ｂ 法人は、そもそも人件費以外の経費削減努力をほとんど尽くしておらず、

それどころか１８年度から２８年度にかけて総額３２９億円もの巨額の投資

を続けてきた。また、人員削減以外の人件費削減努力については、２８年５月

３０日の理事会において役員報酬を１０％から２０％削減することが決定さ

れているが、その削減額は理事長と常勤監事の合計が４６０万円、常勤理事

の合計が８８０万円と微々たるものに過ぎない。賞与の削減については、同

年１１月１４日の常勤理事会で提案されたものの、審議の結果、提案は否決

され、前年度と同率の賞与支給が決定されている。その他に人件費削減努力

はまったく行われていない。 
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   ｃ また、法人は、２６年度と２７年度において、希望退職を募集したり、事務

職員や初等中等教育教員への配置転換を募集したりしたが、これらは組合ら

が要求し続けてきた大学教員としての雇用継続のための努力には当たらない。

むしろ、法人は、研究所の存続や組合らの提案していた「教育・研究センター

（仮称）」の設置（以下「センター提案」という。）、現代社会学部に代わる新

たな第３の学部の設置といった、大学教員としての雇用継続に資する措置に

ついては、ことごとく組合らの要求に反して、これを行わなかった。 

  （イ）説明・協議の状況と不当労働行為意思 

     法人は、組合らとの団体交渉において不誠実な対応に終始し、本件解雇を

回避することや大学教員としての雇用を継続することについて、誠実に協議

するという姿勢はまったくなかったのであって、到底説明・協議を尽くした

ものとは認められない。 

  （ウ）人間教育学部への異動手続と不当労働行為意思 

   ａ 法人は、人間教育学部において２９年度から専任教員の増員が予定されて

いたにもかかわらず、その情報を申立人らには一切伝えなかった。そして、法

人は、組合らに所属する組合員ではないことが明らかであった情報学部の Ｃ

６ 教授（以下「Ｃ６」という。）、 Ｃ７ 准教授（以下「Ｃ７」という。）、  

Ｃ８専任講師 （以下「Ｃ８」という。）の３名（以下「Ｃ６ら」という。）を、

人間教育学部に異動させるための文部科学省のＡＣ（アフターケア）教員審査

の受審候補者（以下「ＡＣ候補者」という。）に選考した。なお、Ｃ７及びＣ

８は、事務職員への配置転換を希望していた者であり、同じく情報学部に所属

していたＸ４及びＸ６のように大学教員としての雇用継続を希望していたわ

けではなかった。 

   ｂ ＡＣ候補者に選考されたＣ７及びＣ８とＸ６の研究業績を比較した場合、

学術論文・研究論文の数や競争的研究資金の獲得状況、国際会議及び国際学

会での発表数など圧倒的にＸ６の研究業績の方が優れている。にもかかわら

ず、法人は、Ｘ６を人間教育学部に異動させて解雇を回避することを行わな

かった。組合らに所属する組合員であるＸ６やＸ４ではなく、あえて組合ら

に所属する組合員ではないことが法人にとって明らかなＣ６らを人間教育学

部に異動させることにしたのは、法人に申立人らに対する差別的意図があっ

たからに他ならない。 

   ｃ なお、Ｘ６は、ＡＣ候補者が選考された時点では正式に組合らに加入して

いなかったが、Ｘ６は、①組合らの中心メンバーであったＸ４と日常的に情

報交換及び交流する機会があり、②Ｘ３ら４名の教員が行っていた「教育・研

究センター（仮称）設置準備会への参加の呼びかけ」に応じて賛同の署名を行
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い、③組合らの主催するシンポジウム（以下「シンポジウム」という。）に参

加し、④組合らと歩調を合わせて、法人の希望退職優遇制度や事務職員への

配置転換などの転退職方針に応じていなかった。なお、②について、Ｘ３ら４

名の教員は署名活動を行う中で、Ｘ６の署名をＣ４組合の組合員に見せたこ

とから、法人はＣ４組合の組合員を通じて、Ｘ６が組合らに所属する組合員

ないし組合に加入しようとする者であると認識したものと考えられる。③に

ついて、シンポジウムの開催案内は学内メーリングリストを通じて全教職員

に周知していたから、法人関係者もシンポジウムに出席していたと思われ、

法人は、Ｘ６がシンポジウムに出席していたことを認識していたものと考え

られる。これらのことから、法人は、ＡＣ候補者の選考時点において、Ｘ６を

組合らに所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であると認識して

いたことが推認できる。 

   ｄ また、組合員らを人間教育学部で雇用しようとするのであれば、あらかじ

め文部科学省のＡＣ教員審査に間に合うように、担当させる科目についてＡ

Ｃ教員審査を通過できるような論文業績を執筆するように組合員らに指示、

助言、情報提供すればよいのであり、組合員らのこれまでの研究教育実績か

らすれば、そのような指示、助言、情報提供がありさえすれば、組合員らが論

文業績を執筆することは十分に可能である。それにもかかわらず、組合らに

所属する組合員に対しては、そのような指示、助言、情報提供が一切行われて

いないのは、法人による組合差別であり、本件解雇が組合嫌悪意思によるも

のであることを推認させる事情である。 

  （エ）第３の学部の検討経過と不当労働行為意思 

   ａ 法人は、新たに社会科学系の第３の学部の設置を検討していたところ、２

８年度になって突如計画をいったん凍結し、本件解雇後に改めて検討を再開

しており、このことは本件解雇が申立人らを法人から排除する目的で行われ

たことを推認させる事情に他ならない。 

   ｂ 法人は、組合らの再三の要求にもかかわらず、組合らに所属する組合員を

学部新設の検討を行う法人の高等教育整備拡充委員会に参加させず、同委員

会における検討状況の情報を組合らに公開しなかった。また、２８年４月当

時に学長であった Ｂ３ （以下「Ｂ３学長」という。）がＸ７に提示した第

３の学部への学内異動候補者リストには、当時組合らに所属していた組合員

は一切含まれていなかった。法人としては、申立人らを排除して第３の学部

を検討してきたものの、組合らによる新たな学部における雇用確保の要求が

高まるにつれて、第３の学部の設置検討そのものを凍結・延期し、そのことに

より申立人らを確実に法人から排除しようとしたことは明らかである。 
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   ｃ なお、法人は、第３の学部は定員確保の見通しが立っていなかったから検

討を凍結した旨を主張するが、Ｘ７は、現代社会学部の設置申請の際の定員

確保の見通しに関する資料を法人から受領しており、第３の学部は十分な定

員確保の見込みがあった。 

   ｄ さらに、本件解雇を理事会で決定した後、法人の常勤理事会や大学の評議

会において、法人は第３の学部の設置検討を再開している。この点について、

法人は、学部の内容を含めて検討するのであり、社会科学系の学部設置は予

定されていない旨主張する。しかしながら、法人の常勤理事会において、２９

年度の学長顧問として、「社会系学部の検討に関する助言と、同系統の学外関

係者との調整に支援いただく。」として、 Ｃ９ （以下「Ｃ９」という。）を選

任していることからも、法人が検討を再開した第３の学部は社会科学系の学

部であることが明らかである。 

   ｅ 以上のことからすれば、法人が第３の学部の設置検討を凍結・延期し、本件

解雇後に検討を再開した一連の対応は、申立人らを法人から排除する目的で

行われたことが明らかであり、現実に申立人らは法人から排除されている。 

  カ 過去の労使関係と不当労働行為意思 

    法人は、教職員組合が結成された後、以下に述べるとおり、組合らに所属す 

る組合員及び組合活動を把握し、その活動に対して嫌悪の言動を行い、また、 

組合らに所属する組合員に対する脱退工作などの支配介入を繰り返した。この 

ような一連の経過は、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認さ

せる事情である。 

  （ア）２６年度の労使関係 

     ２７年１月に、当時教職員組合に所属する組合員であったＣ６が情報学部

の学部長候補者に選考された際、Ｂ３学長がＣ６と面談し、「組合員でいるの

は良くないのではないか。」等と述べ、結果的に、Ｃ６は教職員組合を脱退し

た。仮に、学部長が使用者の利益代表者に当たるとしても、当該組合員が学部

長に就任する際に労働組合にとどまるかどうかは本来的に労働者及び労働組

合の自主的判断に委ねられているというべきである。本件の場合、Ｃ６が組

合役員を辞めて組合活動も停止して組合に残ると表明しているにもかかわら

ず、Ｂ３学長が執拗に教職員組合からの脱退を迫ったことは、労働者及び労

働組合の自主性に反する支配介入に該当するというべきである。 

  （イ）２７年度の労使関係 

   ａ ２７年１０月に、当時組合らに所属する組合員であった Ｃ１０ （以下「Ｃ

１０」という。）が、自身が所属した保健医療学部においてパワーハラスメン

トを受けたとして争っていた際、保健医療学部長であったＢ４（以下「Ｂ４学
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部長」という。）らが、「大学院の設置に当たり、その設置委員が組合に入って

いるのは問題なので、メンバーに入りたいのなら組合を脱会するように。」と

Ｃ１０に求めたことは、組合らからの脱退勧奨であり、支配介入に該当する。 

     この点について、法人は、発言内容は認めつつも、発言は、保健医療学部教

授であった Ｂ５ （以下「Ｂ５」という。）がＣ１０と二人だけの場において

行ったものである旨主張するが、Ｃ１０は一連の不当労働行為発言をしたの

はＢ４学部長であると具体的かつ詳細に述べており、その供述に不自然なと

ころはなく、信用できるものである。 

   ｂ 同年１１月に、当時副学長であった Ｂ６ （以下「Ｂ６副学長」という。）

は、教職員組合の役員であったＸ３及びＸ４を Ｃ１１ キャンパスに呼び出

し、組合ニュース第２０号（以下「当該ニュース」という。）の記事を憶測と

決めつけて、謝罪とともに当該ニュースの全教職員に対する配布中止を求め

た。当該ニュースの内容は、保健医療学部でパワーハラスメント事案が発生

したことを報じるものであるが、パワーハラスメントを受けた組合員の氏名

は匿名としていた。また、記事の表現は、それまでに複数名の教員が退職して

いることとパワーハラスメント事案について、無関係ではないでしょうと推

測しているだけで、断定する内容ではない。当該ニュースの配布は、労働組合

の正当な言論の範囲内のものであり、法人が合理的な理由もなく、謝罪や配

布中止を求めることは労働組合の活動に対する支配介入に該当するというべ

きである。 

  （ウ）２８年度の労使関係 

   ａ ２８年４月１１日開催の常勤理事会において、組合らが同月３日に開催さ

れた大学入学式においてビラ配布を行ったことについて、法人本部事務局長

であった Ｂ７ （以下「Ｂ７法人事務局長」という。）が「ビラ配りをする

情報は入手しており事前に弁護士及び警察にも相談している。」と発言し、理

事長であった Ｂ８ （以下「Ｂ８理事長」という。）が「組合の常套手段であ

る。組合交渉を重ねているが一方的な行為である。」と発言し、Ｂ３学長が「組

合の挑発に乗ることは彼らの活動のネタになる。」などと発言している。常勤

理事会での各出席者のこれらの発言は、組合らのビラ配布という正当な組合

活動について、その動向を常に把握し、弁護士や警察と相談するなどの対応

をとるとともに、「組合の常套手段」、「挑発」など組合活動に対する嫌悪意思

を露わにしたものであり、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを

推認させる事情である。 

   ｂ 法人が、２９年度の非常勤講師への就任依頼を個別にＸ６ら５名の組合員

に打診した際、組合らからの回答を確認した上で、Ｂ３学長が早々にＸ６ら
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５名の組合員から別の教員に差替えを決定したことは、強固な組合嫌悪意思

の現れである。組合らは、ファックスで送付した上記回答において、組合らと

の団体交渉において労働条件を明示するよう求めた上で、非常勤講師への就

任依頼に応じる意向を表明していた。また、打診を受けていたＸ６ら５名の

組合員のうち、Ｘ９及び当時組合員であったＣ１については、回答期限が到

来していなかった。それにもかかわらず、法人が非常勤講師の問題について

団体交渉での協議を行わないまま、Ｂ３学長が差替えを決定し、前年度に引

き続いて２９年度に継続させる予定であった授業すらも組合らに所属する組

合員に担当させようとしなかったことは、本件解雇が組合嫌悪意思によるも

のであることを推認させる事情である。 

   ｃ ２９年３月３１日に開催された２９年度の非常勤講師への就任に関する団

体交渉において、常務理事であった Ｂ９ （以下「Ｂ９常務」という。）が、

「裁判や不当労働行為救済申立てをする者とは非常勤の契約をしない。」と発

言したことは、組合員らに対して、非常勤講師として契約をしたいのであれ

ば、組合らの方針に反して裁判や不当労働行為救済申立てを断念するよう求

めるものであり、支配介入の言動に該当する。Ｂ９常務の発言は、単なる失言

ではすまされない。Ｂ９常務は、Ｂ８理事長から全権委任を受けた団体交渉

の責任者として発言しており、その発言内容は、組合員らの雇用確保を求め

る正当な組合活動を脅かす威嚇または不利益の示唆に該当すると同時に、組

合員らが訴えを提起しなければ雇用を続けるとする点で利益の誘導も行って

いるといえる。 

     なお、支配介入は、それと評価できる言動があれば成立するものであって、

その後の言動の撤回や謝罪文の提出、非常勤講師の契約締結などの事情は、

いったん成立した支配介入そのものに影響を与えないというべきである。 

     以上のとおり、Ｂ９常務の発言は、本件解雇決定後に行われたものである

が、Ｂ９常務の法人における地位や立場、団体交渉での全権委任者という権

限及び役割からして、その言動は法人内部における一貫した強固な組合嫌悪

意思の発露であり、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認さ

せる事情である。 

 （２）被申立人の主張 

  ア 本件解雇は、組合らに所属する組合員であることの故をもってなされた不利

益取扱いではなく、組合活動に対する支配介入にも該当しない。 

  イ そもそも教職員組合は、法人が既存２学部の学生募集停止を行い、両学部に

所属していた教員らに対して転退職方針を説明した後、これに反対して、解雇

を許さないとの方針で設立された組合であって、実際に２８年度末に本件解雇
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が行われると、今度は組合活動が原因の解雇であると主張を始めたものであり

申立人らの主張は不合理である。 

  ウ 本件解雇の対象者と不当労働行為意思 

  （ア）本件解雇の対象者８名のうち、Ｃ２ら２名は、組合らに所属する組合員では

ない。また、本件解雇の決定に至るまでの間、常勤理事会で整理解雇の可能性

や退職勧奨の実施を検討してきたが、その過程において、法人が組合らに所

属する組合員だけをその対象とした事実はない。 

     本件解雇は、法人が、最悪の場合は整理解雇もあり得ると判断し、退職勧奨

等を行う中で、組合らに所属する組合員が増加していった事案であるし、本

件解雇の対象者に組合員でない者が存するところ、組合らに所属する組合員

であるかどうかは本件解雇の対象であるかどうかと何ら関係がない。 

  （イ）なお、この点について、申立人らは、Ｃ２らが組合らの組合活動に関与した

から本件解雇の対象者となった旨主張するが、Ｃ２ら自身はそのようなこと

を主張しておらず、本件解雇の予告通知後にＣ２が法人に提出した本件解雇

に対する異議申立て文書においても、組合活動に関する言及はない。 

     また、申立人らは、Ｘ３ら４名の教員が行っていた「教育・研究センター

（仮称）設置準備会への参加の呼びかけ」にＣ２らが賛同の署名を行ったこ

とを法人が認識していた旨主張するが、法人にＣ２らの署名は提出されてお

らず、また、本件申立てにかかる審査において申立人らから提出された途中

段階の署名者の記録（甲１１９）にもＣ２らの名前はなく、法人が署名をした

Ｃ２らを嫌悪するなどあり得ない。 

  エ 本件解雇理由と不当労働行為意思 

  （ア）本件解雇の理由は、解雇予告通知書に記載のとおり、①「２６年度の既存２

学部の学生募集停止により、翌年度留年見込みの学生６名程度を除いて両学

部の学生が不在となり、過員と言わざるを得ないこと」及び②「大学教員とし

ての専門性を生かす場が大学内には無く、学園の財務状況から過員の教員を

雇用する余裕が無いこと」であり、組合らに所属する組合員であったことと

は何ら関連性がない。 

  （イ）加えて、①については、既存２学部は在籍学生がいなくなった時点で既に廃

止されている。また、Ｂ１０大学 には、既存２学部のほかには、教員免許取

得を主たる目的とする人間教育学部と看護師資格取得を主たる目的とする保

健医療学部しかないことからすれば、社会科学を専門とする組合員らの専門

性を生かす場が大学内になく、過員になるということは合理的な理由である。

なお、大学教員としての雇用継続策として、組合らがセンター提案をしてい

ることは、かかるセンターが設置されなければ大学教員として活躍の場が大
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学内にないことを組合ら自身が認識していたことを示す一つの事情である。 

  （ウ）②については、法人の帰属収支差額が１８年度から連続して赤字であったこ

と、大学単体での赤字はさらに以前から継続していたこと、法人が文部科学

省からも経営改善について度々指導を受けていたこと等からすれば、相当か

つ合理的な理由である。 

  オ 本件解雇手続と不当労働行為意思 

  （ア）解雇回避措置と不当労働行為意思  

   ａ 法人は、２６年度以降、本件解雇に至るまでの間に各種の解雇回避措置を

尽くしてきたのであり、その過程において、申立人らを嫌悪した事実はない。 

   ｂ 法人は、解雇回避措置として、①教員らの転職を支援するためのキャリア

支援室を法人内に設置したり、②特別退職金を加算する希望退職優遇制度を

実施したり、③法人内の事務職員や初等中等教育教員への配置転換の希望を

募るなどの施策を行ってきた。また、その他にも人件費を削減するため、理事

長など役員の報酬カットや事務職員の希望退職募集などを行っており、本件

解雇手続は不合理に行ったものではない。 

   ｃ 法人は、本件解雇に先立ち、①２８年８月１０日に本件雇止めを組合員で

ない者に対して行っており、②同年１０月２４日の常勤理事会で決定した退

職勧奨については、組合らの意向に沿って当時組合らに所属する組合員には

実施していないが、組合員でない者に対しては実施している。かかる事情は、

本件解雇が組合らに所属する組合員であることとは関係なく、既存２学部の

教員に対して行われたことを示すものである。 

   ｄ さらに、法人は、組合らに対して、平２８不２事件申立て後の２９年１月１

８日に開催された労働委員会のあっせんにおいて、重ねて事務職員への配置

転換を提案しているが、かかる提案は組合員でない者には示しておらず、法

人がむしろ組合らを優遇した事情の一つである。 

   ｅ また、法人は、組合らのセンター提案については、収入が見込めないことか

ら財務上設置が困難であることを何度も説明しており、最終的に本件解雇を

決定した理事会においてもそのことを確認している。 

  （イ）説明・協議の状況と不当労働行為意思 

     法人は、本件解雇前だけでなく本件解雇後においても、組合らとの団体交

渉を重ねて実施しており、その回数は３０回を超え、特段不誠実団交に該当

するような事情はない。 

  （ウ）人間教育学部への異動手続と不当労働行為意思 

   ａ 申立人らは、法人が既存２学部から人間教育学部に教員を異動させるため、

２８年度に文部科学省のＡＣ教員審査を受審するＡＣ候補者を選考した際、
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組合らに所属する組合員ではないことが法人にとって明らかな者のみを選考

したとして、法人に組合嫌悪意思があった旨主張する。 

   ｂ ２８年度当時、既存２学部から人間教育学部に異動するためには、文部科

学省のＡＣ教員審査を通過する必要があったことから、法人は人間教育学部

に採用審査委員会を設置し、複数名の審査委員が「 Ｂ１０大学 教員異動選

考基準」に基づき、既存２学部の教員らの教育研究業績書を検討し、ＡＣ教員

審査を通過できる見込みの者を選考したものである。選考過程において、組

合らに所属する組合員であるかどうかはまったく考慮していない。 

     また、２８年度のＡＣ候補者選考の実施について、法人は申立人らに限ら

ず、ＡＣ候補者として選考されたＣ６らを除いて、既存２学部の教員には情

報提供していない。 

   ｃ Ｘ６は、工学の博士号を有し、多くの研究業績を有するものの、人間教育 

学部の教員としてＡＣ教員審査及び教職課程教員審査を通過する可能性が高 

かったとは到底いえない。また、そもそも採用審査委員会で人間教育学部へ 

の異動のためのＡＣ候補者が決定された２８年１０月８日の時点において、 

Ｘ６は組合らに加入していなかったところ、Ｘ６が組合らに所属する組合員 

であるから差別されたとの申立人らの主張は失当である。この点について、 

Ｘ６が組合らに親和的であったことやそれを法人が認識していたという事情 

はない。 

  （エ）第３の学部の検討経過と不当労働行為意思 

   ａ 申立人らは、法人が第３の学部設置の検討を凍結・延期したことが、組合排

除の目的のために行われたかのような主張を行うが、第３の学部については、

学生確保の見通しが立たず、現代社会学部やビジネス学部の二の舞になりか

ねない、学生確保が難しいとの意見がコンサルティングを担当していた Ｃ

１２ （以下「Ｃ１２」という。）から出ていたことなどから検討の凍結・延

期の判断に至ったものであって、その判断過程において、組合らに関する議

論など一切行われていない。 

   ｂ そもそも第３の学部において雇用される予定であった教員は、Ｘ７を除け

ば、当時組合らに所属する組合員は一名も含まれていなかったのであって、

Ｘ７は第３の学部設置の検討を凍結した時点において組合らに加入していな

かったのであるから、第３の学部設置の検討を凍結したとしても、組合らの

弱体化に繋がることは考えられず、申立人らの主張は失当である。 

   ｃ さらに、法人において、本件解雇後に、第３の学部設置の検討を具体的に再

開した事実はないから、第３の学部設置の検討にかかる一連の経過は、申立

人らを嫌悪して行われたものとはいえない。 
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  カ 過去の労使関係と不当労働行為意思 

    申立人らは、本件解雇以外にも不当労働行為が存在するとか、団体交渉担当 

者の失言をもって法人の組合嫌悪意思が推認されるなどと主張するようである 

が、法人が申立人らの組合活動に対して報復その他の違法行為を行ったことは 

ない。また、法人と組合らとの団体交渉は３０回を超えて行われ、時には深夜 

まで及ぶこともあったが、いずれも真摯に対応を行ったのであって、何ら違法 

な点はなく、これらの事情は本件解雇を決定したことと何ら関連性がない。 

  （ア）２６年度の労使関係 

     ２７年１月に、当時教職員組合に所属する組合員であったＣ６は、「Ｂ１０ 

大学学部長候補者選考規程」に基づき、情報学部教授会において選挙により 

学部長候補者に選考されたのであって、Ｂ３学長に実質的な学部長の選任権 

限はない。また、学部長は学部に関する校務を掌るところ、学部のトップであ 

り、学部の仕事全般を掌握し、処理する地位にある者であって、かかる者が労 

働組合に加入していた場合、当該労働組合は、労働組合法第２条の要件を欠く 

可能性があることについて問題提起することは相当であるから、Ｂ３学長が 

「組合員でいるのは良くないのではないか。」等と述べたことは支配介入には 

該当せず、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認させる事情 

にはならない。 

  （イ）２７年度の労使関係 

   ａ 同年１０月に、当時組合らに所属する組合員であったＣ１０と保健医療学

部の同僚であった Ｂ５ が、Ｃ１０と二人だけの席において、大学院の設置

委員が組合に入っているのは問題なので、メンバーに入りたいのなら組合ら

を脱会するようにという趣旨の発言をしたことは認めるが、 Ｂ５ は法人か

らの指示を受けて発言したものではない。 

     また、申立人らは、この発言以外にも、Ｂ４学部長からＣ１０に対して、組

合嫌悪や脱退勧奨を行う旨の発言が行われたと主張するが、そのような事実

はなく、いずれも本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認させ

る事情にはならない。 

   ｂ 同年１１月２４日に、Ｂ６副学長がＸ３及びＸ４と Ｃ１１キャンパスで

面談し、保健医療学部におけるパワーハラスメント事案について報じた当該

ニュースについて抗議をした事実は認めるが、これは単に抗議を行ったもの

であって、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認させる事情

にはならない。 

  （ウ）２８年度の労使関係 

   ａ ２９年度の非常勤講師への就任依頼について、組合らから法人にファック
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スで送付された回答書は、「直接、教員へ個別に非常勤講師の依頼について求

めたことへの抗議」と題する文書であるが、申立人らが主張するような異議

を留保した上で非常勤講師の依頼を受ける旨を記載していたものではないこ

とは明らかである。法人は、設定していた回答期限までに組合らから非常勤

講師の就任を受諾する旨の回答がなかったから、別の教員に非常勤講師の就

任を依頼するしかなく、Ｘ６ら５名の組合員の非常勤講師への就任依頼を断

念したのであって、その理由は合理的であり、何ら組合らを否定するもので

はない。人によっては考慮期間が短いとはいえ、非常勤講師への就任依頼を

Ｘ６ら５名の組合員に行ったこと自体、法人に組合嫌悪意思がないことを示

す事情である。 

   ｂ 法人が非常勤講師への就任依頼の差替えを決定した後、法人と組合らがＸ

６ら５名の組合員の２９年度の非常勤講師への就任について団体交渉を重ね

る中で、２９年３月３１日に開催された団体交渉に理事長の全権委任者とし

て出席していたＢ９常務が、申立人らに対し、裁判や不当労働行為救済申立

てを行う者とは非常勤講師の契約をしたくない旨発言したことは認めるが、

Ｂ９常務の発言は失言であって、発言後２０分ほどで同人自らが失言に気付

いて撤回し、数日後の団体交渉において改めて撤回及び謝罪し、さらに申立

人らの要求に応じて後日謝罪文まで提出している。また、結果として、２９年

度の非常勤講師への就任依頼は、組合らと法人との間で合意書を取り交わし

た上で、実際に行われていることからすれば、非常勤講師の雇用問題につい

ては法人側が全面的に譲歩した形となっており、Ｂ９常務の発言は支配介入

には該当せず、本件解雇が組合嫌悪意思によるものであることを推認させる

事情にはならない。 

 

 ２ 法人が、Ｘ８ら２名の組合員を２９年３月３１日付けで雇止めしたことは、組

合員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活

動に対する支配介入に該当するか。（争点２） 

 （１）申立人の主張 

  ア 本件雇止めは、組合らに所属する組合員であることないし組合に加入しよう

とした者であることの故をもってなされたものであり、労働組合法上の不利益

取扱いに該当するとともに、組合活動に対する支配介入にも該当する。 

  イ Ｘ８ら２名の組合員は、法人と定年退職後の再雇用契約を締結している教員

であり、法人の既存２学部の学生募集停止に伴う転退職制度の対象からは除外

されていた。また、法人では、大学開設時に採用された教員の７０歳定年制があ

り、すなわちＸ８ら２名の組合員の採用時にも７０歳定年の合意があった。な
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お、Ｘ８ら２名の組合員は、形式上は法人の６５歳以上の定年退職後再雇用制

度の適用を受け入れているが、前述のとおり転退職制度の対象から除外されて

いたことからも、７０歳までの雇用継続の期待を有していた。 

    また、法人が１９年に制定した「  Ｙ法人   定年退職者再雇用制度に

関する規程」（以下「再雇用規程」という。）によると、大学の教授が満６５歳に

達すると、退職金を受領し、それ以降は、特任教授として１年間の有期雇用契約

を７０歳まで反復更新する定めとなっている。法人では、大学開設以降、助教授

以下で採用された教員らは、自らの意思で退職した者を除き、すべて７０歳ま

で雇用継続されていた。 

    それ故に、法人は、Ｘ８ら２名の組合員にわざわざ退職届の提出を求め、本件

雇止めの通知後にＸ８ら２名の組合員と個別に面談して退職勧奨を行ったので

ある。すなわち、法人も本件雇止めの通知だけでは、Ｘ８ら２名の組合員との身

分関係が終了できるとは考えていなかったのである。 

  ウ 法人は、本件雇止めの通知以前に、Ｘ８ら２名の組合員が組合らに所属する

組合員ないし組合に加入しようとする者であると認識していた。すなわち、Ｘ

８ら２名の組合員は、①本件雇止めの通知以前から組合らと頻繁に情報交換を

行い、同調して行動しており、②Ｘ３ら４名の教員が行っていた「教育・研究セ

ンター（仮称）設置準備会への参加の呼びかけ」に応じて賛同の署名を行い、Ｘ

９は、③組合らの主催するシンポジウムに参加し、Ｘ８は、④２７年７月３日に

開催されたビジネス学部定例教授会でＸ３がセンター提案について説明した際

に積極的な意見を述べていたことから、法人は、遅くとも本件雇止めの通知時

点では、Ｘ８ら２名の組合員が組合らに所属する組合員ないし組合に加入しよ

うとする者であると認識していた。なお、②について、Ｘ３ら４名の教員は署名

活動を行う中で、Ｘ８らの署名をＣ４組合の組合員に見せたことから、法人は

Ｃ４組合の組合員を通じて、③について、シンポジウムの開催案内は学内メー

リングリストを通じて全教職員に周知していたから、法人関係者もシンポジウ

ムに出席していたと思われ、Ｘ９がシンポジウムに出席していたことを認識し

て、④について、ビジネス学部教授会には常に法人の事務職員１名が議事録作

成のために同席していたことから、同職員を通じて、それぞれＸ８ら２名の組

合員が組合らに所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であると法人

が認識したと考えられる。 

  エ なお、２８年８月１０日に本件雇止めは通知されているが、本件雇止めが実

行されたのは２９年３月３１日であり、それに先立って組合らがＸ８ら２名の

組合員の雇用継続を求めて団体交渉を行うことは当然である。それにもかかわ

らず、法人はＸ８ら２名の組合員の雇用継続については団体交渉事項とするこ
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と自体も拒否し、同日本件雇止めを撤回することなく強行した。 

    以上のことからすると、本件雇止めについて、不当労働行為意思の存否の判

断を本件雇止めの通知時点に限定するのでは、不当労働行為救済制度の実効性

を無にするに等しく、遅くとも本件雇止めの効力発生時点において不当労働行

為意思が備わっていれば足りるというべきである。 

  オ 法人が、Ｘ８ら２名の組合員に対して本件雇止めを通知したことに合理的な

理由はなく、本件雇止めは申立人らを法人から排除する目的で行われたことが

推認される。 

 （２）被申立人の主張 

  ア 本件雇止めは、組合らに所属する組合員であることの故をもって行われた不

利益取扱いではなく、組合活動に対する支配介入にも該当しない。 

  イ Ｘ８ら２名の組合員と法人との間において、７０歳を定年とする個別の合意

など存在していない。 

    また、法人の制定した再雇用規程によると、定年退職後１年間の再雇用契約

を締結し、その期間満了後は、「大学又は短期大学部における教育活動に特に必

要であると法人が認めること」及び「再雇用期間満了日の属する年度において

開催される評議会の同意及び推薦があること」等の要件を満たす場合に限り、

再雇用契約を更新する定めとなっている。既存２学部の学生募集が停止されて

いるところ、在籍学生がほとんどいなくなる２９年度について、大学における

教育活動に特に必要であるとは認められない。 

    申立人らは、本件雇止めの通知を行った後、法人がＸ８ら２名の組合員と個

別に面談し、退職勧奨を行い、退職届の提出を求めたのであるから、本件雇止め

の通知は雇止めの意思表示とはいえない旨主張する。しかし、法人が本件雇止

めの通知を行った後にＸ８ら２名の組合員と個別に面談して退職届の提出を求

めたのは、紛争回避のために慣習的に行ってきたものである。本件雇止めの通

知には、「平成２９年３月末日をもって平成２８年度の再雇用期間が満了となり

ますこと、その後の再雇用は行わないことをお知らせします。」、「教育活動で特

に必要であると法人が認めることはできない。」と記載されており、同通知が本

件雇止めの意思表示であることは客観的に明らかであるから、申立人らの主張

は失当である。 

  ウ 法人は、本件雇止めの通知を２８年８月１０日にＸ８ら２名の組合員に送付

したが、同時点でＸ８ら２名の組合員は組合らに所属する組合員ではなく、組

合らに加入したのはＸ８が同年１０月８日、Ｘ９が同月７日であるところ、本

件雇止めが組合らに所属する組合員であることの故をもって行われた不利益取

扱い及び支配介入に該当しないことは明らかである。 
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  エ なお、本件雇止めについて、あっせん合意時点や本件雇止めの通知時点では、

Ｘ８ら２名の組合員は組合らに所属する組合員ではなかったのであるから、組

合らとしては本件雇止め通知の撤回を求める団体交渉を要求することがあり得

るところであるが、組合らは「退職勧奨」であるとの主張に固執したため、法人

は「雇止め」であることを繰り返し説明するとともに、本件雇止めは再雇用規程

に基づく対応であることを組合らが認めた上で団体交渉に応じる旨を回答して

いる。その後、本件審問終結時点においても団体交渉は継続して行われている。 

  オ 法人は、Ｘ８ら２名の組合員を含む１１名の教員に対して本件雇止めを行っ

たのであり、組合らに所属する組合員に限って行ったものではない。 

  カ 本件雇止めは、前記イのとおり、２６年度に既存２学部の学生募集を停止し、

２９年度には留年見込みの学生６名程度を除いて両学部の学生が在籍しなくな

ることから、大学における教育活動に特に必要であると認められないと判断し

たものであり、申立人らを法人から排除する目的で行ったものではない。 

 

 ３ あっせん合意後の「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」を議題とする

団体交渉における法人の対応は、不誠実団交に該当するか。（争点３） 

 （１）申立人の主張 

  ア 法人は、組合らとの間で「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇につい

て誠実に協議する。」とのあっせん合意を交わしたにもかかわらず、２６年９月

時点からの転退職方針をまったく変更せず、形式的に団体交渉を開催しても、

そこにおける誠実な交渉や協議については拒否し続けたのであり、不誠実団交

として不当労働行為に該当する。 

  イ あっせん合意後、団体交渉開催前に、法人が当時組合らに所属する組合員に

対し、事務職員への配置転換の募集を知らせる文書を個別に配付したこと 

  （ア）法人は、あっせん合意後、団体交渉を一度も開催していないにもかかわら

ず、２８年８月３日に「事務職員への配置転換の募集についてのお知らせ」

（以下「２８お知らせ」という。）を、当時組合らに所属する組合員に個別に

配付した。団体交渉開催前に身分変更の打診を行ったことは、団交拒否に該

当する。 

  （イ）２８お知らせ配付の時点で、法人は、少なくとも常に団体交渉に出席してい

た組合らの執行役員については組合らに所属する組合員であることを把握し

ていたが、同人らに対しても２８お知らせを配付した。 

  （ウ）法人は、２８お知らせと同内容の文書を配付した２６年度、２７年度には、

配付前に組合らに対して事前に連絡や相談を行っていたのに対し、あっせん

合意後の２８年度については、組合らに何ら連絡や相談がないまま配付され



20 

た。 

  （エ）２８お知らせ配付後の２８年８月３１日の団体交渉（以下「２８．８．３１

団交」という。）において、法人は財務状況の説明を中心に行い、雇用問題に

ついては交渉前段階の質疑応答が行われたに過ぎず、実質的な交渉は行われ

なかった。さらに、同年１０月１２日の団体交渉（以下「２８．１０．１２団

交」という。）において、組合らは事務職員への配置転換による人件費削減効

果がどの程度あるのか指摘したが、法人は算定方法や数値をあげた具体的な

説明を行わなかった。 

  ウ あっせん合意後、団体交渉開催前に、組合らのセンター提案について拒否す 

るという内容の回答書を事前に送付したこと 

    法人が、あっせん合意後、団体交渉開催前にもかかわらず、組合らのセンター

提案について拒否する旨の回答書を事前に送付したことは、団交拒否に該当す

る。 

  エ 組合らのセンター提案に関する団体交渉における法人の説明 

  （ア）法人は、２８．１０．１２団交において、組合らのセンター提案について、

根拠も示さずに、ＡＣ期間中であるから大学の組織変更を行う場合は文部科

学省にそれなりの届出が必要であると説明している。また、同年８月２４日

付けの法人の回答書において、組合らのセンター提案を受け入れられない財

務上の理由として、文部科学省からセグメント毎の黒字化を求められている

旨回答している。しかしながら、組合らが文部科学省の担当者に直接確認し

たところ、そのような事実は確認できなかった。 

  （イ）このことについて、組合らが同年１１月１６日の団体交渉（以下「２８．１

１．１６団交」という。）において、法人に指摘したところ、法人は自らが虚

偽の説明をしたことを認めなかった。 

  （ウ）さらに、法人は、組合らのセンター提案を収入の見込みがないものと決めつ

け、組合らにその根拠を示さず、まともに取り合うことなく、設置を拒否する

旨の回答を行っている。 

  オ 法人が、団体交渉の議題とすることなく、常勤理事会において退職勧奨の実 

施を決定したこと 

    法人が、一度も団体交渉の議題とすることなく、常勤理事会において退職勧

奨の実施を決定したことは、事実上の団交拒否に該当する。また、法人が組合ら

に対し、当時組合らに所属する組合員への退職勧奨の実施可否について連絡し

てきたことは、不当な行為を行ったことを通告していることに他ならない。 

  カ Ｘ８ら２名の組合員の本件雇止めに関する団体交渉における法人の対応 

  （ア）法人は、組合らが２８．１０．１２団交において、Ｘ８ら２名の組合員の７
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０歳までの雇用継続を要求した際、「協議はできない。」と交渉を拒否し、「は

っきり言い切ることが誠実であると思っている。」と交渉を打ち切り、その後

も要求を受け入れられない旨の回答を繰り返して、実質的に交渉を拒否した。 

  （イ）Ｘ８ら２名の組合員は、あっせん合意後に組合らに正式に加入しているが、

あっせん合意は、組合らへの加入時期について文言上何らの限定はなく、労

使間の交渉態度の問題であるから、労働者が組合員となった時期によって左

右されるべきものではない。また、Ｘ８ら２名の組合員は、あっせん合意後に

組合らに正式に加入したものの、それ以前から組合らと同調して行動し、組

合に加入しようとする者であった。 

  （ウ）そうすると、法人には、形式的にも実質的にもＸ８ら２名の組合員に対する

雇用継続要求に関する団体交渉を誠実に行う義務があったが、法人はこれを

拒否したのであるから、法人の対応は不誠実団交に該当する。 

  キ 法人が「ご連絡」と題する文書において、「交渉はそろそろ最終段階に入った」 

と表明したこと 

    法人は、組合らに所属する組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇につ

いて、形式的な団交に終始し、組合らが当初から一貫して要求してきた大学教

員としての雇用継続について、自らは何ら具体的な提案をしなかったにもかか

わらず、組合らに対し、同年１１月４日付けの「ご連絡」と題する文書において、

「退職勧奨が常勤理事会で承認されましたので、雇用継続の具体策についての

交渉は、そろそろ最終段階に入ったかと認識しております。」と一方的に通告し

てきた。このことは、交渉の打ち切りを示唆するものであり、不誠実団交に該当

する。 

  ク 法人が、大学教員としての雇用継続を検討しないこと 

  （ア）組合らは、教職員組合結成当初から「大学教員としての身分保障と雇用継

続」を法人に対して要求してきたのであり、あっせん合意はその成果である。

それにもかかわらず、法人は「大学教員としての雇用継続」は行わないという

方針をまったく変更せず団体交渉を行ったことは、不誠実団交に該当する。 

  （イ）法人は、あっせん合意事項のうち、「健全な大学経営への尽力」の財務面の

みを殊更に強調し、「大学教育に携わる者として、教育の充実、発展」という

部分を無視している。 

  ケ 法人が、転退職方針を持って組合らとの団体交渉に臨んでいたこと 

  （ア）法人は、あっせん合意以前の２６年９月の段階で既に転退職方針を決定して

いたが、あっせん合意に先立つ同年１２月４日、Ｃ４組合と法人との団体交

渉において、Ｂ７法人事務局長が組合らの要求している大学教員としての身

分保障をあり得ないとし、仮に大学教員としての身分保障を認めることにな
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った場合は、Ｃ４組合の組合員に不利益が出ないようにしたい旨発言し、そ

の上で、同日、法人は転退職方針に沿った希望退職優遇制度の実施等を主な

内容とする労働協約をＣ４組合との間で締結している。このことから、組合

らとの団体交渉を行う中においても、法人が転退職方針を変更するつもりは

なく、団体交渉に臨んだことは不誠実団交に該当する。 

  （イ）このように、法人は、組合らとのあっせん合意時点において、組合らに所属

する組合員を大学教員として雇用継続するつもりなどまったくなかったとい

わざるを得ない。しかしながら、法人はそのような内心を秘し、労働委員会に

おいて組合らとあっせん合意を交わして、形式的には団体交渉の回数を重ね

てきたのであって、その態度は欺瞞との誹りを免れず、あっせん合意後の団

体交渉がいずれも不誠実団交に該当することは明白である。 

  コ 法人が、組合らの要求にもかかわらず、教学の責任者である学長を団体交渉 

に出席させなかったこと 

    教学の責任者である学長は、組合らからの再々の要求にもかかわらず、団体

交渉に一切出席せず、組合らのセンター提案の具体的内容についての協議は団

体交渉では一切なされなかった。 

  サ 法人が、あっせん合意に反して上記のような不誠実団交を続け、最終的に組

合らに所属する組合員全員を解雇及び雇止めしたことは、教員の雇用を守り、

理事会の責任を追及するという組合らの基本方針を一切否認し、組合らを壊滅

する目的で行われたものであって、それ自体、支配介入をも構成する。 

 （２）被申立人の主張 

  ア 法人は、組合らとのあっせん合意に沿って、「組合員の雇用継続・転退職等の

具体的な処遇」を議題として団体交渉を行い、従来からの組合らのセンター提

案に応じられない理由についても、財務上の客観的な根拠を示して重ねて説明

を行うとともに、組合らに対してはセンター提案の収益見込みを尋ね、センタ

ー提案以外の意見がないか重ねて問うている。また、「組合員の雇用継続・転退

職等の具体的な処遇」以外の組合らの要求にも都度すべて対応してきたのであ

り、労働組合法第７条第２号に違反するような不誠実団交を行ったとはいえな

い。 

  イ あっせん合意後、団体交渉開催前に、法人が事務職員への配置転換の募集を

知らせる文書を個別に配付したこと 

  （ア）法人は、あっせん合意後、解雇回避措置の一つとして、事務職員への配置転

換の募集を行ったが、２８お知らせは、組合らに所属する組合員であるかど

うかにかかわらず、既存２学部の対象教員に広く募集の告知を行う目的で配

付したものに過ぎない。また、募集自体は、労働者の同意があって初めて成立



23 

するものであり、不当な圧力等がかからなければ、労働者に何ら不利益を与

えるものではないから、２８お知らせの配付は団交拒否には該当しない。 

  （イ）法人は、２８お知らせを配付した時点では、誰が組合員であるかを把握して

いなかった。 

  （ウ）法人は、２６年度、２７年度にも、２８お知らせと同内容の事務職員への配

置転換の募集を行う旨の文書を配付している。２６年度、２７年度の配付時

に組合らに事前の連絡や相談をしたのに対し、２８年度に事前の連絡や相談

を行わなかったのは、①２６年度、２７年度は希望退職優遇制度と併せて説

明していたのに対し、２８年度は単に事務職員への配置転換の募集を知らせ

るだけの内容であり、さらに、②２７年１０月２３日の団体交渉（以下「２７．

１０．２３団交」という。）において、不当な圧力等がかからなければ、任意

の募集を行うことについては反対しない旨の発言が組合らからあったためで

ある。 

  （エ）法人は、２８お知らせ配付後の２８．８．３１団交において、組合らに対し

て２８お知らせの説明を行い、質疑応答を行っている。さらに、２８．１０．

１２団交においても、組合らからの質問に対して、法人から提案趣旨の説明

を行い、同日に組合らから質問のあった事務職員への配置転換による人件費

削減効果額については、平２８不２事件申立て後の同年１２月２７日付けの

法人から組合らへの回答書において、具体的な数値をあげて回答をしている。 

  （オ）あっせん合意後、組合らから団体交渉の申入れはなく、むしろ法人から「組

合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」についての団体交渉を申し入れ

ている。 

  ウ あっせん合意後、団体交渉開催前に、法人が、組合らのセンター提案につい 

て拒否するという内容の回答書を事前に送付したこと 

  （ア）あっせん合意後、組合らから団体交渉の申入れはなく、むしろ法人から「組

合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」についての団体交渉を申し入れ

ている。 

  （イ）２８．８．３１団交に先立ち、法人が組合らに回答書を送付したのは、組合

らから、団体交渉開催前に、法人の団体交渉申入れの趣旨及び議題を文書で

明らかにすること及び以後の説明は文書や資料をもって丁寧に行うことにつ

いて要求があったため、法人の見解を事前に表明したのであり、組合らのセ

ンター提案について拒否する内容の回答書を組合らに送付したことは、団交

拒否には該当しない。 

  エ 組合らのセンター提案に関する団体交渉における法人の対応 

  （ア）組合らのセンター提案について、法人の説明に誤解を招きかねない表現が含
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まれていたとしても、その後の団体交渉において、法人は文部科学省から明

言されたわけではないことを認めた上で、帰属収支の均衡化に反するような

施策を行うことは、文部科学省の指導に反すると判断されるように思われる

こと、そのため法人の説明は正当なものであるという意見を述べたが、かか

る意見は不合理であるとか虚偽であるとはいえない。 

  （イ）また、組合らのセンター提案は、法人の財務状況が極めて悪く、帰属収支の

均衡化が求められている中で、１人あたりの給与が１，０００万円近い大学

教員としての雇用を継続せよというものであり、法人が到底呑める提案では

なかった。 

  （ウ）法人は、組合らのセンター提案について、採算がとれるか疑問であることに

ついて、２６年６月２６日の団体交渉（以下「２６．６．２６団交」という。）

においてＢ８理事長から発言をしているほか、組合らからの要求に対して繰

り返し文書で回答をしている。 

  （エ）法人は、法人の財務状況から組合らのセンター提案の実現が困難であること

について、組合らに対して重ねて説明を行い、組合らが求めた財務資料につ

いてはすべて開示し、重ねて他のアイデアがないか尋ね、センター提案につ

いて収入の見込みがあるとの組合らの主張について根拠があるのかと問いか

けてきたものであり、その対応は誠実なものであって、何ら不誠実と評価さ

れるような事情は存在しない。 

  オ 法人が、団体交渉の議題とすることなく、常勤理事会において退職勧奨の実 

施を決定したこと 

  （ア）退職勧奨は、合意による雇用契約解消の申入れであり、基本的にそれ自体は

強制力を伴うものではなく、解雇を回避するために行うことが望ましいもの

である。法人は、組合らに所属する組合員に限らず、解雇を回避するために退

職勧奨を行おうとしたものに過ぎない。 

  （イ）また、退職勧奨は、組合の同意がなければ行い得ないといった類のものでは

ない。しかしながら、法人は、労働者の精神的な負担などを考慮し、当時組合

らに所属する組合員への退職勧奨の実施の可否を組合らに事前に確認した。

その結果、当時組合らに所属する組合員以外の対象者について退職勧奨を実

施したのに対し、組合らの意向を受けて、当時組合らに所属する組合員には

退職勧奨を実施していない。 

  カ Ｘ８ら２名の組合員の本件雇止めに関する団体交渉における法人の対応 

    Ｘ８ら２名の組合員があっせん合意時点及び本件雇止めの通知時点において 

組合らに所属していなかったとすれば、組合らとしては、Ｘ８ら２名の組合員の 

組合加入後、Ｘ８ら２名の組合員に対する本件雇止めの撤回を求める団体交渉 
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を要求することがあり得た。ところが、組合らは「退職勧奨」であるとの主張に 

固執したため、法人は「雇止め」であることを繰り返し説明するとともに、再雇 

用規程に基づく対応であることを組合らが認めた上で、団体交渉に応じる旨を 

回答しているのであり、団体交渉を拒否した事実はない。 

  キ 法人が「ご連絡」と題する文書において、「交渉はそろそろ最終段階に入った。」 

と表明したこと 

    法人から何度も促しているにもかかわらず、組合らから何らの新たな提案が 

行われないことに対して、法人は本件解雇を回避するために退職勧奨を行いた 

いという意向を組合らに伝え、当時組合らに所属する組合員に対して退職勧奨 

を行うことが可能か検討を打診した。さらに、２８年１１月４日の「ご連絡」と 

題する文書では、話合いはそろそろ最終段階を迎えたのではないかとの法人の 

考えを組合らに伝え、重ねて組合らによる対案の提出を求めた。 

 法人にこのような表明を行う自由があることは当然であり、また、法人は、 

２６年から教職員組合との団体交渉を行い、この表明後も組合らとの間で団体 

交渉を継続しているところ、交渉の打ち切りではないことは明らかである。 

  ク 法人の団体交渉にかかる対応があっせん合意に反しないこと 

  （ア）法人と組合らとのあっせん合意は、組合らが「大学教員としての身分保障と

雇用継続」を要求した成果ではなく、労使の合意以上でも以下でもない。 

  （イ）組合らは、あっせん合意事項のうち、「健全な大学経営への尽力」について

自覚を欠いているといわざるを得ず、組合員らの転退職等の具体的な処遇に

ついての検討を行わないのであり、法人の対応は不誠実ではない。 

  ケ 法人が、転退職方針を持って組合らとの団体交渉に臨んでいたこと 

  （ア）法人の転退職方針は、２８年度末には原則として既存２学部に学生が在籍し

なくなる以上、合理的な経営判断として、２６年９月に常勤理事会で決定し

たものである。組合らは、この方針を知悉した上で、理事会に経営責任がある

以上解雇は許されないとして、大学教員としての雇用継続を求めてきたので

ある。 

  （イ）しかしながら、法人の転退職方針自体が労働組合法に違反し不誠実であると

評価されるとは考え難く、加えて、法人は一定の譲歩や説得の努力、解雇回避

措置を実施し続けてきたのであり、何ら不誠実団交には該当しない。 

  （ウ）使用者は誠実な団体交渉を義務付けられているが、譲歩や合意そのものを強

制されるわけではなく、態度を示すことが不誠実団交になるのであれば、も

はや協議など行い得ない。 

  コ 法人が、教学の責任者である学長を組合らとの団体交渉に出席させなかった 

こと 
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    組合らは、団体交渉に学長を出席させるように求めたが、法人が応じなかっ

たことが不誠実である旨主張するが、団体交渉に誰を出席させるかは、まった

く交渉権限がないような者を出席させる場合を除けば、法人が決定すべき事項

であり、組合らのセンター提案については、財務上の理由からそもそも設置困

難であるところ、学長を団体交渉に出席させろとの組合らの要求に応じないこ

とは何ら不誠実ではない。 

  サ 不誠実団交についての救済の利益 

    法人は、本件申立ての前後を含めて、組合らとの間で３７回に及ぶ団体交渉

を行っているところ、その進行に何ら影響もなく、救済の利益が存するとはい

えない。 

 

第４ 認定した事実 

 １ 当事者等 

 （１）被申立人Ｙ法人 

    法人は、昭和３６年４月１日に設立された学校法人であり、肩書地に法人本

部を置いている。同５９年４月１日に Ｂ２大学 を開設し、その後、数度の学

部改編を経て、既存２学部を設置していたところ、２６年度以降の学生募集を

停止することになった。なお、２９年度当初は、既存２学部に６名程度の留年学

生が在籍していたが、在籍学生がいなくなった２９年１０月２３日に情報学部

が廃止され、３０年４月１日にビジネス学部が廃止された。 

    また、法人は、２６年４月１日に Ｂ２大学 を Ｂ１０大学 に名称を変更

するとともに、新たに人間教育学部及び保健医療学部を開設した。なお、既存２

学部については、同日以降も Ｂ２大学 の名称を継続して使用することとし

た。 

    法人は、 Ｂ１０大学 のほかに、 Ｂ１１短期大学部 、 Ｂ１２高等学校 、  

Ｂ１３中学校 、 Ｂ１４高等学校 、 Ｂ１５中学校 、 Ｂ１６高等学校 、 Ｂ１ 

７小学校 、 Ｂ１８幼稚園 、 Ｂ１９幼稚園 を県内４か所のキャンパスにおい 

て運営している。 

    法人の教職員は、本件審問終結時において、法人全体で５５８名であり、うち

Ｂ１０大学 で１６８名（正規教員７５名、正規職員４３名、非正規教員４１

名、非正規職員９名）である。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２８不２事件）、第１１回審問調書】 

 （２）申立人ら 

  ア 申立人Ｘ１組合 

    一般労組は、３年５月１日に結成された個人加入方式の労働組合であり、肩
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書地に事務所を置く。本件審問終結時において、一般労組の組合員数は３００

名である。 

    なお、２７年４月２４日、 Ｂ１０大学 の教員らが一般労組に個人として加

入し、一般労組 Ｂ１０大学 支部を結成し、本件審問終結時において、同支部の

組合員数は７名である。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２８不２事件）、第１１回審問調書】 

  イ 申立人Ｘ２組合 

    教職員組合は、２６年２月６日に Ｂ１０大学 の教員らによって結成され、

肩書地に事務所を置き、    Ａ２組合    （以下「   Ａ２組合   」

という。）に単位組合として加盟した。本件審問終結時において、教職員組合の

組合員数は７名である。 

    なお、教職員組合の組合員は、全員が一般労組 Ｂ１０大学 支部に個人とし

て加入しており、両組合は別組織であるが、その構成員はまったく同じである。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）、第１１回審問調書】 

  ウ 申立人Ｘ３ 

    Ｘ３は、昭和６３年４月から法人が運営する Ｂ２０短期大学 教養学科の

非常勤講師として勤務し、元年４月から法人との間で期間の定めのない労働契

約を締結し、２６年４月１日、 Ｂ２大学 ビジネス学部教授に就任した。 

    Ｘ３は、教職員組合結成時に加入し、同年１０月８日から教職員組合の執行

委員長を務めている。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）、第１１回審問調書】 

  エ 申立人Ｘ４ 

    Ｘ４は、４年４月から法人との間で期間の定めのない労働契約を締結し、２

６年４月１日、 Ｂ２大学 情報学部准教授に就任した。 

    Ｘ４は、教職員組合結成時に加入し、組合結成時から教職員組合の副執行委

員長を務めている。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）、第１１回審問調書】 

  オ 申立人Ｘ５ 

    Ｘ５は、１５年９月から Ｂ２大学 非常勤講師として勤務し、１７年４月

から法人との間で期間の定めのない労働契約を締結し、１９年４月１日、 Ｂ

２大学 ビジネス学部専任講師に就任した。 

    Ｘ５は、教職員組合結成時に加入し、２７年４月１０日から教職員組合の書

記長を務めている。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）、第１１回審問調書】 

  カ 申立人Ｘ６ 
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    Ｘ６は、１７年４月から法人との間で期間の定めのない労働契約を締結し、

２８年４月１日、 Ｂ２大学 情報学部教授に就任した。 

    Ｘ６は、同年１１月１日、組合らに加入した。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）】 

  キ 申立人Ｘ７ 

    Ｘ７は、２５年４月から法人との間で労働契約を締結し、２６年４月１日、 

Ｂ２大学 ビジネス学部教授に就任した。 

    Ｘ７は、２８年９月１５日、組合らに加入した。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）】 

  ク 申立人Ｘ８ 

    Ｘ８は、昭和６２年４月から法人との間で期間の定めのない労働契約を締結

し、満６５歳に達した２６年３月末で定年退職した。その後、Ｘ８は同年４月か

ら法人との間で雇用期間を１年とする有期労働契約を締結し、本件雇止め時点

において、再雇用契約を２回更新し、満６８歳であった。Ｘ８は、２６年４月１

日、 Ｂ２大学 ビジネス学部教授に就任した。 

    Ｘ８は、２８年１０月８日、組合らに加入した。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）】 

  ケ 申立人Ｘ９ 

    Ｘ９は、元年４月から法人との間で期間の定めのない労働契約を締結し、満

６５歳に達した２７年３月末で定年退職した。その後、Ｘ９は同年４月から法

人との間で雇用期間を１年とする有期労働契約を締結し、本件雇止め時点にお

いて、再雇用契約を１回更新し、満６７歳であった。Ｘ９は、２６年４月１日、 

Ｂ２大学 ビジネス学部教授に就任した。 

    Ｘ９は、２８年１０月７日、組合らに加入した。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２９不２事件）】 

 （３）法人における別組合 

    法人には、組合らのほかに、大学の教職員によって組織されたＣ４組合及び

法人設置校の教職員によって組織された Ｃ５組合 が存在し、いずれの組合

も組合員数は不明であるが、過半数組合ではない。 

【審査の全趣旨、第１回調査調書（平２８不２事件）、第１回調査調書平２９不２事件）、第１１回審問調書】 

 

 ２ 法人及び大学における代表者等及び機関の職務及び権限 

 （１）法人の代表者等及び機関の職務及び権限 

  ア 理事長 

      Ｙ法人   寄附行為（以下「寄附行為」という。）第１６条において、
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理事長の職務は、「理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。」と定め

られている。一方、寄附行為第１７条において、「理事長以外の理事は、この法

人の業務について、この法人を代表しない。」と定められている。 

【乙１２５】 

  イ 常務理事 

  （ア）寄附行為第７条において、「理事（理事長を除く。）のうち１人を常務理事と

することができ（以下略）」と定められ、寄附行為第１８条において、常務理

事の職務は、「常務理事は、理事長を補佐し、この法人の日常業務を掌理する。」

と定められている。 

【乙１２５】 

  （イ）なお、本件申立てとの関係では、２７年４月から本件申立てまでの期間、法

人に常務理事が置かれ、理事長が出席していない団体交渉において、常務理

事が理事長の全権委任者として出席していた。 

【審査の全趣旨】 

  ウ 法人本部事務局長 

  （ア）  Ｙ法人   組織規則（以下「組織規則」という。）第７条第１項にお

いて、「法人本部に事務局を置く。」と定められ、組織規則第９条第２項におい

て、法人本部事務局長の職務は、「局長は、理事長及び常務理事の指示を受け

て、法人本部及び学園全般にわたる事務を統括し、所属職員を指揮監督する。」

と定められている。 

【乙１２６】 

  （イ）なお、本件申立てとの関係では、理事長及び常務理事が出席していない団体

交渉において、法人本部事務局長が理事長の全権委任者として出席していた。 

【審査の全趣旨】 

  エ 理事会 

    寄附行為第１４条第２項において、「理事会は、この法人の業務を決し、理事

の職務の執行を監督する。」、同条第３項において、「理事会は、理事長が招集す

る。」、同条第７項において、「理事会に議長を置き、理事長をもって充てる。」、

同条第１１項において、「理事会の議事は、法令及びこの寄附行為に別段の定め

がある場合を除いて、出席した理事の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。」等と定められている。 

【乙１２５】 

  オ 常勤理事会 

      Ｙ法人   常勤理事会規則（以下「常勤理事会規則」という。）第１条

及び第２条において、法人に、理事長及び常勤の理事を構成員とする常勤理事
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会を置くこととされ、その所管事項については、常勤理事会規則第４条第１項

において、「常勤理事会は、理事会の包括的授権に基づいて、法人の日常の業務

について、報告・協議するとともに、必要な事項について審議決定する。（以下

略）」と定められている。 

【乙６９】 

  カ 高等教育整備拡充委員会 

  （ア）  Ｙ法人   高等教育整備拡充委員会規程（以下「高等教育整備拡充委

員会規程」という。）第１条において、「  Ｙ法人   が高等教育機関の整

備拡充により大学等の再生を実現するために」、高等教育整備拡充委員会を設

置すると定められている。 

【乙１２８】 

  （イ）高等教育整備拡充委員会の所掌事項は、高等教育整備拡充委員会規程第２条

各号に次のとおり定められている。 

    「第２条 委員会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項を審

議し、常勤理事会の承認を得なければならない。 

      (1)大学等高等教育の学部、学科等の構成に関すること 

      (2)高等教育の教育課程の編制成及び教育方法実施の方針に関すること 

      (3)高等教育の教員組織の編成方針に関すること 

      (4)大学の管理運営に関すること 

      (5)高等教育の施設・設備等の整備方針に関すること 

      (6)その他、理事長が必要と認める Ｙ法人 高等教育機関の整備拡充に関

すること」 

【乙１２８】 

  （ウ）高等教育整備拡充委員会の構成員は、高等教育整備拡充委員会規程第３条 

第１項各号に次のとおり定められている。 

「第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって構成し理事長が委嘱する。 

      (1)理事長 

      (2)Ｂ１０大学 学長 

      (3)Ｂ１１短期大学部 学長 

      (4)Ｂ１０大学 各学部長・大学院研究科長 

      (5)Ｙ法人常勤理事会構成員の内理事長が指名した者 若干名 

      (6)法人事務局長 

      (7)Ｂ１０大学 事務局長 

      (8)その他、理事長が必要と認める者」 

【乙１２８】 
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  （エ）高等教育整備拡充委員会の構成員に、組合らに所属する組合員が就任したこ

とはない。 

【争いのない事実】 

 （２）大学における代表者等及び機関の職務及び権限 

  ア 学長 

  （ア）組織規則第１１条第２項において、学長の職務は、「学長は、大学を代表し、

校務を掌り、所属職員を統督する。」と定められている。 

【乙１２６】 

  （イ）また、  Ｙ法人   理事会業務規則（以下「業務規則」という。）第５

条において、「理事会は、 Ｂ１０大学 の管理・運営に関する業務のうち、第

２条から第４条までに定める事項を除き、教育・研究に関する業務を、 Ｂ１

０大学 学長に委任する。」と定められている。 

【乙６８】 

  （ウ）さらに、寄附行為第９条第１項第２号において、「この法人の設置する学校

の、学長、校長、園長及びＣ１１教育総括監のうちから互選した者 ３人以上

５人以内」が理事を務めると定められており、本件申立てとの関係では、 Ｂ

２大学 の学長であったＢ２１（以下「Ｂ２１学長」という。）、Ｂ３学長、 Ｂ

１０大学 の学長である Ｂ２２ （以下「Ｂ２２学長」という。）が、それぞれ

法人の理事に就任している。 

【乙１２５、審査の全趣旨】 

  イ 学部長 

  （ア）組織規則第１１条第５項において、学部長の職務は、「学部長は、当該学部

の教授をもってこれに充て、学部を代表し、学部の業務を掌り、所属職員を監

督する。」と定められている。 

【乙１２６】 

  （イ）また、学部長の選考については、「 Ｂ１０大学 学部長候補者選考規程」（以

下「学部長選考規程」という。）第４条第１項において、「学部長候補者の選考

は、当該の学部教授会において行う。」と定められている。 

【乙９９】 

  ウ 大学事務局長 

    組織規則第１２条第２項において、大学事務局長の職務は、「局長は、学長及

び法人本部事務局長の指示を受け、大学の事務を統括し、所属職員を指揮監督

する。」と定められている。 

【乙１２６】 

  エ 評議会 
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     Ｂ１０大学 学則（以下「学則」という。）第３１条第１項及び第４項におい

て、大学に関する重要事項を審議する機関として、大学評議会を置くことが定

められている。また、構成員については、 Ｂ１０大学 評議会規則第３条におい

て、学長、副学長、学部長、図書館長、情報センター長、教職センター長、学生

支援センター長、キャリアセンター長、社会連携センター長、国際交流センター

長、図書館Ｃ１１分館長、各学部選出の教授それぞれ２名、事務局長、事務局次

長、学長室長であるとされ、同規則第４条第１項により、「学長は大学評議会を

招集し、その議長となる。」と定められている。 

【甲４４、乙１２９】 

  オ 教授会 

    学則第３２条第１項において、各学部に教授会を置くことが定められている。

また、学則第３２条第２項及び第３項において、教授会の権限は、次のとおり定

められている。 

「第３２条 

２ 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述

べるものとする。 

 (1)学生の入学、卒業、賞罰等に関する事項 

 (2)学位の授与に関する事項 

 (3)前二号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要な事項で、教授会の

意見を聴くことが必要なものとして学長が定めた事項 

３ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長及び学部長がつかさどる教育 

研究に関する事項について審議し、及び学長等の求めに応じ、意見を述べる 

ことができる。」 

【乙１２９】 

 

 ３ 法人における定年及び定年退職後再雇用制度について 

 （１）就業規則における定年の規定 

      Ｙ法人   就業規則では、定年及び定年退職後再雇用について、次の

とおり定められている。 

   「第２０条 職員の定年は次のとおりとし、各号に定める年齢に達した日の属

する学年度末をもって退職する。 

     １．大学の教育職員 満６５歳 

     ２．前号以外の職員 満６０歳 

    ２ 前項の規定にかかわらず、学園に特に必要と認めた職員については、こ

れと異なる定めをすることができる。 



33 

    第２１条 前条の規定により定年退職した者は、期間を定めてこれを再雇用

することができる。 

    ２ 再雇用に関し必要な事項は別に定める。」 

【乙１０７】 

 （２）定年退職後再雇用制度 

  ア 再雇用の対象者 

    再雇用規程第２条第１項及び同条第２項第１号によると、再雇用の対象者は 

次のとおり定められている。 

   「第２条 この規程において『再雇用制度』とは、法人を定年退職した者を、 

退職後引き続き、期限を限って再度雇用する制度をいう。 

２ この規程において『再雇用者』とは、再雇用制度により法人に雇用される

者をいい、退職時における職員区分に応じ、次のとおり区別する。 

 (1)大学・短期大学部教育職員 特任教授（以下略）」 

【甲２０２】 

  イ 再雇用契約の更新基準 

    再雇用規程第３条第１項によると、「再雇用制度は、学園を定年退職した後、 

及び本制度による再雇用契約期間満了後、引き続き学園に勤務を希望する者に 

適用する。」と定められ、同条第３項によると、特に、大学・短期大学部の教育 

職員が再雇用契約期間を満了後に更新を希望する場合は、再雇用規程第４条第 

３項及び第４項の次のいずれの基準にも該当する必要がある旨定められている。 

「第４条 

    ３ 前条第２項及び第３項に規定する再雇用契約期間満了後の再雇用の基準

は、次のとおりとする。 

     (1)直近の健康診断において健康上職務遂行に支障がないと認められ、業務

に精勤する意欲があること。 

     (2)再雇用契約期間満了日から起算して過去１年間、無断欠勤がなく、かつ、

再規則第３１条第４項及び第５項の規定により算定した出勤率が８割

以上であること。 

     (3)再雇用契約期間満了日から起算して過去１年間、再規則第４８条及び第

４９条に定める懲戒処分を受けたことがないこと。 

    ４ 前項各号に掲げるもののほか、前条第３項に規定する再雇用契約期間満 

     了後の再雇用の基準は、次のとおりとする。 

     (1)大学又は短期大学部における教育活動に特に必要であると法人が認め

ること。 

     (2)再雇用契約期間満了日の属する年度において開催される評議会の同意
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及び推薦があること。 

     (3)再雇用契約期間満了日において教授の職位にあること。」 

【甲２０２】 

  ウ 再雇用契約の更新期間及び更新回数の上限 

    再雇用規程第６条第２項及び第３項によると、再雇用契約の更新期間及び更 

新回数の上限は、次のとおり定められている。 

「第６条 

    ２ 前項の再雇用契約における雇用期間は、定年退職日又は再雇用契約期間 

満了日の翌日４月１日から翌年３月３１日までの１年間とする。 

    ３ 前項の規定にかかわらず、最初の再雇用時において第２条第２項第１号

に該当することとなる者は、契約更新回数については４回、再雇用契約期

間が満了する日における年齢については満７０歳を超えて更新することは

なく、（以下略）。」 

【甲２０２】 

 （３）法人における再雇用の実績 

    法人は、大学開設以降、本件解雇及び本件雇止めに至るまでにおいて、自らの 

意思で退職した者を除き、すべて満７０歳になるまで再雇用契約を更新してい 

た。 

【争いのない事実】 

 

 ４ 既存２学部の学生募集停止の決定に至る経緯 

 （１）既存２学部の再編に至る経緯 

  ア １８年当時の学部改編計画 

  （ア）１８年当時、法人は、  Ｂ１１短期大学  を改組して Ｂ２３大学 を新

設する計画をし、文部科学省に設置申請を行ったところ、提出した大学設置

認可申請書における虚偽の記載が発覚したため、申請を取り下げることとな

った。 

【甲６１、甲１４４】 

  （イ）同年、法人は、経済学部、経営学部及び法学部の３学部を再編し、ビジネス

学部に改組することを計画し、文部科学省に設置申請を行ったところ、これ

が認可され、１９年４月から新たにビジネス学部を開設した。 

【審査の全趣旨】 

  （ウ）同月、 Ｂ２３大学  の設置申請取下げを受けて、申請当時の理事長であっ 

たＢ２４（以下「Ｂ２４元理事長」という。）が理事長から退任し、新たにＢ 

８理事長が就任した。 
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【審査の全趣旨】 

  （エ）２０年３月、法人は、理事長を退任し一職員となっていたＢ２４元理事長を 

解雇することと、同じく Ｂ２３大学 申請当時の理事であった７名を退任さ

せることを決定した。 

【乙９２、審査の全趣旨】 

  イ 法人の経営改善計画策定 

  （ア）法人は、２１年度に、日本私立学校振興・共済事業団の指導と助言を受け抜

本的な経営改善を行う目的で２２年度から５か年にわたる経営改善計画を策

定した。 

【審査の全趣旨】 

  （イ）さらに、法人は、２２年度に、文部科学省による学校法人運営調査の対象法

人となり、実地調査を受けた結果、２３年度から２７年度までを対象年度と

する改訂版の経営改善計画を策定した。 

【審査の全趣旨】 

  ウ 研究所の設置 

  （ア）２２年４月、法人は、 Ｂ２大学 に研究所を設置した。 Ｂ２大学 地域

公共学総合研究所規程第２条によると、研究所の目的は、「研究所は、地域の

公共的諸問題を解決すべく、総合的観点から分析及び政策的な研究を行い、

以て学術振興、社会貢献並びに学園全体の発展に寄与することを目的とする。」

と定められていた。 

【甲６３】 

  （イ）なお、研究所開設時において、組合員らのうち、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ６、Ｘ８及

びＸ９が研究所に所属し、Ｘ７は２５年度から研究所に所属した。 

【審査の全趣旨】 

  エ ２４年当時の学部改編計画 

    ２４年１月３１日、法人の常勤理事会及び理事会が開催され、①２６年度に 

 Ｂ２大学 の名称を Ｂ１０大学 に変更すること、②人間教育学部人間教育 

学科、保健医療学部看護学科、現代社会学部現代社会学科及び人間社会学科の 

３学部４学科を設置することを決定した。 

【争いのない事実】 

 （２）現代社会学部等の設置申請等にかかる経緯 

  ア 現代社会学部等の設置申請までの経緯 

  （ア）同年５月１１日、既存２学部の教授会がそれぞれ開催された。両学部教授会

では、文部科学省に申請予定の現代社会学部が認可され、２６年度に発足す

ることを条件として、既存２学部の２６年度以降の学生募集を停止すること、
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在籍学生がゼロになった時点でそれぞれ学部を廃止することを決定した（以

下「付帯条件付き決議」という。）。 

【甲１４７、乙９４、乙９５】 

  （イ）付帯条件付き決議は、同月２８日に開催された法人の常勤理事会において承

認され、最終的に同年６月１日に開催された法人の理事会において決定され

た。 

【乙９６、乙１５９】 

  （ウ）同年７月１０日、法人は、Ｃ４組合からの「学部新設の申請が認められなか

った場合についての見解を示せ。」との要求に対し、「学部の申請が認められ

なかった場合は、両教授会の決定通り、現行の学部が残ることになる。」と文

書で回答した。 

【甲６５】 

  （エ）同年９月７日、第２回学長報告会（以下「２４学長報告会」という。）が開

催され、Ｂ２１学長から現状報告が行われるとともに、教員の配属について

の法人の方針は「現在の教員を最大限活用する」ことであり、具体的には、①

新学部への配置、②既存２学部を担当、③退職優遇制度による退職を想定し

ている旨が教職員らに説明された。なお、２４学長報告会には、組合員らのう

ち、Ｘ３、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６及びＸ８が出席していた。 

【乙１０９、乙１１０】 

  （オ）２５年３月２６日、法人の理事会において、人間教育学部、保健医療学部及

び現代社会学部の３学部を新たに設置するため、文部科学省に認可申請する

ことを決定した。 

【審査の全趣旨】 

  （カ）同年４月１９日、大学の評議会において、「（仮称） Ｂ１０大学 開設に伴う

教育職員学内異動手続きについて」（以下「２５異動候補者リスト」という。）

として、新たに設置する３学部への学内異動候補者２１名について報告され

た。なお、２５異動候補者リストには、組合員らのうち、Ｘ７及びＸ６の氏名

が記載されていた。 

【乙１１１】 

  （キ）同月２４日から、Ｂ２１学長と教員らの個別面談が行われ、① Ｂ２大学 

の教員４９名のうち、新学部に異動する者が１７名、２８年度末で定年とな

る者が１２名、残りが２０名であること、②今後については、２８年度末で既

存２学部は廃止となり、２０名は２８年度末で転職か退職勧奨となること、

③教員は現学部の教育及びそれぞれの研究の積み上げに尽力してほしいこと、

④法人として転職をサポートすることなどについて説明が行われた。 
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【乙１１２】 

  イ 現代社会学部等の設置申請までの経緯 

同年５月３１日、法人は、文部科学省に対し、 Ｂ２大学 現代社会学部設置認

可申請書を提出した。 

【乙１４１】 

  ウ 研究所の一旦廃止決定 

    同年６月２１日、大学の評議会が開催され、学長提案として研究所を２６年 

３月末で一旦廃止する旨が審議され、常勤理事会に上程することを決定した。 

【甲１２１の３】 

 （３）現代社会学部の設置申請取下げにかかる経緯 

  ア 同年８月１日、文部科学省から法人に対し、「平成２６年度開設予定大学等審

査意見（８月）」として、新設３学部のうち現代社会学部については「警告」と

する意見が伝達された。具体的には、「設置の理念・目的や養成人材像等の設置

趣旨を適切に反映した教育課程、教員組織となっているか重大な疑義がある」

とされ、「申請内容について、抜本的に修正すること。」、「近接分野の既設学部に

おいて定員充足率が大きく１．０倍を下回っている理由の分析が全くなされて

いないことから、分析を行った上で新設学部での学生確保の見通しを説明する

こと。」などの指摘があった。 

【甲６６、甲６７、審査の全趣旨】 

  イ 同月２３日、法人の臨時理事会が開催され、現代社会学部の設置認可申請を

取り下げるにあたり、既存２学部の学生募集停止について、「現在申請予定の社

会科学系の学部申請が認可され、平成２６年度に発足することを条件として」

という付帯条件（以下「付帯条件」という。）を削除することについて審議した

結果、大学の評議会での審議及び承認を経ることとなった。 

【甲６８】 

  ウ 同日、大学の評議会が開催され、付帯条件を削除することについて審議した

結果、既存２学部の教授会においてそれぞれ協議又は審議を経る必要があると

され、継続審議となった。 

【甲１４８、審査の全趣旨】 

  エ 同月２６日、既存２学部の臨時教授会がそれぞれ開催された。 

    ビジネス学部臨時教授会では、種々議論の結果、意見の一致を見なかったた

め、議決を評議会に一任することを決定した。また、決定と併せて、①社会科学

系の新学部を２７年度中に設置すること、②現代社会学部設置申請取下げの原

因分析を行うことを要望するとの決定をした。 

    情報学部臨時教授会では、種々議論の結果、付帯条件の削除について承認す
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ることを決定した。また、決定と併せて、２７年度以降に新学部設置を目指すと

ともに、既存学部の学生及び教職員に対する実効的な支援の充実を図るよう求

めるとの意見を提案することを確認した。 

【甲６９、乙９７】 

  オ 同日、大学の評議会が開催され、既存２学部の臨時教授会での審議結果を踏

まえ、現代社会学部の設置申請取下げ及び付帯条件の削除を承認し、２６年度

から既存２学部の学生募集を停止することを決定した。 

【甲１５０】 

  カ 同月２７日、法人の常勤理事会が開催され、評議会での付帯条件の削除の承

認決議を確認し、これをもって理事会承認とし、法人としての最終的な決定と

なった。 

【乙１４３】 

  キ 同月２９日、法人は、現代社会学部設置の認可申請を取り下げた。 

【審査の全趣旨】 

 

 ５ 既存２学部の学生募集停止決定から教職員組合結成までの経緯 

 （１）Ｃ４組合に対する法人の説明 

    同年１０月３日、法人は、Ｂ２１学長と法人本部事務局長であった Ｂ２５

（以下「Ｂ２５法人事務局長」という。）らが出席し、Ｃ４組合と意見交換を行

った。Ｂ２５法人事務局長は、Ｃ４組合に対し、既存２学部の学生募集停止のた

め、学園内での事務職員や初等中等教育教員に配置転換、転職、希望退職などに

より、２８年度末に既存２学部の教員を不在とする方針であることを説明し、

希望退職については、「希望退職に応じた人が有利になるように設計しており、

最期まで残った者が得することはない。」と説明した。 

【乙９８】 

 （２）教員らに対する法人説明会の開催 

    同年１１月２９日、法人は、Ｂ２５法人事務局長らが出席し、 Ｂ２大学 の

教員らを対象とした説明会（以下「２５転退職説明会」という。）を開催した。

２５転退職説明会で、Ｂ２５法人事務局長は、学部の廃止に伴う教員の転退職

の基本的な方針として、「ビジネス学部、情報学部、研究所廃止に伴い、人間教

育学部、保健医療学部に配置できない先生方につきましては、平成２９年３月

３１日までには転退職をお願いします。」と発言し、さらに理事会で決定する前

の人事部案として、①法人内に転退職支援室を設置すること、②法人内での事

務職員や初等中等教育教員への配置換え、③希望退職優遇制度（ただし、定年退

職後再雇用は除く。）などの施策を検討していることを説明した。 



39 

    なお、２５転退職説明会には、組合員らのうち、Ｘ４、Ｘ５、Ｘ６、Ｘ８及び

Ｘ９が出席していた。 

【乙１０８、乙１３７】 

 

 ６ 教職員組合の結成及び公然化 

 （１）教職員組合の結成 

    ２６年２月６日、Ｘ３ら４名の教員は、教職員組合を結成した。 

【審査の全趣旨】 

 （２）教職員組合の公然化 

    同月１３日、教職員組合は、法人に対し、「   Ｘ２組合    結成通告

並びに結成趣意書」と題する文書を送付し、教職員組合を結成したこと及びＸ

３ら４名の教員が教職員組合の組合員であることを通知し、公然化した。 

【乙４６】 

 （３）教職員組合結成後の団体交渉経過 

  ア 同日、教職員組合及び Ａ２組合 は、法人に対し、「要求書」を送付し、「すべ

ての教職員に対する現行の身分保障並びに雇用延長制度等の慣例を含めた待遇

維持をすること。」等を議題とする団体交渉を申し入れた。 

【甲１４１】 

  イ 同年３月６日、教職員組合と法人の間で、団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ

２１学長及びＢ２５法人事務局長らが出席した。 

【甲１５３】 

  ウ 同日、法人は、教職員組合に対し、要求事項に対する「回答書」を文書で提示

した。法人は、教員の身分については、「平成２９年３月３１日までに、事務職

員や初等中等教育教員への配置換えをお願いすることになります。それに応じ

ていただけない場合は退職を勧奨することになります。」と回答した。 

【甲１５２】 

 

 ７ 大学組織の改編 

 （１）研究所の廃止 

    同月３１日、研究所が一旦廃止となり、この時点で研究所に所属していた教 

員らは、新設の人間教育学部及び保健医療学部、既存２学部に配置転換される 

こととなった。組合員らのうち、Ｘ３、Ｘ７、Ｘ８及びＸ９がビジネス学部に、 

Ｘ４及びＸ６が情報学部に異動することとなった。 

【審査の全趣旨】 

 （２）学部改編及び既存２学部の学生募集停止 
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    同年４月１日、 Ｂ２大学 から Ｂ１０大学 に名称が変更となり、新たに

人間教育学部及び保健医療学部が開設され、既存２学部の学生募集は停止され

た。なお、新たに設置された人間教育学部は教員免許取得を主たる目的とする

学部であり、保健医療学部は看護師の国家資格取得を主たる目的とする学部で

ある。 

【審査の全趣旨】 

 （３）学長の交代 

    同日、 Ｂ１０大学 にＢ３学長が就任した。 

【審査の全趣旨】 

 

 ８ あっせん合意までの法人と組合らとの団体交渉の経過 

 （１）２６年度 

  ア ２６．６．２６団交 

  （ア）同年６月１１日、教職員組合及び Ａ２組合 は、法人に対し、「要求書」

を送付し、「すべての教職員に対する現行の身分保障並びに雇用延長制度等の

慣例を含めた待遇維持をすること。」等を議題とする団体交渉を申し入れた。 

【甲１５４】 

  （イ）同月２６日、教職員組合と法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ

８理事長、Ｂ７法人事務局長、法人本部事務局次長兼人事部長であった Ｂ

２６（以下「Ｂ２６法人事務局次長」という。）及び大学事務局長であったＢ

２７（以下「Ｂ２７大学事務局長」という。）らが出席した。団体交渉では、

法人の転退職方針について、Ｂ８理事長が「安易に切り捨てることはしたく

ない。」と発言した上で、転退職方針に関する法人の施策について、教職員組

合に説明する場を設けてほしい旨が述べられた。 

     大学教員としての雇用継続について、当時組合員であったＣ１の「理事会

に責任があるし、学生がいなくなるから籍がなくなるのは困る。研究所など

を作るなど検討してもらいたい。」との要求に対して、Ｂ８理事長は「研究所

というが、採算がとれるのか疑問である。ここは教育機関であることをよく

理解してもらいたい。大学は、研究が生んだことを、教育を通して学生に伝え

ていくところである。研究成果を教育に生かすのが大学である。」と回答した。

また、 Ａ２組合 の書記長であった Ａ３ （以下「Ａ３書記長」という。）

の「新しい学部で生かすことも検討してもらいたい。」との要求に対して、Ｂ

７法人事務局長は「生徒の目線で学部を考えないといけない。」、「赤字では意

味がない。」と回答した。 

     さらに、団体交渉当時、新たな学部の設置検討を行うために法人に設置さ
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れていた高等教育整備拡充委員会について、Ａ３書記長の「整備拡充委員会

の内容を公開してほしい。」との要求に対して、Ｂ７法人事務局長は「噂だけ

が広がるのを懸念する。」、「それは申し訳ないができない。」等と回答した。 

【甲１５６、乙５２】 

  （ウ）同日、法人は、教職員組合に対し、要求事項に対する「回答書」を文書で提

示した。法人は、教員の身分については、「原則平成２８年度末までに転退職

するか、若しくは初等中等教育教員・事務職員への配置転換に応じるかをお

願いすることになります。そのために必要な施策を実施する予定でおります。

施策の内容について説明申し上げたいので、説明の場を設けて頂くよう依頼

します。」と回答した。 

【甲１５５】 

  イ ２６年７月２８日団体交渉（以下「２６．７．２８団交」という。） 

  （ア）同年７月３日、教職員組合及び  Ａ２組合  は、法人に対し、「要求書」を

送付し、「すべての教職員に対する現行の身分保障並びに雇用延長制度等の慣

例を含めた待遇維持をすること。」等を議題とする団体交渉を申し入れた。 

【甲１５７】 

  （イ）同月２５日、法人は、団体交渉に先立ち、教職員組合の要求事項に対する

「回答書」を文書で提示した。法人は、教員の身分については、「平成２６年

度の学生募集停止に伴い、近い将来、ビジネス学部及び情報学部の学生は在

籍しなくなります。また当該学部の教員は、専門性を活かしていただく教育

や研究の仕事が無くなります。そこで、該当教員が、原則平成２８年度末まで

に転退職するか、若しくは初等中等教育教員・事務職員への配置転換に応じ

るかをお願いすることになります。そのために必要な施策を実施する予定で

おります。施策の内容について説明申し上げたいので、説明の場を設けて頂

くよう依頼します。」と回答した。 

【甲１５８】 

  （ウ）同月２８日、教職員組合と法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ

８理事長が体調不良のため欠席し、Ｂ７法人事務局長、Ｂ２６法人事務局次

長及びＢ２７大学事務局長らが出席した。 

     団体交渉では、法人から「学部廃止に伴う教員の転退職制度について（案）」

と題する文書が提示された。同文書について、Ｂ２６法人事務局次長が「ペー

パーの説明をすべてするのか？」と確認したところ、Ｘ３は「我々は反対の立

場なので説明はいいのではないか。参考として我々は見せてもらっていると

いうことである。これをもとに説明会をすると法人から聞いたので、ペーパ

ーを見せてもらうとなった。もう一つの組合に説明するのは別に良いが。」と
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述べた。さらに、Ｂ２６法人事務局次長が、「もう一つの組合に提示した資料

は、こちらの組合にも提示する。」と述べたところ、Ｘ３は「基本方針は我々

は受け入れられない。これをもとにした全学対象の説明会は反対する。もう

一つの組合への提示は別に良い。」と述べた。 

【乙３１】 

  （エ）上記（ウ）の教職員組合に提示された文書の内容は、次のとおりである。 

    「Ⅰ．基本方針 

       平成２８年度末までに、人間教育学部または保健医療学部に配置され

ない教員が転退職を完了するよう、以下の施策を実施する。 

      １．情報学部・ビジネス学部の教員について平成２６年度末の希望退職

を募る。希望退職者については、希望退職優遇制度を適用する。 

      ２．教員が配置転換を希望する場合は、事務職への配置転換について、最

大限努力する。」 

     また、希望退職優遇制度の内容として、①普通退職金に特別退職金として 

２６年度の年収相当額を２．５９倍した金額を加算すること、②法人に設置し 

たキャリア支援室を中心とした支援を継続すること等の記載があった。 

 なお、同文書は、同月１４日に法人からＣ４組合にも提示されている。 

【甲１６０、乙３０】 

  ウ ２６年１２月２５日団体交渉 

  （ア）同年１１月５日、教職員組合及び  Ａ２組合  は、法人に対し、「要求書」

を送付し、「希望退職に応じない全ての教職員に対する現行の身分保障並びに

雇用延長制度等の慣例を含めた待遇維持をすること。」等を議題とする団体交

渉を申し入れた。 

【甲１６１、乙５３】 

  （イ）同年１２月３日、法人は団体交渉に先立ち、教職員組合の要求事項の一部に

対する「回答書」を文書で提示した。法人は、要求書前言については、    

「 Ｙ法人 は、教育機関であり営利企業ではないとしているが、学校教育法

第２条第１項の趣旨は、学校としての永続性を確保する趣旨と解されていま

す。即ち、利潤を追求するものではないとしても、教育機関として永続的に学

校運営をしなければならないということであります。今般、文部科学省より

指導を受けた『帰属収支差額の均衡』を実現できるような経営を求められて

いるという実態をまず教職員全体が認識する必要があります。ビジネス学部

及び情報学部は、学生数の減少に歯止めがかからず、募集停止のやむなきに

至りました。原則平成２８年度には学生が卒業することから、当該先生方は、

専門性を活かす場がなくなります。そこで、専門性を活かすべく新しい活躍
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の場を見つけて頂くよう、学園としても最大限の支援を行っているところで

す。また今回希望退職ならびに事務職等への配置転換の募集も行っています。

学園の意のあるところを、是非ご理解賜りたいと存じます。」と回答した。 

【甲１６２】 

  （ウ）同月１７日、法人は団体交渉に先立ち、教職員組合の要求事項の残る部分に 

対する「回答書」を文書で提示した。このうち、大学教員としての雇用継続に 

ついて、教職員組合は、「８．大学が存続している限り専門性を生かす場を創 

ることを理事会は考えるべきである。なぜ理事会としての当然の責務を放棄 

するのか。たとえば、平成２６年３月まで存在していた地域公共学総合研究所 

のような研究機関の創設、教員組織としての教育センター設置などが考えら 

れるであろう。」と要求したが、これに対して法人は、「法人全体及び大学の帰 

属収支差額は、両者ともに平成１８年度以降連続的に大幅な赤字となってお 

り、経営改善計画を確実に実行し収支バランスの改善に向けた努力が求めら 

れています。特に、大学人件費については、帰属収入に対する人件費の割合は 

平成２１年度より、１１４．２（％）、９１．５（％）、１１７．０（％）、１ 

２６．６（％）、１７２．５（％）と推移しており、全国平均（５年間）４９． 

１（％）とは格段にかけ離れている状況にあり、収入が見込めない研究機関な 

どの設置は非常に厳しいと考えられます。」と回答した。 

【甲１６４、乙５４】 

  （エ）同月２５日、教職員組合と法人との間で団体交渉が開催された。 

【審査の全趣旨】 

 （２）２７年度 

  ア 一般労組への加入 

    ２７年４月２７日、Ｘ３ら４名の教員が、一般労組に個人として加入し、一般

労組 Ｂ１０大学 支部を結成した。 

【審査の全趣旨】 

  イ 一般労組への加入の公然化 

    同日、組合らは、法人に対し、「  Ｘ１組合  への加入通知及び『あっせ

ん』と労働条件に関わっての申し入れ書」と題する文書を送付し、Ｘ３ら４名の

教員の一般労組への加入を公然化した。 

【甲１７１】 

  ウ ２７年６月１５日団体交渉 

  （ア）同年５月２２日、組合らは、法人に対し、「要求書」を送付し、「雇用責任に

ついて」等を議題とする団体交渉を申し入れた。 

【審査の全趣旨】 
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  （イ）同年６月１０日、法人は団体交渉に先立ち、組合らの要求事項に対する「回

答書」を文書で提示した。大学教員としての雇用継続について、組合らは、

「３．③大学が存続している限り専門性を生かす場を創ることを理事会は考

えるべきです。なぜ理事会としての当然の責務を放棄するのか。たとえば、平

成２６年３月まで存続していた『地域公共学総合研究所』のような研究機関

の創設、教員組織をもった研究・教育センターの設置などが考えられるが、見

解を示していただきたいこと。」と要求したが、これに対して法人は、「文部科

学省から、帰属収支の均衡化を求められている現在の学園の財政状況では、

研究機関の設置は困難と考えています。」と回答した。 

【乙１２１】 

  （ウ）同月１５日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ８理

事長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長、Ｂ２６法人事務局次長及びＢ２

７大学事務局長らが出席した。 

     団体交渉では、組合らからＢ８理事長の欠席について質問があり、Ｂ９常

務が「理事長に伝えたが、私をはじめ局長、局次長に全権委任している。理事

長の私が出席しているのと同じである。そのような認識で対応してくれとの

ことである。」と回答した。また、組合らが法人に対して要求していた研究機

関の設置については、Ｂ９常務は、「財務状況は非常に厳しい中、先生方が希

望されている様々なご提案をかなえることは難しい。前回も回答しているが、

収入の伴わない新しい部門を作ることは、学園が抱えている赤字を更に膨ら

ますことになる。」、「帰属収支の均衡化については、保健医療学部、人間教育

学部の設置認可の付帯条件として、文部科学省から中長期計画を立て帰属収

支の均衡化を図るよう文書で通達されている。」等と説明した。さらに、Ｂ９

常務は、「最終的に整理解雇になる可能性は今、否定できない。それは今後の

交渉の中で、決まっていくことである。」とも述べた。 

【乙６３】 

  エ ２７．１０．２３団交 

  （ア）同年１０月１４日、法人は、組合らに対し「申入書」を送付し、２７年度も

前年度と同様に転退職支援を行うため、当該転退職支援を行う経緯や内容等

を組合らに説明したいとして、団体交渉を申し入れた。 

【甲１８０】 

  （イ）同月２０日、組合らは、法人に対し「団体交渉の申入れについて」と題する

文書を送付し、同月２３日に法人から希望退職の条件説明を受けた後に、組

合らの要求事項について団体交渉を申し入れた。 

【甲１８１】 
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  （ウ）同月２３日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ８理

事長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２７大学事務局長らが出

席した。 

     団体交渉の冒頭において、法人から、正式には同月２６日の常勤理事会で

機関決定する予定の案として、「 Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の学

生募集停止に伴う教員の転退職支援に関する説明会」、「平成２７年度 Ｂ２

大学 学生募集停止に伴う教員の転退職支援について（案）」、「転退職支援制

度の必要性について（案）」と題する文書が提示され、希望退職優遇制度につ

いての説明が行われた。なお、希望退職優遇制度の内容は、①普通退職金に特

別退職金として平成２７年度の年収相当額を１．１９４倍した金額を加算す

ること、②事務職員への配置転換を希望する場合は検討すること等である。 

     これらの説明を受けて、Ｘ３は、「希望退職制度については反対しない。」、

「今回に関して、整理解雇とか辞めなければどうするなど、脅迫じみたこと

が全くなければ何の問題もない。」、「我々の希望は、希望退職を希望される方

は何も問題もないが、希望退職を希望しない方に対して圧力を絶対かけない

でほしい。何らかの圧力をかけることは労働条件に反することであると考え

る。この制度の内容については、私達は全く応じるつもりもないし関係のな

い話である。これ以上、議論の必要はない。」等と述べた。 

【甲２３、乙３２、乙３３、乙３４、乙３５】 

  オ 同年１２月１８日、法人は、組合らの同年１１月２４日の団体交渉の申入れ 

   において要求のあった協議・要求事項について「回答書」を文書で提示した。組 

合らの要求事項のうち、「４．直近実施された団体交渉（７月２９日）において 

言及のあった『高等教育整備拡充委員会の答申案』を開示してください。そして、 

高等教育整備拡充委員会及びその傘下の検討チームが行っている最新の議論内 

容について説明してください。これは現下の雇用問題にかかわる重要論点です。」 

との要求に対して、法人は、「答申案は方向性が決まっただけで、内容が多岐に 

わたり今後変更されてゆく可能性もあるので、開示することにより誤った情報 

が外部に流失する恐れがあり差し控えたい。」と回答した。 

【甲１８５】 

  カ ２８年１月２７日団体交渉 

  （ア）２８年１月７日、組合らが、法人に対し「団体交渉の申入れについて」を送

付し、次のとおり研究機関の設置を検討するよう求めて、団体交渉を申し入

れた。 

    「１．既存教員の有効活用の方策として、 Ｂ１０大学 に大学の整備拡充の一 

環として教育・研究センターの設置を要求する。ビジネス学部・情報学部 



46 

の教授会においても複数回協議し、その後有志での検討も重ね、多くの教 

員から賛同を得た案を添付した。 

     ２．再度、 Ｂ１０大学 学長の団体交渉への出席を強く要求する。要求項目 

１の教育・研究センターの設置には、大学の最高責任者たる学長を含めた 

議論の場が必要であり、かつその場において定年後の特任教授たちを含 

めた既存教員の今後の所属をどうするかについて大学の最高責任者たる 

学長自身の考えを聞く必要がある。」 

【甲５２】 

  （イ）上記（ア）には、「教育・研究センター（仮称）設置の提案」と題する文書 

が添付されていた。組合らは、同センターにおいて「 Ｙ法人 の高等教育全体 

の充実および大学としての社会貢献のための研究・教育活動をおこなう。」と 

して、具体的には、人間教育学部及び保健医療学部の学生に対するリメディア 

ル教育、企業向け就職試験対策指導などの就職支援、情報教育や英語教育の充 

実、地域貢献活動、 Ｂ１０大学 の整備拡充構想の側面支援などを担うことを 

提案し、既存２学部に所属する教員らの専門性を充分に生かして、教育・研究 

活動を組織的に行うことが可能になると提案した。 

【甲５１】 

  （ウ）同月２７日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ８理

事長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２６法人事務局次長らが

出席した。 

     団体交渉において、組合らのセンター提案は財務上受け入れられないとし

て、Ｂ９常務は「今、 Ｙ法人 の理事会に文部科学省から求められているの

は、年間１０億のキャッシュアウトと帰属収支差額として２０億の赤字が数

年来続いていることに対して、法人として早く改善する長期計画を立てるよ

うに強く迫られている。」、「学園は、毎年１０億のキャッシュアウトが１０年

近く続いている。教育研究を将来的に維持継続していくために必要な積立金

も既に割り込んでいる厳しい状況にある。（中略）今、研究所を作ることは不

可能である。」等と説明した。また、大学の最高責任者である学長の出席を求

めるとの組合らの要求に対して、Ｂ９常務は「学長の出席については、理事

長、学長を含め話をしているが、我々３人が対応する結論である。従って学長

は出てこない。研究所が大学にとって本当に必要であるなら、まず大学内で

話をするべきである。学長が必要であると判断されれば法人に話がある。今

の法人としては無理な話になる。」と述べた。 

【乙６４】 

 （３）２８年度（あっせん合意まで） 
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  ア ２８年５月１３日団体交渉 

  （ア）同年４月１２日、組合らは、法人に対して団体交渉を申し入れた。 

【審査の全趣旨】 

  （イ）同年５月１３日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側はＢ８

理事長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長、Ｂ２６法人事務局次長及びＢ

２７大学事務局長らが出席した。団体交渉において、Ｘ３が「何度も要求して

いるが、理事長、学長も出席されない。このようなことを続けないよう再度、

理事長、学長の出席を強く求める。」と要求したところ、Ｂ９常務は「教育研

究所のことは、それに熟知した人を出席させるべきとのことであるが、この

組合交渉の場は、教育研究について議論する場でないと私は思っている。教

育研究について協議、審議する場は大学内でそれぞれの立場で行われること

である。」、「まずは大学を通していただきたい。」との回答を行った。 

【乙６５】 

  （ウ）同日、法人は、組合らに対し、要求事項に対する「回答書」を文書で提示し

た。要求事項５のうち、「１．われわれの提案している『教育・研究センター

（仮称）設置の提案』については、回答を文書化して提出すること」との要求

に対しては、法人は、「セグメントごとの黒字化、特に大学においてはキャッ

シュアウトを止めることが喫緊の目標であります。収入を伴わない事業は、

収支の観点から、この目標に合致しないので『教育・研究センター（仮称）』

設置は認められません。」と回答した。 

【乙１２２】 

 

 ９ あっせん申請の経緯 

 （１）２６年度 

  ア ２６年９月１７日、教職員組合は当委員会に対し、「団体交渉事項と団体交渉

経緯を無視して『 Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止に伴

う教員の就業に関する説明会』と称した説明会開催と説明会内容を一方的に２

０１４年４月新設の２学部に移籍する予定教員を除く全教員に押し付けないこ

と。」をあっせん事項とし、あっせんを申請した（平成２６年第６号 Ｂ１０大学  

争議あっせん事件。以下「２６－６あっせん事件」という。）。 

【甲２１】 

  イ 同年１０月２１日、２６－６あっせん事件の第１回あっせんが開催された。

同日時点で、あっせん事項であった説明会は既に実施済みであったことから、

団交での説明をあっせん事項として調整したところ、労使間で文書での質疑応

答を行った上で団体交渉の場で説明を行うことについて、双方が了承したため、
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あっせんを継続し、当事者による直接交渉の状況を見守ることとなった。 

【当委員会に顕著な事実】 

  ウ ２７年３月１３日、教職員組合は、当委員会に対し、①現代社会学部設置申請

取下げにかかる調査報告書の開示、②付帯条件の削除が理事会主導で行われた

と認めること、③高等教育整備拡充委員会において既存教員の最大限活用を積

極的に検討させ、経緯を報告することを新たなあっせん事項とし、あっせんを

再開するよう要望する旨の文書を当委員会に提出した。 

【甲１３５】 

 （２）２７年度 

  ア 同年４月２８日、教職員組合に所属する組合員が一般労組に個人として加入

したことにより、教職員組合は２６－６あっせん事件の申請を取り下げた。 

【当委員会に顕著な事実】 

  イ 同日、一般労組は、２６－６あっせん事件に関する上記９（１）ウに加えて、

既存２学部の学生募集停止に伴う教員の就業に関する説明会を開催し、説明内

容を一方的に押しつけないこと等をあっせん事項とし、当委員会にあっせんを

申請した（平成２７年第１号 Ｂ１０大学 争議あっせん事件。以下「２７－１あ

っせん事件」という。）。 

【甲１７２】 

  ウ 同年５月７日、２７－１あっせん事件の第１回あっせんが開催された。労使

双方からの個別聴取の結果、当委員会は、法人に対して、①組合らからあっせん

当日に提出された文書に対する回答及び②教養課程での継続雇用の余地及び雇

用確保方策に関する検討過程の説明を組合らに対し行うよう求め、あっせんを

継続することとした。 

【当委員会に顕著な事実】 

  エ 同年６月１６日、法人は、２７－１あっせん事件の第２回あっせんに先立ち、

組合らの要求事項に対する「回答書」を文書で送付した。このうち、組合らの

「３．整備拡充委員会において既存教員の最大活用を積極的に検討させ、その

経緯を組合に報告すること」との要求に対しては、「高等教育再編案の中で検討

課題とし、できるだけ情報公開するよう努めます。」と回答した。また、「４．教

養課程での継続雇用の余地及び雇用確保方策に関する検討過程」については、

「人間教育学部及び保健医療学部は原則設置計画に基づき運営する必要があり、

新たな余地は困難と考えます。雇用確保については、昨年度、学園が設置する

初・中等教育機関の教育職への配置転換及び事務職への職種変更に最大限努力

する方針を決定しました。また現在、整備拡充委員会において検討中の高等教

育再編の中で、既存学部の教育職員の活用も検討することはすでに表明してい
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るところであります。」と回答した。 

【甲１７３】 

  オ 同月２５日、２７－１あっせん事件の第２回あっせんが開催された。労使双

方からの個別聴取の結果、当委員会からあっせん案を双方に提示したものの、

双方の主張に乖離が大きく合意には至らなかった。一方で、当事者双方にあっ

せんや団体交渉での解決を希望するとの意向があったことから、あっせんは継

続し、団体交渉で解決の目途が立った段階であっせんを再開することとした。 

【当委員会に顕著な事実】 

  カ ２８年６月２０日、一般労組が、当委員会に対し、①Ｂ８理事長が団体交渉に

出席すること、②既存教員の最大限活用を団体交渉の場で具体化するためにＢ

３学長を団体交渉に出席させること、③教育・研究センター（仮称）設置を早急

に実現すること等をあっせん事項として、２７－１あっせん事件の再開を求め

る旨の文書を提出した。 

【甲３０】 

 

 １０ あっせん合意までの法人の転退職に関する取組経過 

 （１）２６年度 

  ア 転退職に関する基本方針の決定 

    ２６年９月８日、法人は、常勤理事会において、 Ｂ２大学 所属教員に係る

転退職に関する基本方針を次のとおり決定した。 

   「②基本方針 

     人間教育学部または保健医療学部に配置されない教員が、平成２８年度末

までに転退職を完了するよう、以下の施策を実施する。 

    １）ビジネス学部及び情報学部の教員については平成２６年度末付の希望退

職を募る。希望退職者については、希望退職優遇制度を適用する。 

    ２）教員が希望退職優遇制度に応じず配置転換を希望する場合は、事務職等

への配置転換について、最大限努力する。」 

【甲２８、乙７２】 

  イ 転退職に関する説明会の開催 

  （ア）同月１３日、大学の学長室・事務局総務課の Ｂ２８ が、当時教職員組合に 

所属した組合員を含む既存２学部に所属する全教員４９名に対し、「 Ｂ２大 

学 ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止に伴う教員の就業に関する説 

明会」（以下「２６説明会」という。）を同月１９日に開催する旨をメールで連 

絡し、案内文書を教員らのレターケースに配付した。 

【甲２０の１、甲２０の２、乙１７、審査の全趣旨】 
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  （イ）同月１９日、法人は、２６説明会を開催し、「 Ｂ２大学 学生募集停止に

伴う教員の転退職支援について」と題する文書を説明会の出席者全員に配付

し、希望退職優遇制度等について説明を行った。なお、２６説明会には、当時

教職員組合に所属した組合員は出席しておらず、当時教職員組合に加入して

いなかったＸ６及びＸ９が出席していた。 

【乙１８、乙５０】 

  （ウ）同月２５日、法人は、２６説明会の欠席者全員のレターケースに「事務連絡」

と題する文書を配付し、２６説明会で配付した資料について必要な場合は、

法人本部人事部人事課まで申し出るように連絡した。 

【乙１９、審査の全趣旨】 

  ウ 希望退職等の募集の実施 

  （ア）同年１０月１日、転退職の対象教員２８名のうち、法人が教職員組合の組合

員であると認識していたＸ３ら４名の教員及びＣ６を除く、既存２学部に在

籍する２３名の教員に対し、「希望退職等の募集についてのお知らせ」（以下

「２６お知らせ」という。）、「別紙 教員の転退職支援について」、「希望退職

等に係る個別相談について」と題する文書をそれぞれレターケースに配付し

た。 

これらの文書において法人が示した教員の転退職支援の内容は、次のとお

りである。 

「１．支援内容 

（１）平成２６年度末付の希望退職を募ります。希望退職者には、希望退 

  職優遇制度を適用します。 

（２）前記の優遇制度を希望せず学園内で配置転換を希望する場合は、事務

職または初中等教育機関の教育職への配置転換について、最大限努力し

ます。 

２．希望退職優遇制度について 

（１）退職金規程に基づく普通退職金のほかに、特別退職金を支給します。 

   特別退職金は平成２６年度の年収相当額を２．５９倍した額とします。 

   ※年収相当額は本俸、調整手当、扶養手当、住居手当、役職手当及び

賞与を含む額 

（２）希望退職者は、退職後、授業の有無にかかわらず次の（ア）、（イ）２ 

形態から選択し、雇用を継続することもできます。 

     ア 退職後、任期付教員として最長平成２８年度まで雇用を希望する場合 

       （中略） 

     イ 退職後、任期付教員として最長平成３２年度まで雇用を希望する場合 
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       （中略） 

     ３．他の支援 

     （１）キャリア支援室を中心とした支援 

      ① 希望により教員個々の就労移行計画の作成を支援いたします。 

      ② 大学教員等の採用情報を収集し、教員に提供するなどの求職活動に 

協力いたします。 

      ③ 退職に関わる事務手続、その他転退職に附帯する支援を行います。 

     （２）事務職員等への配置転換の検討 

        事務職員等への配置転換を希望する場合、職務内容等についての希

望を聴取のうえ、原則、平成２９年度からの配置転換について最大限

努力します。事務職員等に任命換えされた場合は、その職種に応じた

就業規則、給与規程等の各種規定を適用します。 

なお、希望退職優遇制度は適用されないものとなります。（以下略）」 

【乙２０、乙２１、審査の全趣旨】 

  （イ）同日、上記（ア）の文書を配付したことについて、Ｂ２６法人事務局次長が、

当時教職員組合の執行委員長であったＸ５に対し、メールで連絡を行った。 

【甲２２、審査の全趣旨】 

  （ウ）同年１１月１日、法人は、既存２学部の教員らを対象に、同月２８日までを

募集期間として、希望退職及び事務職員への配置転換の募集を行った。 

【審査の全趣旨】 

  （エ）同年１２月５日、法人は、希望退職等の既応募者と法人が教職員組合の組合

員であると認識していたＸ３ら４名の教員及び当時組合員であったＣ６を除

く、既存２学部に在籍する１３名の教員に対し、「希望退職等の追加募集につ

いてのお知らせ」と題する文書を配付した。 

【乙２３、審査の全趣旨】 

  （オ）同日、上記（エ）の文書を配付したことについて、Ｂ２６法人事務局次長が、

当時教職員組合の執行委員長であったＸ３に対し、メールで連絡を行った。 

【審査の全趣旨】 

  （カ）同月６日、法人は、上記（エ）と同様の既存２学部に在籍する１３名の教員

に対し、同月１２日までを募集期間として、希望退職及び事務職員への配置

転換の追加募集を行った。 

【審査の全趣旨】 

  エ 法人内にキャリア支援室の設置 

    同年４月１日、法人は、教職員の転退職支援の円滑な運営管理を図るととも 

に、利用者の意向等を尊重して、当該利用者の立場に立った適切な転退職支援 
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の提供を確保することを目的として、時限的に法人本部事務局の下にキャリア 

支援室を設置した。キャリア支援室の行う転退職支援の内容は、「(1)就労移行 

支援計画の作成、(2)求職活動支援、(3)退職に関わる事務手続きの支援、(4)前 

各号に掲げる便宜に附帯する支援」とした。 

【乙７５】 

  オ 希望退職等の応募状況 

    ２６年度末には、既存２学部に所属する教員らのうち、２名が他大学への転 

   出を決定し、１４名が希望退職優遇制度により任期付き教員に移行し（ただし、 

うち３名は後に一般企業等へ転出を決定した。）、２名が事務職員への配置転換 

を希望し（ただし、うち１名は後に希望退職優遇制度により任期付き教員に移 

行し、うち１名は他大学への割愛退職を決定した。）、３名が文部科学省のＡＣ 

教員審査を通過して人間教育学部及び保健医療学部に異動することとなった。 

【審査の全趣旨】 

 （２）２７年度 

  ア 転退職に関する基本方針の決定 

    ２７年１０月２６日、法人の常勤理事会において、 Ｂ２大学 所属教員に

係る転退職に関する基本方針を次のとおり決定した。 

   「②基本方針 

      Ｂ１０大学 人間教育学部または保健医療学部に配置されない教員が、

平成２８年度末までに転退職を完了するよう、以下の施策を実施する。 

    (1)  Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の教員に対して、平成２７年度  

末付の希望退職者の追加募集を行う。希望退職者については、希望退職優 

遇制度を適用する。 

(2)配置転換を希望する教員は、事務職等への配置転換について検討する。 

(3)教員が前述の措置を希望しない場合、学園はその他の転退職支援を検討し、

教員の転退職に向けて最大限の努力を行う。ただし、教員が平成２８年度

末の転退職に合意しないとき、最悪の場合は整理解雇もあり得る。」 

【甲２５、乙７３】 

  イ 転退職に関する説明会の開催 

  （ア）同月３０日、法人が、既応募者を除く対象教員１０名に対し、「 Ｂ２大学 

ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止に伴う教員の転退職支援に関す 

る説明会」（以下「２７説明会」という。）をレターケースに配付した。なお、 

配付対象者には、Ｘ３ら４名の教員が含まれていた。 

【乙２４、審査の全趣旨】 

  （イ）同年１１月１３日、法人は、２７説明会を開催し、「平成２７年度 Ｂ２大
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学 学生募集停止に伴う教員の転退職支援について」と題する文書を説明会

出席者に配付し、希望退職優遇制度等について説明を行った。なお、２７説明

会には、当時組合らに所属した組合員は一人も出席していない。 

【乙２５、審査の全趣旨】 

  ウ 希望退職等の募集の実施 

  （ア）同月２０日、Ｘ３ら４名の教員を含む対象教員１０名に対し、法人は「希望

退職等の募集についてのお知らせ」（以下「２７お知らせ」という。）、「別紙 

教員の転退職支援について」、「希望退職等に係る個別相談について」と題す

る文書をそれぞれレターケースに配付した。 

これらの文書において法人が示した教員の転退職支援の内容は、次のとお

りである。 

「２．内容 

（１）平成２７年度末付の希望退職を募ります。希望退職者には、希望退職優

遇制度を適用します。 

（２）前記の優遇制度を希望せず学園内で配置転換を希望する場合は、事務職

または初中等教育機関の教育職への配置転換について、検討します。 

３．希望退職優遇制度について 

（１）退職金規程に基づく普通退職金のほかに、特別退職金を支給します。 

   特別退職金は平成２７年度の年収相当額を１．１９４倍した額としま

す。 

  ※年収相当額は本俸、調整手当、扶養手当、住居手当、役職手当及び賞与

を含む額 

（２）希望退職者は、退職後、授業の有無にかかわらず任期付教員として平 

  成２８年度の１年間に限り雇用を継続することもできます。（中略） 

    ４．事務職員等への配置転換の検討について 

      事務職員等への配置転換を希望する場合、職務内容等についての希望を

聴取のうえ、平成２９年度からの配置転換について検討します。事務職員

等に任命換えされた場合は、その職種に応じた就業規則、給与規程等を適

用します。なお、希望退職優遇制度は適用されないものとなります。 

    ５．他の支援 

      キャリア支援室を中心とした転退職に係る支援を行います。 

      ① 希望により教員個々の就労移行計画の作成を支援いたします。 

      ② 大学教員等の採用情報を収集し、教員に提供するなどの求職活動に

協力いたします。 

      ③ 退職に関わる事務手続、その他転退職に附帯する支援を行います。 
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（以下略）」 

【甲２４、乙２６、乙２７、審査の全趣旨】 

  （イ）法人は、組合らに所属する組合員を含む対象教員１０名を対象に、同年１２

月２７日から２８年１月１５日までを募集期間として、希望退職及び事務職

員への配置転換の募集を行った。 

【審査の全趣旨】 

  （ウ）２７年１２月７日、Ｘ３ら４名の教員を含む対象教員１０名に対し、法人

は、「転退職支援制度の必要性について」、「転退職支援制度に係る個別相談に

ついて」と題する文書をそれぞれレターケースに配付した。 

【乙２８、乙２９、審査の全趣旨】 

  エ 希望退職等の応募状況 

    ２７年度末には、既存２学部に所属する教員のうち、１名が新たに希望退職 

優遇制度による任期付き教員に移行することとなった。 

【審査の全趣旨】 

 （３）２８年度（あっせん合意まで） 

  ア 人件費削減の取組 

  （ア）２８年４月１１日、法人の常勤理事会において、理事８名の役員報酬を１

０％減額し、計８，８００千円の人件費削減を行うことを承認した。 

【甲２２７、乙１４７】 

  （イ）同年５月３０日、法人の理事会において、理事長の役員報酬を２０％減額

し、常勤監事の役員報酬を１０％減額することにより、計４，６００千円の人

件費削減を行うことを決定した。 

【乙１４７】 

  イ 法人内での配置転換の検討 

    同月２５日、法人は、法人が運営する高等学校及び中学校の各校長あてに

「 Ｂ２大学 所属教員の学園内各校への採用協力について（依頼）」と題する

文書を通知し、転退職支援の対象者である教員のうちから、採用試験の応募資

格を満たす者について、中等教育教員への配置転換の申し出があれば、採用選

考において優先的に採用願いたい旨を依頼した。 

【乙６２】 

  ウ 転退職に関する基本方針の決定 

    同月３０日、法人の常勤理事会において、 Ｂ２大学 所属教員に係る転退

職に関する基本方針を次のとおり決定した。 

   「②基本方針 

     新設学部に配置されなかった教員の雇用確保及び平成２８年度末までに転
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退職を完了するよう以下の施策を実施し、最大限の努力を行う。 

    (1)他大学等への転進を支援するため、キャリア支援室を中心とした支援を引

き続き実施する。 

    (2)教員が配置転換を希望する場合は、事務職等への配置転換について検討す

る。 

    (3)新設学部新設学科等への異動を検討する。 

     なお、平成２７年１０月２６日開催の常勤理事会第４号議案『 Ｂ２大学 

学生募集停止に伴う教員の転退職支援に関する件』において、教員が平成 

２８年度末の転退職等に合意しないとき、最悪の場合は整理解雇もあり得る 

ことが確認され承認がなされている。」 

【甲２６、乙７４】 

 

 １１ 法人とＣ４組合との交渉状況 

 （１）団体交渉の実施状況 

  ア 法人とＣ４組合は、２６年９月５日以降、同月１７日、同年１０月１６日、同

年１２月４日の４回にわたり、団体交渉を実施し、希望退職優遇制度などの転

退職支援の詳細な条件について交渉を行った。なお、法人側は、Ｂ８理事長やＢ

３学長はいずれの団体交渉にも出席しておらず、Ｂ７法人事務局長らが交渉担

当者であった。 

【乙８６、乙８７、乙８８、乙８９】 

  イ 同年１２月４日、４回目の団体交渉において、Ｃ４組合から教職員組合と法

人との交渉状況について質問があり、これに対しＢ７法人事務局長が「今、別の

所と交渉をしていますが、相手は今の身分保障を言っている。我々は絶対あり

えないと思っていますが、もしそうなった場合、ここで交渉されている方々に

不利益が出ないような形にしていきたい。理事会のメッセージとしてお伝えし

たい。」と回答した。 

【乙８９】 

 （２）労働協約の締結 

    同日、法人とＣ４組合は、団体交渉で合意した転退職等に関する事項につい

て、次のとおり労働協約を締結した。 

「    Ｙ 法 人    （ 以 下 「 学 園 」 と い う 。） と              

Ｃ４組合      （以下「組合」という。）とは、 Ｂ２大学  

ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止に伴い両学部に所属する組合員の 

転退職支援について、この労働協約（以下「本協約」という。）を締結し、互 

いに誠意をもってこれを遵守することを確約する。 
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 （転退職支援内容） 

 １．学園は、平成２７年３月３１日付の希望退職を募り、希望退職者には希望

退職優遇制度を適用する。 

 ２．学園は、組合員が前記の優遇制度を希望せず学園内で配置転換等を希望す

る場合において、学園内での事務職への職種変更または初中等教育機関の

教育職への配置転換について、最大限努力する。（以下略）」 

【乙７６】 

 

 １２ Ｘ３ら４名の教員による「教育・研究センター（仮称）」設置の提案 

 （１）ビジネス学部教授会における提案 

  ア ２７年７月３日、ビジネス学部定例教授会が開催され、Ｘ３が有志として「研

究・教育センター（仮称）設置の提案」と題する文書を出席者に配付し、意見交

換を行った。 

    意見交換において、当時組合らに加入していなかったＸ８から「このセンタ

ーの設置提案の根底にある考え方について共通認識及び共通理解がないと、現

在の本学の状況を考えれば相当なエネルギーを必要とすると思われる。その覚

悟をもって有志のボランティア・ベースで提案組織の立ち上げを早急に行い、

活動を展開しなければならないのではないか。」、「新規に予算を伴うような組織

を立ち上げることになるので、早期に実績を生むよう活動すべきではないか。」

との意見が述べられた。また、その他の出席者から「この提案については人間教

育学部及び保健医療学部の学部長にも周知される方がよい。」、「教学的な必要性

についてさらに検討した方がよい」などの意見が述べられた。 

【甲２３７の１、第７回審問当事者Ｘ３ １２頁】 

  イ 同年８月７日、ビジネス学部定例教授会が開催され、Ｘ５が有志として「研

究・教育センター（仮称）設置の提案－直近の活動内容について－」と題する文

書を出席者に配付し、直近の活動報告を行うとともに、意見交換を行った。 

【甲２３７の２、審査の全趣旨】 

 （２）設置準備会への参加の呼びかけ 

  ア 同年９月３０日、Ｘ３ら４名の教員は、「教育・研究センター（仮称）設置準

備会への参加の呼びかけ」と題する文書を作成し、「ビジネス学部・情報学部の

教員で構成する Ｂ１０大学 教育・研究センター（仮称）を Ｂ１０大学 に開設

する準備をすすめる。」として、設置趣旨を明らかにし、設置準備会への参加を

呼びかけた。 

【第７回審問当事者Ｘ３ １２頁】 

  イ 同日以降、Ｘ３ら４名の教員は既存２学部の教員らに対し、同文書に署名を
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求める活動を行ったが、本件申立ての審査時点において、申立人らは同文書へ

の賛同者の署名原本については、いずれも紛失している。 

【第８回審問当事者Ｘ３ １４頁】 

  ウ 組合らは、同文書へ署名した賛同者の氏名について、本件申立ての審査の過

程において甲第１１９号証を提示した以外には、法人に提示した事実はない。 

【争いのない事実】 

 

 １３ あっせん合意 

    ２８年７月２６日、２７－１あっせん事件の第３回あっせんが開催された。

労使双方からの個別聴取の結果、当委員会は以下の２項目を内容とするあっせ

ん案を提示したところ、当事者双方はこれに合意し、２７－１あっせん事件は

終結した。 

   「労使双方は、大学教育に携わる者として、教育の充実、発展及び健全な大学経

営に尽力することが肝要であること、そのためにも、労使紛争を早期に終結

する必要があることを自覚し、次の点を踏まえ、速やかに団体交渉を実施す

る。 

    １．労使双方は、今後とも責任と権限を持って協議、回答できる者を選任し 

て、今後の団体交渉を進める。また、互いの主張を真摯に受け止め、早期に 

問題解決が図られるよう努力する。 

    ２．労使双方は、今後の団体交渉において、組合員の雇用継続・転退職等の 

具体的な処遇について、誠実に協議する。」 

【甲１、当委員会に顕著な事実】 

 

 １４ あっせん合意後の労使関係と法人の転退職に関する取組経過 

 （１）組合ら主催のシンポジウム開催 

    あっせん合意当日、組合らは、王寺町において組合ら主催の「 Ｂ１０大学 の

雇用問題を考える」と題するシンポジウムを開催した。組合らは、学内メーリン

グリストを利用して、組合ニュース及びシンポジウムの開催案内を Ｂ１０大学 

の全教職員に告知した。シンポジウムには、Ｘ３ら４名の教員のほかには、当時

組合らに加入していなかったＸ６及びＸ９が参加した。 

【審査の全趣旨、第７回審問当事者Ｘ３ １６頁、第８回審問当事者Ｘ６ ３２頁】 

 （２）事務職員への配置転換の募集のお知らせ配付 

  ア 同年８月３日、法人は、当時組合らに所属した組合員を含む既存２学部の対

象教員に対し、次のとおりの内容の２８お知らせを個別に配付した。なお、２８

お知らせの配付に際して、法人は組合らに事前の連絡や相談を行わなかった。 



58 

   「 Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部は、平成２６年度から学生募集を停

止したことにより、両学部の在籍生全員が卒業するとともに学部を廃止する

こととなります。  Ｙ法人   では、両学部に所属する先生方の学園内

での雇用確保のため、平成２６年度及び同２７年度に実施しました転退職支

援制度と同様に、本年度も事務職員への配置転換の募集を実施することを決

定しましたので、お知らせいたします。 

    １．募集対象者 

      ビジネス学部及び情報学部所属の教員 

      但し、次の当該者は除きます。 

      ・平成２８年度末に定年を迎える者 

      ・定年後再雇用された者 

      ・任期付教員 

      ・年金給料表適用者 

    ２．募集期間 

      平成２８年９月１日から平成２８年９月３０日まで 

    ３．内容 

      学園内の事務職員への配置転換を希望される場合は、職務内容等につい

て当該者の希望を聴取のうえ、平成２９年度からの配置転換について検討

します。 

      事務職員に配置転換した時の雇用条件は、給与を事務職員として再決定

し、就業規則も事務職員として適用します。（中略） 

     ※配置転換以外の支援 

      転退職を希望される場合には、キャリア支援室を中心とした転退職に係

る支援を行います。なお、事務職員への配置転換を希望された場合も配置

転換となる前日までは、キャリア支援室の支援を受けることができます。

（以下略）」 

【甲２、審査の全趣旨】 

  イ 同年９月１日から同月３０日までを募集期間として事務職員への配置転換の 

募集が行われ、１名の応募があった。 

【審査の全趣旨】 

 （３）２８．８．３１団交 

  ア 同年８月５日、法人が組合らに対して、あっせん案に基づき、組合員の雇用継

続・転退職等の具体的な処遇について、貴組合と協議を行いたいとして、団体交

渉を申し入れた。 

【乙２】 
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  イ 同月１０日、組合らが法人に対して、「団体交渉申入れへの回答」と題する文

書を送付し、団体交渉を同月３１日に開催することを回答するとともに、①法

人の申入れ趣旨及び議題を事前に明らかにすること、②これ以降は文書や資料

をもって丁寧に説明することを法人に求めた。 

【乙３】 

  ウ 同月２４日、法人が組合らに対して、団体交渉の趣旨及び議題を次のとおり

示して、再度団体交渉を申し入れた。 

   「趣旨 奈良県労働委員会のあっせん案（平成２８年７月２６日）を受け、組合

員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇について説明、協議し、早期に

この問題の解決を図りたい。 

    議題 １．財政状況（平成２７年度決算を含む）について 

       ２．平成２８年度転退職支援制度について（事務職員への配置転換の

募集） 

       ３．教育・研究センター（仮称）設置について（別紙回答書）」 

【甲９、乙４】 

  エ 上記ウには、別紙「教育・研究センター（仮称）設置要求に対する回答」と 

題する文書が添付されており、法人がセンター提案を認められない理由として、 

次のとおりの記載があった。 

   「１．学園大学の教育研究活動のキャッシュフローが平成１７年度から１１期

連続の赤字（学園全体は、平成１９年度から９期連続）。 

    ２．学園大学の帰属収支差額（基本金繰入前当年度収支差額）は平成１５年度

から１３期連続の赤字（学園全体では平成１８年度から１０期連続）。 

    ３．文部科学省からは、『帰属収支差額の均衡化』を求められ、またセグメン

トごとの黒字化を求められている。 

    ４．経営の健全化、経営基盤の安定化のために更なる経費節減が必要。 

    ５．特に人件費比率（学園全体８０．１％（全国平均５０．９％）学園大学１

１７．２％（全国平均４８．９％））が異常に高い。 

    ６．人間教育、保健医療両学部の経営だけでも厳しく、第３の学部を見送った

状況で、収入を伴わない当該センターの設置は、上記３．の方向性に逆行

する。 

    ７．上記３．の方向性に逆行する経営改善計画は文科省が承認しない可能性

がある。最悪の場合、指導が入る恐れもある。 

     なお、本件は教学に関する問題なので、基本的には大学教学マターと考え 

ます。学長も当該センター設置について、現状では困難との判断に立ってお 

られます。」 
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【甲３、乙４】 

  オ 同月３１日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側は、Ｂ８理事

長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長、Ｂ２６法人事務局次長及び財務部長

であった Ｂ２９ （以下「Ｂ２９部長」という。）らが出席した。団体交渉冒頭

において、Ｂ２９部長が「財務状況説明にかかるレジュメ」と題する資料に基づ

き、学校法人会計基準改正、私学事業団経営判断指標、学園全体及び大学の財務

状況（文部科学省からの指導状況を含む。）についての説明を行った。 

続いて、法人は、２８お知らせに基づき、事務職員への配置転換の募集につい

ての説明を行った。２８お知らせの教員らへの配付方法について、当時組合員で

あったＣ１から「組合への通知もなく勝手に行って良いのか。」、「一方的にレタ

ーケースに入れ、それが誠実なのか。」との疑義が示され、これに対し、Ｂ９常

務は「我々からすればこの募集は、組合の先生方だけの話でない。組合以外の先

生方もおられる訳である。その方々と接点を持つためには、このような形でしか

中々できない。」との説明を行い、さらに「この募集が組合にとって不利益だと

は考えていない。また、強制的なものでもなく、希望されなかった先生の意思は

尊重される訳である。先生方にとって不利益であるとは思えない。」と述べた。 

    さらに、組合らのセンター提案に対する法人の回答ついて、Ａ３書記長が「教

学マターと書かれている。学長に出て来てもらわないと無理な話である。」、「雇

用に係わることでもあり、団体交渉の議題に出している。」等団体交渉へのＢ３

学長の出席を求めたところ、Ｂ９常務は「大学内で議論すべきことであり、組合

と学長が話することではなく。」、「教育・研究センターについては、学長がここ

に出席されても答えは同じである。」と回答した。 

【甲１２、乙５、乙４５】 

 （４）２８．１０．１２団交 

  ア 同年９月１３日、法人が組合らに対し、「団体交渉の候補日について」と題す

る文書を送付し、団交開催候補日を法人に提示するよう求めた。 

【乙６】 

  イ 同月２３日、組合らが法人に対し、「団体交渉の申入れについて」と題する文

書を送付し、「『教育・研究センター（仮称）』設置について教学面について交渉

おこなうために学長の出席を求めます。」など７項目の要求事項について団交を

申し入れた。 

【乙７】 

  ウ 同日、組合らは法人に対し、「『事務職員への配置転換の募集についてのお知

らせ』（８月３日付の理事長名文書）の一方的配付に対する抗議」と題する文書

を送付し、２８お知らせ配付はあっせん案に違反する旨を抗議した。 
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【甲１８６、乙８】 

  エ 同月３０日、法人が組合らに対し、同年１０月１２日に団体交渉を開催する

旨回答した。 

【乙９】 

  オ 同年１０月１２日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側はＢ

８理事長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２６法人事務局次長ら

が出席した。 

    事務職員への配置転換については、Ａ３書記長が「事務職員で雇っても人件

費の総額は変わらないのではないか。」と質問し、Ｂ９常務は「人件費削減、赤

字の縮小ということであれば、事務職員への配置転換はある意味、矛盾するこ

とは指摘通りである。前回、人事部長が申し上げたように、先生方を受け入れた

場合、期限付きの事務職員の方々の雇用を見直すことによって、全体として人

件費を下げることができる。先生方の意に沿わないことは本来したくない。強

制ではなく、先生方が希望されればということで提示している。」と回答した。 

組合らのセンター提案にかかる教学面の交渉のために学長の団交出席を求め

るとの要求事項について、Ｂ９常務は、「『教育・研究センター（仮称）』設置は

現在の財務状況では、設置不可能との判断を学長も下しておられ、そのことは本

年５月１３日開催の企画運営会議においても学長の考えを話されている。また、

我々とも意見交換をした。現在ＡＣの期間中であり大学の組織変更を行うこと

は様々な届出が必要になり、財務上の問題、あるいは設置の教学的な趣旨等を考

えると、今の状況では設置する話は進められないとはっきり学長もいわれてい

た。学長もこのような判断をされ、理事会としても同様の考えである。学長がこ

の場に出席し、話されることは立場上あり得ない。」と回答した。 

さらに、Ｂ９常務は組合らに対し、「教育研究センターについては設置できな

いと既に回答している。それ以外の提案であれば、我々は検討させていただく。」、

「教育研究センターに投資をし、収入を得られることを示していただけるので

あれば、検討する余地はある。」と述べた。センター提案の収入見込みについて、

Ｘ３は「新しい学部を作るのに協力すると言っている。申請が通ればどれだけ大

きな収入になるかははっきりしている。」と回答した。 

また、組合らは、団体交渉中に「８月１０日付の書面において、特任教授の来

年度の契約は行わず、退職願を提出するよう通知があった。また、この特任教授

の先生方は組合員である。」と要求事項を追加し、定年退職後再雇用の教員に対

する本件雇止めについて、Ｘ８ら２名の組合員の氏名を明らかにしないまま、法

人に対し協議を求めた。これに対し、Ｂ９常務は、本件雇止めが再雇用規程に基

づくものであることを説明した上で、「協議はできない。」、「交渉事項にはできな
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い。規程に基づいたことである。」、「はっきり言い切ることが誠実であると思っ

ている。」等述べた。 

【甲１５、乙１１】 

  カ 同日、法人は、組合らに対し、要求事項に対する「回答書」を文書で提示した。 

    組合らの「新学部の創設を視野に入れた」センター提案との要求に対しては、

法人は、「『収支の均衡を前提とした中長期的な財政計画の策定・実行』のため

に、新学部の創設は経営改善計画で検討課題としていますが、具体的な構想が

まだない状況で、これを視野に入れたセンター設置の検討は現実的でないと考

えます。（中略）ご提案のように、教育・研究センターの設置による教育研究経

費の充実は、これによる収入が見込めないうえ、むしろ他の支出が増え、人件費

も削減できず、大学と学園全体の財政を圧迫し、赤字増大につながり、結果的に

帰属収支差額の均衡化を求められている本学園の現状にそぐわないものと考え

ます。」と回答した。 

【乙１０】 

 （５）法人内における配置転換の検討 

    同年９月２６日、法人の人事制度検討委員会が開催され、Ｂ８理事長が法人

設置各校長らに対し、「 Ｂ２大学 学生募集停止に伴う教員の転退職支援に関

して、高等学校以下の教員への採用についてお願いしたい。現在１０名の教員

の就職先が未定の状態である。事務職への配置転換を募集したが、応募はなか

った。教員免許の件それぞれの学校の事情もあるので、高等学校以下の学校で

これらの教員の受け入れが可能であれば、人事部と連絡を取り合って進めてい

ただきたい。」との依頼を行った。 

【乙８５】 

 （６）退職勧奨の実施決定及び組合らに対する通知 

  ア 同年１０月２４日、法人は、常勤理事会において、「 Ｂ２大学 所属教員に

係る退職勧奨の実施に関する件」について審議が行われ、Ｘ３ら４名の教員と、

当時組合らに加入していなかったＸ６、組合員ではなかったＣ６、Ｃ２、Ｃ３の

計８名に対して、同年１１月１日から同月３０日までを退職勧奨期間として、

平成２８年度末での退職を勧奨することを承認した。この決定の際、退職勧奨

を行う理由として、次のとおり説明が行われた。 

「①赤字部門の閉鎖（募集停止）による余剰人員である。 

②大学教員としての専門性を生かす場が大学内には無く、大学以外の部門で

もその場はない。いわゆるノーワーク（ノーペイ）の状態になることである。 

③財政状況である。Ｈ２７年度決算においても大学、学園全体でも実質的な資

金の流失が続き、基本金組入前当年度収支差額（帰属収支差額）の赤字も解



63 

消されなかった。またＨ２８年９月末現在の現預金・有価証券残高は、前期

比△５３５百万円で、Ｈ２８年度予算は年間△１，０９３百万円であること

から、依然、資金の流失と基本金組入前当年度収支差額の赤字が続く状況で

ある。さらに、第２期経営改善計画（Ｈ２８年度～Ｈ３２年度）は、当該両

学部の教員人件費をないものとして計算したものであるが、計画の最終年

度である平成３２年度における資金収支は、大学で４億４百万円の赤字で

あり、学園全体でも、黒字化はできず６千９百万円の赤字、基本金組入前当

年度収支差額では、大学で８億６千７百万の赤字、学園全体で１１億５千５

百万の赤字である。」 

【甲４、甲５】 

  イ 同年１０月２８日、法人が組合らに対し、「別紙 ご連絡」と題する文書を送

付し、同月２４日の常勤理事会において既存２学部所属教員の退職勧奨の実施

について審議・承認されたことを連絡するとともに、整理解雇回避のために当

時組合らに所属した組合員に個別の退職勧奨や意見交換を行うことの可否につ

いて検討するよう依頼した。 

【甲６、乙１３】 

  ウ 同年１１月４日、組合らは法人に対し、「あっせん合意事項違反についての抗

議と説明を求める申し入れ １０月２４日常勤理事会における雇用についての

審議・承認内容」と題する文書を送付し、常勤理事会において退職勧奨の実施を

承認したことはあっせん合意違反である旨の抗議を行った。 

【甲１８９】 

  エ 法人は、組合らに所属した組合員でない者に対してのみ、退職勧奨を実施し

た。 

【審査の全趣旨、第４回審問証人Ｂ７ ３３頁】 

 （７）２８．１１．１６団交 

  ア 同年１０月２６日、組合らは法人に対し、「団体交渉の申入れについて」と題

する文書を送付し、「６．『教育・研究センターは文部科学省が認めない』といっ

た趣旨の発言が学長からありましたが、文部科学省に問い合わせを行った上で

の発言なのか否か、について説明してください。（以下略）」など８項目の要求事

項について団体交渉を申し入れた。 

【乙１２】 

  イ 同年１１月４日、法人は組合らに対し、「ご連絡」と題する文書を送付し、同

年１０月２６日の組合らの団体交渉申入れに対して、「『教育・研究センター』

（仮称）の設置以外に、組合員の雇用継続に係る具体策の要求事項がございま

せんので、貴組合として新たな具体策の提案がないということでよろしいでし
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ょうか。もし何らかのご提案があれば、次回団交の１１月１６日までにお申し

出いただきたく、再度お願いします。」との依頼を行った。さらに、同文書には

「学園としては、退職勧奨が常勤理事会で承認されましたので、雇用継続の具

体策についての交渉は、そろそろ最終段階に入ったかと認識しております。」と

の記載があった。 

【甲７】 

  ウ 同年１１月１０日、組合らは法人に対し、「理事長名での『ご連絡』文書（１

１月４日）に対する抗議と説明を求める申し入れ」と題する文書を送付し、セン

ター提案に対する法人の回答には納得していないこと、組合らではなく法人が

雇用継続策を提案すべきと考えることを主張した。また、法人の「雇用継続の具

体策についての交渉は、そろそろ最終段階に入ったかと認識しております。」と

の文言について、組合らは「全く交渉が進展しない中、なにをもって最終段階と

いっているのか不明です。」として抗議した。 

【甲１９１の１、乙１４】 

  エ 同日、組合らは法人に対し、「６５歳以上特任教授（組合員）の雇用について

の組合との交渉拒否回答の撤回と謝罪及び説明を求める申し入れ」と題する文

書を送付し、該当する組合員がＸ８ら２名の組合員であることを明示して、団

体交渉に応じるよう求めた。 

【甲１９１の２、乙４７】 

  オ 同月１６日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側はＢ８理事

長が欠席し、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２６法人事務局次長らが出席

した。 

    団体交渉では、大学教員としての雇用継続について、Ａ３書記長が「人間教

育、保健医療学部で授業ができるか検討されたのか。」と質問したところ、Ｂ９

常務は「今、大学で基準を作り適合するか検討している。」と回答し、Ｂ２６法

人事務局次長は「以前から各学部において研究業績も確認され検討が始められ

ている。」と回答した。 

    組合らのセンター提案について、Ａ３書記長が、文部科学省の担当者に確認

したところ、センター設置は文部科学省の認可事項ではなく、私学の場合はセ

ンター設置は法人の自由であるとして追及したのに対して、Ｂ９常務は「文部

科学省は一般論としていっている。大学はＡＣ期間中でもあり、 Ｙ法人は 文

部科学省から、帰属収支の改善を前提とした中長期計画を立てるよう指導を受

けている。それに対して我々は帰属収支の均衡化を最終目標として経営改善計

画を作っている。それに反するような施策を行うことは、文部科学省が指導し

ていることと反すると判断されるように思う。」、「それは我々理事会としての判
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断であって文部科学省の判断ではない。文部科学省は設置を認められないだろ

うとの我々の判断である。」、「我々は文部科学省には確認はしていないが、帰属

収支の均衡化を文書で突き付けられ、それに向け経営改善計画を策定すること

になっている。それに反する施策を行えば、当然、文部科学省としてもおかしな

話になる。」と回答した。 

    また、組合らのセンター提案について、Ｂ９常務は「他に良いプランがあれば

提案してほしい。検討に値するものであれば検討したいということである。」、

「教育研究センターの収入が見込める具体的な資料を出していただければ、

我々も検討する。今は見込みだけの話であり、受け入れることはできない。」と

回答した。Ｘ３は、「それは今から議論しましょうといっている。もっと詳しい

案を出しますから、前向きに議論しようといっている。」と述べた。 

    事務職員への配置転換については、当時組合員であったＣ１が「事務職に配

置転換することで、経営改善計画より赤字が増えるのでないか。」と質問し、Ｂ

９常務が「教育研究センターを設置する費用より増えない。」と回答し、Ｂ２６

法人事務局次長が「事務職に配置転換することも想定している。年度途中の退

職や平成２７年度末の退職者の補充はしていない。そのような形で人件費を膨

らまないよう対応している。本来、経営改善計画では、平成２９年度から今の事

務職の年齢構成が平均４８、４９歳になる。当然、５年後には５５代前後にな

る。平成２９年度からは、３０代、２０代各１名ずつ補充していく計画を立てて

いた。しかし、この件があるので平成２９年度の採用もストップしている。」と

回答した。 

    Ｘ８ら２名の組合員に対する本件雇止めについては、「退職勧奨」であるか「雇

止め」であるか争いがあったが、Ｂ２６法人事務局次長が「組合員の先生である

ので当然、申入れがあれば団交に応じる。」と述べ、協議が行われた。協議の中

で、法人と組合らは、他の特任教授にも全員に本件雇止めの通知を出したこと、

そのうちの２人がＸ８ら２名の組合員であったこと、組合員だけを狙い撃ちに

していないことなどの確認を行った。 

【甲１９、乙１６】 

  カ 同日、団体交渉において、法人は組合らに対し、要求事項に対する「回答書」

を文書で提示した。組合らの「『教育・研究センターは文部科学省が認めない』

といった趣旨の発言が学長からありましたが、文部科学省に問い合わせを行っ

た上での発言なのか否か、について説明してください。（以下略）」との要求に対

して、法人は「文部科学省に聞くまでもなく、文部科学省の大学機構改革等に詳

しい学長の的を射た論であります。」と回答した。 

【乙１５】 
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 （８）法人の経費削減の取組み 

   同年１０月２４日、常勤理事会において、２９年度予算編成方針が審議され、資 

金収支の早期黒字化に向けて、「経営改善計画」に基づき、業務予算計上額から高

等教育部門及び法人は５％の削減率を設定することが決定された。 

【乙７５】 

 

 １５ 本件雇止め通知の状況 

 （１）２８年８月１０日付け「定年退職後再雇用期間満了通知書」（以下「本件雇止

め通知」という。） 

  ア 同年８月１０日、法人はＸ８ら２名の組合員に対し、本件雇止め通知を送付

し、次のとおりの理由を示し、２９年３月末日をもって２８年度の再雇用期間

が満了し、その後の再雇用を行わないことを通知した。 

   「貴殿には先の学長懇談会におきまして、ビジネス学部及び情報学部の学生が

次年度、高年次生として在籍する場合の両学部の教員組織体制について、学

長から説明がなされたことと存じます。また、ビジネス学部及び情報学部の

学生の大半が平成２９年３月末日までに卒業すること、及び逼迫した学園の

財務の状況等からすれば、貴殿から平成２９年度再雇用の希望の申し出がご

ざいましても、法人としては本学園定年退職者再雇用制度に関する規程第４

条第４項第１号に規定する『大学又は短期大学部における教育活動に特に必

要であると法人が認める』ことはできないと判断いたしました。 

     つきましては、本年度末での雇用期間満了による『退職届（様式２）」』を平

成２８年９月１５日までに所属長を経てご提出くださいますようお願いいた

します。」 

【甲８１、甲８２、乙１４５の１、乙１４５の２】 

  イ 上記アの本件雇止め通知において、退職届の提出を求めているが、これは退 

職する教員との紛争が発生しないように確認しておくという意図で、法人で慣 

例的に行ってきたものである。 

【第４回審問証人Ｂ７ ３６頁】 

  ウ 同日、法人は、Ｘ８ら２名の組合員と同様に定年退職後再雇用契約中であっ 

た、 Ｃ１３特任教授（以下「Ｃ１３」という。）及び Ｃ１４特任教授（以下 

「Ｃ１４」といい、Ｃ１３と併せて「Ｃ１３ら」という。）にも同一内容の本件 

雇止め通知を送付した。 

【乙１１３、第５回審問証人Ｂ７ ３８頁】 

 （２）Ｘ９による本件雇止め通知に対する異議申立て 

    同月２９日、当時組合らに加入していなかったＸ９は、個人として、Ｂ７法人
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事務局長あてに「質問並びに申し入れ書」と題する文書を送付し、雇用期間満了

と判断されることについて納得できないことを法人に申し入れた。なお、同文

書において、組合らとＸ９の関係について記述はなかった。 

【甲２３９】 

 

 １６ 平２８不２事件申立て 

    同年１１月２９日、一般労組は当委員会に対し、平２８不２事件の申立てを

行った。 

【審査の全趣旨】 

 

 １７ 平２８不２事件申立て後の労使関係 

 （１）Ｘ６及びＸ７の公然化 

  ア 同年１２月３日、Ｘ６は、Ｂ２６法人事務局次長に対し、雇用問題に関する意

見交換の日程調整の依頼について、自身の雇用問題については教職員組合に任

せている旨のメールを送付した。 

【乙４８の２】 

  イ 同月６日、組合らが法人に対し、「組合員に対する個別の退職勧奨についての

抗議および謝罪を求める申し入れ」と題する文書を送付し、同月２日にＢ９常

務からＸ７が退職勧奨を受けたことについて抗議した。 

【甲１９４、乙４９】 

 （２）あっせん申請の経過 

  ア 同月５日、一般労組は、①組合員の大学教員としての雇用を守ること、②理事

長と学長が団体交渉に出席することをあっせん事項とし、当委員会にあっせん

を申請した（平成２８年第５号 Ｂ１０大学 争議あっせん事件。以下「２８－５

あっせん事件」という。）。 

【当委員会に顕著な事実】 

  イ ２９年１月１８日、２８－５あっせん事件の第１回あっせんが開催された。

あっせんでは、法人から事務職員への配置転換について再度提案する旨が述べ

られたが、組合らはこれを拒否し、あっせんは打切りとなった。 

【当委員会に顕著な事実】 

 （３）２９年１月２０日団体交渉 

  ア ２８年１２月６日、組合らは法人に対し、団体交渉を申し入れた。 

【審査の全趣旨】 

  イ 同月２７日、法人は、団体交渉に先立ち、組合らの要求事項に対する「回答

書」を文書で提示した。 
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    法人は、組合らの要求事項のうち、「学長には『教育・研究センター（仮称）』

設置を含めた教学面について交渉をおこなうために出席を強く求める。」につい

ては、「学長は出席しません。」と回答した。 

    また、２８．８．３１団交での補足説明として、大学教員ではなく、事務職員

としての雇用継続の理由を次のとおり回答した。 

   「・教育職員としての専門性を活かす学部が無くなる。 

    ・教育職員の職務は主として教育と研究であり、教育があっての研究である。

学生がいなくなり、教員として過員が生じる中で、教員として雇用を継続す

ることはできない。 

    ・事務職としての貢献の方が、より全学的に柔軟（専攻分野の教育研究を行わ

なければならない教員と異なり、事務職には幅広い職種がある。例えば、総

務・企画、人事、財務のような管理業務から広報、教務、学生の福利厚生等）

に、かつ組織的な貢献が可能である。 

    ・人件費削減効果から見れば、事務職としての給与を適用するので、給与額で

平均約３割減となる。その額はＨ２９年度単年度比較でも人件費として、

１０名合計約３１，３００，０００円の削減となる。その他に、不確定では

あるが、退職金でも約１１５，０００，０００円の削減の計算となる。」 

【甲１３９、乙５１】 

  ウ ２９年１月１０日、組合らは、法人に対し「団体交渉の追加と回答書の不備に

ついて」と題する書面を送付した。 

【審査の全趣旨】 

  エ 同月１６日、法人は、団体交渉に先立ち、組合らの追加要求事項に対する「回

答書」を文書で提示した。 

    法人は、組合らの要求事項のうち、「なぜ理事長や学長が出席できないのか理

由を明確にされたい。」に対しては、法人は、「使用者側の誰が団交に出席するか

は、使用者側の判断事項であり、貴方との団体交渉において適切と思料される

者を出席者とさせていただいております。なお、次回（１月２０日）団交には、

理事長の出席を検討しています。」と回答した。 

【乙６６】 

  オ 同月２０日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側はＢ８理事

長、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２６法人事務局次長らが出席した。 

    団体交渉では、Ｂ８理事長が、「やはり退職をせざるを得ない状況が今生まれ

てきている。私どもの就業規則第２３条第１項第６号に基づき、解雇せざるを

得ないことを理事会等でお諮りせざるを得ない最悪の事態に差し迫っている。」

と発言した。 
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    さらに、組合らのセンター提案について、Ｂ８理事長は「教学の中身である。

我々がかまうよりも大学で決めていただければよい。」、「大学マターで学長にお

任せし、結果的に設置しないことになった。」、「教育研究センターの中身をこの

場で議論することでないと思う。教学の中身まで立ち入る気はない。団交の場

でなく、大学で必要とするならば収益のことを含めて大学内で議論すればよい。」

と発言した。 

【乙６１】 

 （４）法人の経費削減の取組み 

    同日、法人の常勤理事会において、既存２学部の廃止により事業が縮小とな

ることに伴い、法人の組織に所属する事務職員を対象とした希望退職優遇制度

を実施し、同年３月末での退職者を募集することを決定した。 

【乙７５】 

 （５）本件解雇の理事会決定及び解雇予告通知 

  ア 理事会での解雇決定 

    同年１月３１日、法人の理事会において「 Ｂ２大学 所属教員の解雇に関

する件」及び「 Ｂ２大学 所属の有期雇用教員の解雇について」が上程され

た。その提案趣旨としては、以下のとおり説明され、審議の結果、Ｘ３ら５名の

組合員と当時組合員であったＣ１、組合員ではなかったＣ２らを解雇すること

が決定された。 

「①趣旨 

平成２６年度の Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止に

伴い、両学部所属教員については、２８年度末に転退職を完了するという基本

方針に沿って、２６年度から希望退職優遇制度、事務職員への配置転換、中等

教育の教育教員への優先的採用を学園内各校所属長に協力依頼、転退職を支

援するキャリア支援室の設置、両学部から人間教育学部及び保健医療学部へ

の異動等の各施策で教員の転退職に向けて最大限の努力を行ってきた。また、

平成２８年１０月２４日付常勤理事会の決議を経て、退職勧奨を実施した。し

かし、対象教員のうち８名については、未だ転退職等に合意してない状況であ

る。 

Ｘ２組合    からは、『教育・研究センター（仮称）』を設置し、

両学部所属教員の雇用を確保する案が上がっているが、学園の財務状況に鑑

みて、収支の観点から認め難く、１ 平成２６年度の学生募集停止により、来

年度留年見込の学生６名程度を除いて両学部の学生が不在となり、次の教員

は過員と言わざるを得ないこと、２ 大学教員としての専門性を生かす場が

大学内には無く、上記解雇回避の措置にも応じなかったこと、３ 学園の財務
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状況から過員の教員を雇用する余裕がないこと、これらのことから、  Ｙ法

人   就業規則第２３条第１項第６号の規定に基づき、次の教員に平成２

８年度末での解雇を通知したく審議願いたい。」 

【乙５５】 

  イ 解雇予告通知書の送付 

    同年２月１日、法人は、Ｘ３ら５名の組合員と当時組合員であったＣ１、組合

員ではなかったＣ２らに対して、「解雇予告通知書」（以下「本件解雇通知」とい

う。）を送付した。同通知には、以下のとおりの解雇事由が記載されていた。 

   「解雇事由 平成２６年度の Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の学生募

集停止により、来年度留年見込の学生６名程度を除いて両学部の学生が不在

となり、貴殿は過員と言わざるを得ないこと及び大学教員としての専門性を

生かす場が大学内には無く、学園の財務状況から過員の教員を雇用する余裕

が無いことによるため。」 

【甲２７、乙７７～８４】 

 （６）２９年３月６日団体交渉 

    ２９年３月６日、組合らと法人との間で団体交渉が開催され、法人側はＢ９

常務、Ｂ７法人事務局長及びＢ２６法人事務局次長らが出席した。 

    団体交渉では、法人から理事会での解雇決定について説明し、さらに組合ら

のセンター提案について、Ｂ９常務は「我々のスタンスは、研究所の設置につい

ては教学の中身である。大学の中でその必要性を検討し、大学として必要とな

れば法人として常勤理事会等で検討することになる。」と発言した。さらに、Ｂ

９常務は、センター提案と文部科学省の指導に関しては、「私学が研究センター

を設置することは自主的な判断で行うことができることも間違いないと私も認

識している。学長がいわれた背景には、ＡＣ期間中であり、大学組織を改編する

時には、事前に文科省に相談しなければならない大原則があるので、そのよう

なことをおっしゃった。確かに認可までは必要ないが、無条件で設置できる話

ではない。もう一つは、作るのは自由であるが作ることが学校全体の経営状況

にどのような影響があるかも当然、考えなければならない。今、  Ｙ法人   

は帰属収支差額の均衡化に向けた経営改善計画を立て、経営基盤の安定を図る

ことが求められている。文科省に言われる前に当然、法人として赤字体質を改

善しなければならない。その中で、このような研究所が今、必要かどうかの判断

に立たされ、このような判断をされた。」と説明した。 

【乙１１９】 

 （７）本件解雇通知に対するＣ２の異議申立て 

    同月２７日、組合らに所属する組合員と同時に、法人から本件解雇通知を送
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付されていたＣ２が、法人に対し、本件解雇は解雇権の濫用にあたり無効であ

り、撤回を求める旨の内容証明郵便を送付した。なお、同文書にはＣ２と組合ら

との関係については何も記載されていなかった。 

【乙１２４】 

 

 １８ 本件解雇及び本件雇止め 

 （１）本件解雇 

    同月３１日、Ｘ３ら５名の組合員と当時組合員であったＣ１、組合員ではな

かったＣ２らの計８名が解雇となった。 

【審査の全趣旨】 

 （２）本件雇止め 

    同日、Ｘ８ら２名の組合員と組合員ではなかったＣ１３らの計４名が、再雇

用規程に定める契約更新の回数または年齢の上限に達する前に定年退職後再雇

用契約の雇止めとなった。 

【審査の全趣旨】 

 

 １９ 平２９不２事件申立て 

   同年４月１３日、申立人らは、当委員会に対し、平２９不２事件の申立てを行

った。 

【審査の全趣旨】 

 

 ２０ 過去の労使関係 

 （１）２６年度及び２７年度 

  ア 組合員Ｃ６に対する脱退勧奨発言 

  （ア）２６年４月１日、情報学部の教授であったＣ６は、教職員組合に加入し

た。 

【審査の全趣旨】 

  （イ）同年９月３０日頃、経緯は不明であるが、法人はＣ６が教職員組合の組合

員であることを認識した。 

【審査の全趣旨】 

  （ウ）２７年１月９日、情報学部臨時教授会において、選挙によりＣ６が情報学

部の学部長候補者に選考された。 

【乙１００】 

  （エ）同月２３日、Ｃ６がＢ３学長と懇談を行った際、Ｂ３学長がＣ６に対し、

「学部長は大学執行部の一員であり、また、理事会付置の委員会にも参加す
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るため、組合員でいるのは良くないのではないか。」と発言した。 

【甲１２２】 

  （オ）同年３月３１日、Ｃ６は教職員組合を脱退した。 

【審査の全趣旨】 

  イ 組合員Ｃ１０に対する脱退勧奨発言 

  （ア）同年６月１日、保健医療学部の教授であったＣ１０は、組合らに加入した。 

【審査の全趣旨】 

  （イ）同月３日、一般労組とＣ１０は連名で、法人に対し、「労働組合加入と労

働条件の改善に関する申入れ」と題する文書を送付し、Ｃ１０が組合らに加

入したこと及びＣ１０が法人に訴えていたパワーハラスメントの解消及び労

働条件の改善を今後の交渉議題とする予定であることを通知した。 

【甲５４】 

  （ウ）同年１０月頃、Ｃ１０は、 Ｂ５ から「大学院の設置に当たり、その設置

委員が組合に入っているのは問題なので、メンバーに入りたいのなら組合を

脱会するように。」との発言を受けた。 

【審査の全趣旨】 

  （エ）２８年３月２３日、組合らは、Ｂ８理事長及びＢ３学長に対して、「Ｂ４

保健医療学部長および Ｂ５ 保健医療学部教授の当組合への不当労働行為に

対する調査・説明を求める申し入れ」と題する文書を送付し、Ｃ１０に対し

て組合員であることを非難し差別する発言がなされたとして、厳正な調査と

説明を求める旨申し入れた。 

【甲１２６】 

  （オ）同年６月３０日、Ｃ１０は退職により組合らを脱退した。 

【審査の全趣旨】 

  （カ）同年７月４日、法人は組合らに対し「回答書」を送付して、Ｃ１０に対す

る発言の経緯について、以下のとおり調査した結果を回答した。 

    「１ Ｂ４保健医療学部長について 

当日同席していた３名（同学部長、 Ｂ５ 教授、Ｂ３０教授）から申

し入れ書に書かれている発言が在ったか否かについて調査した結果、Ｂ

４学部長は組合のこと及びＣ１０教授と組合の関係については、何ら発

言していないことが確認できた。よって、不当労働行為は認められない

と考えます。 

２  Ｂ５ 教授について 

申し入れ書に書かれている発言について本人に確認したところ、『ほぼ

それに近い発言はしたと思う。』との回答を得た。 
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Ｂ５ 教授にはＣ１０教授を委員にするか否かの権限はなく、同僚教

授としての発言であり、その後、Ｃ１０教授は大学院設置準備委員とな

っている。また、 Ｂ５ 教授の発言について、学長を含む理事から一切

の指示や示唆等がなされたことはない。よって、不当労働行為にはなら

ないと考えます。」 

【甲１２７】 

  ウ 組合ニュース第２０号に対する組合嫌悪発言 

  （ア）教職員組合は、「   Ｘ２組合    ニュース」を発行しており、学

内のメーリングリストに掲載することで、学園の全教職員に配布している。 

【第５回審問証人Ｂ７ １７頁】 

  （イ）２７年６月１０日、教職員組合は、当該ニュースを発行し、「保健医療学

部において深刻なパワーハラスメントが発生しているという訴えがありまし

た。」と、当事者の氏名を明らかにせずに、抗議する旨の記事を掲載した。 

【甲１２３】 

  （ウ）同年１１月２４日、Ｘ３及びＸ４は、Ｂ６副学長及びＢ２７大学事務局長

と Ｃ１１キャンパスで面談した。Ｂ６副学長は、組合らが当該ニュースを

学内メーリングリストに掲載したことについて「私はこのメールを出したこ

とに対して謝ってくださいといってるんです。」、「メールリストすぐ止めて

ください。」などと発言した。 

【甲１２４】 

  （エ）同年１２月１１日、組合らは法人及び学長に対し、「 Ｂ６ 副学長によ

る当組合の活動への妨害行為の説明を求める申し入れ書 ２０１５年６月１

０日付け組合ニュース第２０号に対する中傷」と題する文書を送付し、Ｂ６

副学長が教職員組合の執行委員長を呼び出し、謝罪を要求したこと及び正当

な組合活動を妨害したとして、文書での謝罪とともに納得のいく説明を求め

た。 

【甲７７】 

  （オ）２８年３月４日、法人は組合らに対し「回答書」を送付して、Ｂ６副学長

の発言の経緯について、「謝罪する必要を認めておりません。あくまで抗議

したまでであり、抗議する権利は誰にでもあると考えております。」との回

答を送付した。 

【甲２２５】 

 （２）２８年度 

  ア 大学入学式での組合ビラ配布に対する発言 

  （ア）同年４月３日、奈良市内において開催された大学入学式において、周辺で
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組合らがビラ配布を行った。 

【争いのない事実】 

  （イ）同月１１日、法人の常勤理事会において、組合らの大学入学式でのビラ配

布について意見交換が行われた。Ｂ７法人事務局長が「ビラ配りをする情報

は入手しており事前に弁護士及び警察にも相談している。よほどのことがな

い限りこちらからはアクションを起こすことはできない。」と説明したとこ

ろ、Ｂ６副学長から、「組合交渉で解決すべき問題を外部の方を巻き込みビ

ラ配りまで行うのか。ビラの内容は教育の内容である。その行為に対して何

か対応する必要はないのか。」との発言があった。これに対して、Ｂ８理事

長が「組合の常套手段である。組合交渉を重ねているが一方的な行為であ

る。実力で阻止すれば不当労働行為になる。よっぽどの違法行為がない限り

打つ手はないと思う。組合活動の一環として行っていることに対し、理事会

としてアクションを起こすことは逆効果になると思う。」と発言した。さら

に、Ｂ３学長は、「組合の挑発に乗ることは彼らの活動のネタになる。一切

の挑発には乗ってはいけない。」と発言した。 

【甲２２７】 

  イ ２９年度非常勤講師への就任依頼と差替え決定 

  （ア）２９年３月２１日、大学教務課の課長であったＢ３１（以下「Ｂ３１教務

課長」という。）は、Ｘ９及び当時組合員であったＣ１に対して、同年４月

１日からの新学期の非常勤講師への就任依頼を行い、諾否について同年３月

２８日までに回答するよう求めた。 

【審査の全趣旨】 

  （イ）同月２２日、Ｂ３１教務課長は、Ｘ５、Ｘ６及びＸ７に対しても同様に新

学期の非常勤講師への就任依頼を行い、諾否について同月２４日までに回答

するように求め、期間内に回答がなければ、担当科目を別の教員に差し替え

るか不開講とする旨を説明した。 

【審査の全趣旨】 

  （ウ）同月２４日１９時頃、Ｂ３１教務課長は、回答期限までに回答がなかった

ことから、当時組合員であったＣ１（ＣＣとして、Ｘ６、Ｘ７、Ｘ５及びＸ

９）に対して、同月２７日から履修登録が始まるため、開講に向けて準備す

る必要があり、Ｘ６ら５名の組合員に依頼していた科目が開講できるよう、

他に担当してもらえる教員を見つける手配をする旨をメールで連絡した。 

【甲６０の１】 

  （エ）同月２４日２３時頃、当時組合員であったＣ１は、Ｂ３１教務課長に対し

て、同日夕刻に法人本部と人事部に対してファックスで回答を送付した旨を
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メールで連絡した。 

【甲６０の２】 

  （オ）同日、組合らは、法人に対し、「緊急申し入れ書『貴職が３月２２日、組

合交渉の経過を無視し、直接、教員へ個別に非常勤講師の依頼について求め

たことへの抗議』および３月２７日に予定されている労使交渉において新た

に追加する内容についての申入れ書」と題する書面をファックスで送信し

た。同文書において、組合らは、法人からの非常勤講師への就任依頼につい

て、次のとおり回答した。 

    「３月２２日、解雇予告通知がなされた組合員５人のビジネス学部・情報学

部の先生方が、 Ｂ１０大学 教務課課長を通して、４月１日から始まる来

年度の授業を非常勤講師として行って欲しいと伝えられました。３月２４

日までに非常勤で受ける旨を回答するように伝えられ、回答がない場合も

しくは断った場合は、２５日中に当該科目は不開講にするか、担当科目を

別の教員に差し替えると言われました。 

      組合を通さずに個々の組合員に対して労働条件に関する交渉を行うこと

は不当です。また、このような非常勤講師の依頼を受けるにしても、労働

条件が明示されておらず、現状ではお答えすることができません。したが

って、本件については、３月２７日の団体交渉の場において協議するよう

申し入れます。労働条件その他はその場で話し合います。（以下略）」 

【甲５７】 

  （カ）同月２５日、法人は、組合らの回答を確認し、期限までに就任依頼を受諾

する旨の回答が得られず、同月２７日の履修登録時に学生に配付する資料を

準備するために科目担当候補者を決定する必要があるとの理由から２９年度

の非常勤講師への就任依頼について、Ｘ６ら５名の組合員から別の教員への

差替えを決定した。 

【審査の全趣旨】 

  ウ ２９年度の非常勤講師への就任に関する団体交渉での組合嫌悪発言 

  （ア）同月２７日、２９年度の非常勤講師への就任に関する件について、組合ら

と法人との間で団体交渉が行われた。 

【甲１０６】 

  （イ）同月３１日、２９年度の非常勤講師への就任に関する件について、引き続

き、組合らと法人との間で団体交渉が行われた（以下「２９．３．３１団

交」という。）。この席上において、Ｂ９常務が、「裁判で争うということを

前提にして、非常勤を受けるという考えの先生には、われわれは非常勤をお

願いできない。」と発言し、さらに不当労働行為救済申立てについても「そ
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れを条件としている人とは契約をしたくない。」と発言した。なお、Ｂ９常

務は、この発言の後、いったん退室し、再入室後、「留保に関する発言はい

ったん取り消しさせていただきたいと思います。」と述べ、発言を取り消す

旨述べた。 

【甲１０９の２】 

  （ウ）同年４月１日及び同月４日、２９年度の非常勤講師への就任に関する件に

ついて、引き続き、組合らと法人との間で団体交渉が行われた。 

【審査の全趣旨】 

  （エ）同月６日、２９年度の非常勤講師への就任に関する件について、引き続

き、組合らと法人との間で団体交渉が行われた。団体交渉の冒頭において、

Ｂ９常務から２９．３．３１団交での自身の発言について、あらためて撤回

し、謝罪をした。これに対し、組合らは、口頭での謝罪は認められないとし

て、文書により謝罪することを求めた。 

【甲１１３】 

  （オ）同月１３日、２９年度の非常勤講師への就任依頼に関する件について、引

き続き、組合らと法人との間で団体交渉が行われ、法人は、Ｂ８理事長とＢ

９常務の連名で組合らに対する次の内容の「謝罪文」を文書で提出した。 

    「              謝罪文 

      平成２９年３月３１日の団体交渉において、貴方から要求のあった組合

員の本年度非常勤講師として採用問題の協議の中で、当方が貴方に、『裁

判で争うのであれば非常勤講師には雇用しない』、『不当労働行為の救済申

立を行っている教員を非常勤講師として雇用したくない』との趣旨の発言

を行ったことについて、その発言を撤回し、謝罪いたします。 

      今後、このような発言をくりかえさないようにします。」 

【甲１１４】 

  （カ）同年５月２４日、組合らと法人は、「非常勤講師に関する合意書」を締結

し、Ｘ６ら５名の組合員の非常勤講師への就任を承諾することについて合意

した。 

【甲１１７】 

 

 ２１ 第３学部の設置検討及び凍結延期の経過 

 （１）第３の学部の設置検討 

  ア ２７年１月頃、Ｘ７は、Ｂ３学長から社会科学系の第３の学部の設置構想の 

検討準備を担当するよう指示を受けた。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ４９頁】 
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  イ 同年６月２２日、法人の常勤理事会において、「高等教育の整備拡充に関す 

る答申書」（以下「答申書」という。）が報告され、承認された。答申書では、 

収支の改善を図るために学部等を整備拡充するとして、Ｃ１５キャンパスに、 

地方創生、国際交流、生涯学習等をキーワードとする第３の学部（入学定員１ 

６０名）を３０年度に開設する計画が記載されていた。なお、答申書は一般教 

員には開示されていない。 

【甲１３０の１１、甲１３６、第５回審問証人Ｂ７ ２５頁】 

  ウ 同年８月頃、法人に「第三学部設置ワーキンググループ」（以下「ＷＧ」 

という。）が設置された。ＷＧのメンバーは、外部委員のほか、  Ｂ３２ 副学 

長、ビジネス学部長であった Ｂ３３ （以下「Ｂ３３学部長」という。）、Ｘ 

７、Ｃ７、 Ｂ３４ 准教授らで構成されており、当時組合らに所属する組合員 

は含まれていなかった。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ５０頁、甲２１９】 

  エ ２８年２月、Ｘ７は、Ｂ８理事長、Ｂ３学長、Ｂ９常務、Ｂ７法人事務局長 

らに第３の学部の構想案を説明した。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ５０頁】 

  オ 同年２月１５日、同月１８日、同月１９日に、大学関係者と法人が設置する 

高等学校及び中学校の校長らとの意見交換の場である高大連携懇談会がそれぞ 

れ開催され、Ｘ７は第３の学部構想について説明した。この際、高等学校及 

び中学校の校長らからは、第３の学部構想について、「他大学にも同じような 

ところがあるので特色にならず難しい。」、「特別なことを打ち出さない限り、 

学部の魅力とはならず学生募集が難しいのではないか。」、「今のままでは本校 

からの志望者はいないと思う。」、「社会学部系で三郷町の地域特性を考えると 

入学定員１６０名を集めることが、果たして可能かどうか。」等の意見が述べ 

られた。 

【甲１３４】 

  カ 同年４月１５日、Ｘ７は、Ｂ３学長から、第３の学部の人事リストを提示さ 

れた。人事リストで示された学内異動候補者には、当時組合らに所属する組合 

員は含まれておらず、当時組合らに加入していなかったＸ７が含まれていた。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ５２頁、甲１３０の７】 

 （２）第３の学部の検討凍結 

  ア Ｘ７は、同月１７日Ｂ２７大学事務局長から、翌１８日にＢ３学長から、そ 

れぞれ第３の学部の人事をストップするようにとの指示を受けた。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ５３頁】 

  イ 同年５月９日、Ｘ７はＣ９が学長顧問に就任するに際して挨拶を行うために 



78 

Ｂ３学長がＣ９を訪問する場に同席した際、Ｂ３学長から、第３の学部の検討 

を凍結・延期する旨の指示を受けた。 

【第２回審問当事者Ｘ７ ５４頁】 

  ウ 同月１１日、第３の学部の設置のコンサルティングを担当していた Ｃ１２ 

が、第３学部設置趣旨へのコメントを報告した。その中で１６０名の定員規模 

に対して、「この定員規模について、大学としてどのように考えて、何故この 

規模としたのかの説明が必要。なお、現案ではこの定員を常に充足するのは難 

しいと考える。」とのコメントが付された。 

【乙１１６の１、乙１１６の２】 

  エ 同月頃、Ｂ８理事長は、県下の高等学校を訪問し、第３の学部の設置検討に 

ついてヒアリングを行ったところ、ヒアリング対象者から生徒を第３の学部に 

進学させることは難しい旨の意見が述べられた。 

【第６回審問当事者Ｂ８ １５頁】 

  オ 同年６月２７日、理事会において、財務状況及び学生確保の見通し等の状況 

に鑑み、高等教育整備拡充計画を一部変更することについて審議が行われ、 

「第三の学部の設置は見送るが、高等教育機関の安定に必要な学部設置につい 

ては、学部内容を含め検討を継続する。」ことが決定された。Ｂ８理事長は、 

第３の学部の設置を見送る理由について、「コンサルタント等の打ち合わせの 

中で、設置することが目的ではなく、本当に学生が確保でき、学園の経営に寄 

与できる学部でなければならないことが認識された。」と説明を行った。 

【乙１０２】 

 （３）第３の学部の検討凍結・延期決定後の経過 

  ア ２９年２月２７日、常勤理事会において、「社会系学部の検討に関する助言 

と、同系統の学外関係者との調整に支援いただく。」として、Ｃ９を学長顧問 

に任命する件が審議された。 

【甲２２４】 

  イ 同年３月１３日、常勤理事会において「平成２９年度事業計画（案）」が審 

議されて、その中では、実施計画として「第三の学部（高等教育機関の安定に 

必要な学部）設置について、学部内容を含め検討する。」、実施計画達成の具体 

的計画として「法人検討案確定を受け、学部学科設置準備委員会の第三の学部 

設置ＷＧと第三学部関係ＷＧ事務担当の活動を再開する。」との記載があっ 

た。 

【甲５８の１】 

 

 ２２ 人間教育学部への教員異動のための２８年度ＡＣ教員審査の経過 
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 （１）教員異動選考基準の制定 

  ア ２８年６月３日、既存２学部の教授会がそれぞれ開催され、「教員異動選考基

準の制定に関する件」について協議が行われた。 

【乙５６、乙５７】 

  イ 同月１７日、大学の評議会が開催され、整備拡充構想の中で、所属学部を異動

する場合の基準を明確に定め、優秀な人材の活用を図るため、「 Ｂ１０大学 教

員異動選考基準」（以下「異動基準」という。）を制定することについて、一同異

議なくこれを了承し、同日から施行することを決定した。 

【乙５８】 

  ウ 同日制定された異動基準の内容は、次のとおりである。 

    「学部間の教員異動においては、『 Ｂ１０大学 教員資格基準』を前提に、次

の基準に従い異動する者の選考を行うこととする。なお、平成２６年度以

降に新設された学部等へ既存学部から異動する場合においても、これに準

ずる。 

     １．専門教育科目における授業担当者の選考基準について 

       ・専門性の高い授業を担当するための業績が文部科学省の教員審査に

おいて『可』の判定がなされること。 

       ・担当できる授業科目数が多い者を優先する。 

     ２．共通教育科目における授業担当者の選考基準について 

       ・幅広い教養教育の授業を担当するための業績が文部科学省の教員審

査において『可』の判定がなされること。 

       ・専門性のみでなく、学生に教授する方法における業績がある者を優

先する。 

       ・担当できる授業科目数が多い者を優先する。 

     ３．その他の選考基準について 

       ・学生による授業評価において、上位の評価を得ていること。中間位以

下は対象外とする。 

       ・現在の職位が文部科学省の教員審査において『適格』の判定がなされ

ること。 

       ・異動先学部において、十分な教育・研究活動を行うことができる年齢

であること。 

       ・担当授業科目外においても、学生への学修支援、生活指導、課外活動

支援等を積極的に実行した実績又は意欲のある者を優先する。（以下

略）」 

【乙９０】 



80 

  エ 同年７月１日、既存２学部の教授会において異動基準の制定について報告が 

行われ、ビジネス学部では、Ｂ３３学部長が前回質疑に対する回答として、「原 

則、立候補制ではない。あくまでも既存学部において必要科目を担当可能な教員 

を優先する。」と説明した。 

【乙５９、乙６０】 

 （２）文部科学省のＡＣ教員審査 

    新たな学部を設置した場合、設置計画が完成する年度（つまり、初年度の入学

生が卒業する年度であり、法人の場合は４年）までを、設置計画履行状況等調査

（アフターケア、ＡＣ）期間として、設置認可計画の変更が発生し、専任教員を

補充する必要が生じた場合には、科目を担当する前に文部科学省のＡＣ教員審

査を受審し通過する必要がある。 

【乙１０３、審査の全趣旨】 

 （３）文部科学省の教職員課教職課程教員審査（以下「教職課程教員審査」という。） 

    教員資格取得を主たる目的とする人間教育学部に異動する場合は、教員免許法

に定められた教職科目や教科内容科目を担当できるかを判断する教職課程教員

審査を受審し通過する必要がある。 

【乙１２３】 

 （４）人間教育学部への教員異動のためのＡＣ候補者選考 

  ア ２８年度において、人間教育学部では定員増と新たな過程（中等の音楽、数

学）を設置するに当たって、新たな教員を採用する必要が生じた。具体的には、

中等数学科目領域（情報）、図書館科目（情報部分）、図工科目を担当する専任教

員がそれぞれ必要となった。 

【第８回審問証人Ｂ３５ ３６頁】 

  イ 同年１０月８日、人間教育学部の教員採用審査会が開催され、人間教育学部

長であった Ｂ３５（以下「Ｂ３５学部長」という。）ら人間教育学部の教員３

名が審査委員となり、人間教育学部への異動のためのＡＣ候補者として、Ｃ６

らを選考した。 

【第８回審問証人Ｂ３５ ３８、４０頁】 

  ウ 上記イのＡＣ候補者選考に当たり、審査委員は異動選考基準に基づき、既存

２学部の在籍したすべての教員の２７年度の教育研究業績書を確認し、研究業

績等に関する事項の学術論文の摘要欄に文部科学省のＡＣ教員審査を通過する

ための担当予定科目に関連するキーワードの記載があるかという観点から検討

を行った。 

【第８回審問証人Ｂ３５ ３９、４３頁】 

  エ 同年１１月４日、人間教育学部定例教授会が開催され、Ｂ３５学部長がＡＣ



81 

候補者として、情報学部からＣ６らを選考したことを報告した。 

【乙１３４】 

  オ 同年１２月９日、大学の教員人事委員会において、教職課程専修の追加を勘

案して、情報学部からＣ６らを人間教育学部に異動させることについて、履歴

書・業績書を回覧した上で、ＡＣ候補者として選考し、文科省のＡＣ教員審査に

申請することが承認され、同日開催された大学の企画運営会議においても同様

に承認された。 

【乙１０５、乙１０６】 

  カ 同日、法人は、文部科学省にＣ６らのＡＣ教員審査を申請した。 

【乙１２３】 

  キ ２９年２月２４日、文部科学省の大学設置審査室から法人に対し、Ｃ６ら３

名のＡＣ教員審査を通過した旨の連絡があった。 

【乙１２３】 

 

 ２３ 平２９不２事件申立て後の経過 

 （１）地位確認等請求訴訟の提起 

    同年４月２５日、組合員ら及び当時組合員であったＣ１は、法人を被告とし

て、奈良地方裁判所に対し、法人の本件解雇及び本件雇止めが不当である等と

主張して、地位確認等請求訴訟を提起し、本件審問終結時において係属中であ

る。 

【審査の全趣旨】 

 （２）平２９不２事件申立て後においても、組合らと法人との間の団体交渉は継続し

て開催されており、３０年５月１１日に法人の代表者である理事長が Ｂ１ 

（以下「Ｂ１理事長」という。）に交代した後においては、同年６月２０日、同

年９月１３日の団体交渉にいずれもＢ１理事長が出席して、団体交渉が行われ

ている。 

【甲２７３、甲３０３、審査の全趣旨】 

 

 ２４ 法人及び大学の財政状況 

 （１）文部科学省による経営改善の指導 

  ア 学校法人運営調査における経営改善の指導 

  （ア）学校法人運営調査 

     学校法人運営調査とは、文部科学省組織規則第４５条第４項の規定により、

学校法人の管理運営の組織及びその活動状況、財務状況等について、実態を

調査するとともに、必要な指導、助言を行い、学校法人の健全な経営の確保に
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資することを目的として実施されるものである。調査の結果を踏まえ、文書

により指導、助言が実施されるほか、財務面で悪化傾向等にある学校法人に

は、経営改善計画の作成が要請される。 

【乙３７】 

  （イ）法人に対する指導・助言の状況 

     ２２年１２月２８日、２３年１１月１５日、２５年２月２２日、２６年２月

１９日、２７年２月２０日、２８年２月１８日に、文部科学省は法人に対し、

学校法人運営調査委員による経営改善の指導を行い、「学校法人の経営に関す

る中長期的な見通しや構想の下に、経営改善計画の作成及び着実な実施等に

より経営基盤の安定確保に努めること。」等を通知した。 

【乙３６、乙３８、乙３９、乙４０、乙４１、乙４２】 

  イ 寄附行為変更認可通知における留意事項 

    ２５年１０月３１日、法人の新学部の設置にかかる寄附行為変更を文部科学 

省が認可する際、その通知において「完成年度における法人全体の帰属収支差額 

がマイナスとなっていることから、収支の均衡を前提とした中長期的な財政計 

画の策定・実行など、経営基盤の安定確保に取り組むこと。」との留意事項が付 

された。 

【乙４４】 

 （２）経営改善計画の策定 

    ２８年７月１１日、法人は、２８年度から３２年度の５か年について、法人全

体の活動区分資金収支計算書の教育活動資金収支差額を黒字化するための財務

上の数値目標を設定した経営改善計画を策定した。 

【甲１３、甲２３０】 

 （３）法人及び大学の財務状況 

  ア 帰属収支差額（基本金繰入前当年度収支差額） 

    帰属収支差額（基本金繰入前当年度収支差額）とは、学生生徒納付金、入試検

定料、補助金、寄付金などの総収入である「帰属収入」と人件費等日常的な活動

に伴う諸経費からなる「消費支出」との差額のことである。【審査の全趣旨】 

  イ 法人の財務状況 

    １５年度から２８年度の法人の帰属収入、消費支出、帰属収支差額及び総資

産は以下のとおりである。 

（単位：百万円） 

年度 帰属収入 消費支出 帰属収支差額 総資産 

１５ ４，９７０ ４，２７２ ６９８ ８３，６２７ 
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１６ ４，７１２ ３，７９５ ９１７ ８４，３５７ 

１７ ４，３９４ ３，８６１ ５３３ ８４，６６７ 

１８ ４，０４２ ４，３９７ ▲３５５ ８３，６４７ 

１９ ３，７４４ ４，３１１ ▲５６７ ８３，３５８ 

２０ ３，７１１ ５，１２８ ▲１，４１７ ８１，８２０ 

２１ ３，７５８ ６，０８５ ▲２，３２７ ７９，７３１ 

２２ ３，９９５ ６，２９２ ▲２，２９７ ７８，１７７ 

２３ ４，２３５ ６，１６４ ▲１，９２９ ７５，４２３ 

２４ ４，２６８ ５，７７８ ▲１，５１０ ７３，５９０ 

２５ ４，２８５ ６，４４８ ▲２，１６３ ７２，３６３ 

２６ ４，９１４ ７，１２４ ▲２，２１０ ６９，４３４ 

２７ ４，８６５ ６，４６４ ▲１，５９９ ６８，４６２ 

２８ ５，０９４ ６，６２４ ▲１，５３０ ６７，０３３ 

【乙１１５】 

  ウ 大学の財務状況 

    １５年度から２８年度の大学の帰属収入、消費支出、帰属収支差額は以下の

とおりである。 

（単位：百万円） 

年度 帰属収入 消費支出 帰属収支差額 

１５ １，８８０ １，９２１ ▲４１ 

１６ １，７４５ １，６１２ ▲１３３ 

１７ １，３４３ １，６１２ ▲２６９ 

１８ １，１３７ １，５２４ ▲３８７ 

１９ １，１０３ １，５８６ ▲４８３ 

２０ ８５６ １，９２６ ▲１，０７０ 

２１ ８３６ １，６３２ ▲７９６ 

２２ ７３７ １，５３６ ▲７９９ 

２３ ７８７ １，６４８ ▲８６１ 

２４ ７０９ １，５８６ ▲８７７ 

２５ ５７３ １，７３７ ▲１，１６４ 

２６ １，０６９ ２，８５２ ▲１，７８３ 

２７ １，１１３ ２，１７３ ▲１，０６０ 

２８ １，３９６ ２，３６８ ▲９７２ 

【乙１１４】 
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第６ 判断 

 １ 法人が、Ｘ３ら５名の組合員を２９年３月３１日付けで解雇したことは、組合

員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活動

に対する支配介入に該当するか。（争点１） 

 （１）本件解雇が労働組合法第７条第１号の不利益取扱いに該当するためには、本件

解雇が組合らに所属する組合員であることを理由とした不当労働行為意思によ

るものであることが必要である。 

 （２）法人がＸ３ら５名の組合員を組合らに所属する組合員であると認識した時期

については争いがあるが、認定した事実１７（１）イによると、法人がもっとも

遅く認識したとするＸ７が２８年１２月６日である。よって、法人が本件解雇

を理事会で決定した２９年１月３１日の時点において、法人がＸ３ら５名の組

合員を組合らに所属する組合員であると認識していたことについては争いがな

い。 

 （３）そこで、本件解雇が組合らに所属する組合員であることを理由とした不当労働

行為意思によるものであるかについて、以下検討する。 

  ア 組合結成時期と不当労働行為意思 

  （ア）申立人らは、本件解雇は組合らが Ｂ２大学 の教員全員の雇用と経営者の

責任追及を目的に行動してきたことを嫌悪して行われたものであり、単に法

人の転退職方針が実施されたことをもって組合差別と主張しているのではな

く、転退職方針の実行過程における一連の経過から本件解雇に至ったことが、

不当労働行為意思に基づく不利益取扱いに該当する旨主張する。 

  （イ）認定した事実４（２）ア（エ）によると、現代社会学部の設置申請前の２４

学長報告会において、また、認定した事実５（２）によると、現代社会学部の

設置申請取下げ後の２５転退職説明会において、法人が新たな学部に所属し

ない教員は２８年度末までに転退職をお願いしたいとの転退職方針を説明し

ていたことが認められる。さらに、認定した事実１０（１）ア、同（２）ア及

び同（３）ウによると、法人は、２６年９月８日、２７年１０月２６日、２８

年５月３０日の常勤理事会において、転退職方針をそれぞれ正式に決定して

いることが認められる。なお、法人が、２６年２月６日の教職員組合の結成前

後で、転退職方針の内容を変更したという事実は認められない。 

  （ウ）この転退職方針の内容についてみると、その対象となったのは組合らに所属

する組合員であるかどうかを問わず、既存２学部に所属した教員であり、ま

た、法人の転退職方針自体は教職員組合結成以前から法人内で検討され、教

職員らに説明されてきたものであることからも、転退職方針の決定の背景に

あるのは、組合排除目的ではなく、大学の経営上、既存２学部を廃止すること
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となり、経営改善のために人員削減を行う必要が生じたことによるものであ

ると考えられる。さらに、上記（イ）のとおり、申立人らを嫌悪して教職員組

合結成後に転退職方針の内容を特段不利益に変更したということも認められ

ない。 

  （エ）小括 

     以上のとおり、法人の転退職方針の策定や実行自体は、申立人らを法人か

ら排除する目的で行われたものとは認められない。 

     この点について、申立人らは、法人の転退職方針の実行過程において、大学

教員としての雇用確保措置に関する申立人らの要求を法人が無視ないし実質

的な協議をすることなく、大学教員としての雇用確保措置から組合らに所属

する組合員らを排除して本件解雇に至った旨主張するので、以下イからオに

おいて検討する。 

  イ 本件解雇の対象者と不当労働行為意思 

  （ア）申立人らは、本件解雇の対象者が組合らに所属する組合員ないし組合に加入

しようとする者であったことから、本件解雇が申立人らを法人から排除する

目的で行われたことが推認される旨主張する。そこで、Ｘ３ら５名の組合員

とともに本件解雇の対象となったＣ２らが、組合らに所属する組合員ないし

組合に加入しようとする者であったかどうかについて以下検討する。 

  （イ）組合員であること 

Ｃ２らが組合に加入していないことについては争いがない。 

  （ウ）組合に加入しようとする者であること 

   ａ 労働組合法第７条第１号による「組合に加入しようとする者」とは、既存の

労働組合に加入したいと希望を表したり、加入のための相談や準備などを行

ったりすることであるが、Ｃ２らについて具体的に組合らへの加入の希望を

表明したような事実は認められない。 

   ｂ さらに、申立人らは、Ｃ２らが①組合らと日常的に情報交換をしていたこ

と、②Ｘ３ら４名の教員のセンター提案に賛同の署名をしていたこと、③組

合らは法人に対して組合員ではなかった者を含むすべての教員の雇用継続に

ついて要求しており、Ｃ２らは組合らと同様に法人の転退職方針にも応じて

いなかったことから、法人がＣ２らを組合らに所属する組合員ないし組合に

加入しようとする者と認識していたことが合理的に推認できる旨主張するの

で、以下検討する。 

   ｃ ①については、Ｃ２らが組合らと日常的に情報交換をしていたことを法人

がどのように認識したかということについて、②については、認定した事実

１２（２）イによると、署名の原本は紛失されており、仮に署名が存したとし
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ても、法人に直接提示された事実も確認できず、Ｃ２らの署名を見たＣ４組

合の組合員を通じて法人が認識したとかということについて、いずれも申立

人らの主張は十分な疎明がない。 

     ③については、法人の転退職方針に応じずに大学教員としての雇用継続を

求めていたからといって、組合らに所属する組合員ないし組合に加入しよう

とする者であると直ちに認められるものとはいえない。むしろ、認定した事

実１７（７）によると、本件解雇通知後の２９年３月２７日に、Ｃ２は法人に

対し、個人として本件解雇通知に対する異議申立ての文書を内容証明郵便で

送付しているが、同文書において組合活動や組合らとの関係についての言及

はまったくないことが認められる。 

  （エ）小括 

     以上のとおり、法人が、Ｃ２らが組合らに所属する組合員ないし組合に加

入しようとする者であると認識していたと認めるにたる十分な疎明はなく、

むしろ組合員でない者も本件解雇の対象となっていたことが認められること

から、本件解雇は申立人らを法人から排除する目的で行われたものとみるこ

とはできない。 

  ウ 本件解雇理由と不当労働行為意思 

  （ア）次に、申立人らは、本件解雇通知に記載された解雇理由には合理性がなく、

本件解雇が不当労働行為意思によるものであると推認される旨主張するので、

以下検討する。 

  （イ）認定した事実１７（５）イによると、本件解雇の第１の理由は、「平成２６

年度の Ｂ２大学 ビジネス学部及び情報学部の学生募集停止により、翌年

度留年見込の学生６名程度を除いて両学部の学生が不在となり、過員と言わ

ざるを得ないこと」と本件解雇通知に記載されていることが認められる。こ

の点について、申立人らは、①留年見込みの学生が在籍する限り、学部は廃止

できないこと、②法人が、２９年度の非常勤講師への就任をＸ６ら５名の組

合員に依頼していることから、本件解雇を実行した２９年３月３１日の時点

において、組合員らは過員ではなく、本件解雇の必要性は認められないから、

本件解雇理由には合理性がなく、本件解雇が不当労働行為意思によるもので

あると推認される旨主張する。 

  （ウ）申立人らの主張について 

   ａ ①については、認定した事実１（１）によると、２９年度当初の既存２学部

の在籍学生は、留年学生６名程度であったこと、その後、情報学部は２９年１

０月２３日に、ビジネス学部は３０年４月１日に、それぞれ学生が在籍しな

くなり学部が廃止されたことが認められる。 
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   ｂ ②については、認定した事実２０（２）イ（ア）及び同（イ）によると、本

件解雇通知後の２９年３月に、法人は、Ｘ６ら５名の組合員に対して、２９年

度の非常勤講師への就任を依頼したことが認められる。 

  （エ）以上のとおり、上記（ウ）の事実からは、過員となる教員を正規教員として

雇用する必要はないとする法人の判断は、不合理なものとまではいえず、本

件解雇が申立人らを法人から排除するために行われたものと認めることは困

難である。 

  （オ）また、申立人らは、法人が現代社会学部の設置申請取下げを決定した際に既

存２学部の学生募集停止を撤回したり、新たに社会科学系の第３の学部を開

設したり、あるいはかつてＸ５を除く組合員らが所属し、２６年４月に廃止さ

れた研究所を存続させたりすれば、組合員らの大学教員としての雇用は維持

され、過員は発生しなかった旨主張する。この点について、学部の改廃によっ

て過員が発生したとしても、その後どのように整理をしていくかということ

は法人の経営判断によるものであり、本件解雇が不当労働行為に該当するか

どうかは、経営判断の是非ではなく、組合らに所属する組合員でなければ解雇

されなかった等、組合員であることの故をもって行われたかどうかで判断す

べきであるから、申立人らの主張は採用できない。 

  （カ）次に、認定した事実１７（５）イによると、本件解雇の第２の理由は、「大

学教員としての専門性を生かす場が大学内には無く、法人の財務状況から過

員の教員を雇用する余裕がないこと」と本件解雇通知に記載されていること

が認められる。この点について、申立人らは、①２９年度以降もなお、 Ｂ１

０大学 には人間教育学部及び保健医療学部が存続していたこと、②法人は、

奈良県下の学校法人の中でも最上位の総資産額を保有しており、きわめて健

全な財政状況にあり、したがって、財政状況を理由とする人員削減の必要性

は認められないから、本件解雇理由には合理性がなく、本件解雇が不当労働

行為意思によるものであると推認される旨主張する。 

  （キ）申立人らの主張について 

   ａ ①については、認定した事実７（２）によると、本件解雇後も、 Ｂ１０大

学 には人間教育学部及び保健医療学部が存続していたことが認められる。し

かしながら、人間教育学部は教員免許取得を主たる目的とし、保健医療学部

は看護師の国家資格取得を主たる目的とする学部であるところ、社会科学系

の学問を専門とする組合員らとは、専門性が異なっていることが認められる。 

   ｂ ②については、認定した事実２４（３）イ及び同ウによると、法人の帰属収

支差額は、１８年度から２８年度まで１１期連続赤字であり、大学単体では

１５年度から２８年度まで１４期連続赤字であったこと及び２８年度の帰属
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収支差額の赤字額は、法人全体で約１５億円、大学単体では約１０億円であ

ったことが認められる。また、認定した事実２４（１）によると、法人は文部

科学省から再三にわたり経営基盤の安定確保に努めるよう経営改善の指導を

受けており、２５年１０月に寄附行為変更認可を受けた際にも「帰属収支差

額の均衡化」を図るように指導を受けていることが認められ、さらに、認定し

た事実２４（２）によると法人は、上記の文部科学省の指導を踏まえ、２８年

７月１１日に、２８年度から３２年度の５年間の経営改善計画を策定したこ

とが認められる。 

  （ク）また、申立人らは、法人の保有資産にも言及するが、学部の改廃などの経営

判断とそれに伴う事業部門の縮小のための雇用調整は、保有資産がある限り

いっさい認められないとまではいえない。そうすると、上記（キ）の事実から

は、大学教員としての専門性を生かす場が大学内にはなく、法人の財務状況

から過員を雇用する余裕がないとの法人の判断は、不合理なものとまではい

えず、法人の財務状況だけをもって、本件解雇が組合員らを法人から排除す

るために行われたものと認めることはできない。 

  （ケ）小括 

     以上のとおり、法人が本件解雇通知に記載した本件解雇の理由には、法人

の実情からみて不合理なものとまではいえず、本件解雇が申立人らを法人か

ら排除するために行われたものと認めることは困難である。  

  エ 本件解雇手続と不当労働行為意思  

  （ア）解雇回避措置と不当労働行為意思  

   ａ 申立人らは、本件解雇に際し、法人が解雇回避措置を尽くしておらず、本件

解雇は整理解雇の要件を満たさないものであるにもかかわらず強行されたも

のであるから、本件解雇は申立人らを法人から排除する目的で行われたもの

であることが推認される旨主張する。  

   ｂ 認定した事実１０（１）ウ、同エ、同（２）ウ、同（３）ア、同イ、１４（２）、

同（５）、同（８）及び１７（４）によると、法人は、解雇回避のため、①法

人内に教員らの転退職を支援するためのキャリア支援室を設置し、②特別退

職金を加算する希望退職優遇制度を実施し、③法人内の事務職員や初等中等

教育教員への配置転換の募集などの転退職支援策を実施してきたことが認め

られる。また、その他に人件費を削減するため、理事長ら役員の報酬カットや

業務予算の削減率設定、事務職員の希望退職募集などを行っていることも認

められる。 

     さらに、法人の事務職員や初等中等教育教員への配置転換については、２

６年度以降、本件解雇の決定に至る直前まで、何度も団体交渉やあっせんの
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場において、法人から組合らに対して提案が行われており、認定した事実１

７（２）イによると、平２８不２事件申立て後の２９年１月１８日に開催され

た当委員会のあっせんの場でも事務職員への配置転換について法人から提案

があったことが認められる。  

   ｃ この点について、申立人らは、一貫して「大学教員としての雇用継続」を求

めていたため、法人の各種転退職支援策は申立人らの希望に沿う内容ではな

かったものである。しかしながら、専門性が求められる大学教員という職種

の特殊性に鑑みると、本件のように大学教員としての専門性を生かせる学部

が廃止された場合には、法人が解雇回避措置を行うにあたって、雇用継続の

各種施策が大学教員以外の職種に限られていたとしても、本件事情の下にお

いては不合理なものとまではいえず、本件解雇が申立人らを法人から排除す

るために行われたものと認めることはできない。 

  （イ）説明・協議の状況と不当労働行為意思  

   ａ 申立人らは、法人が組合らとの団体交渉において、不誠実な対応に終始し、

本件解雇を回避することや大学教員としての雇用を継続することについて誠

実に協議する姿勢がまったくなかったことから、到底説明・協議を尽くした

ものとは認められず、このことから、本件解雇が申立人らを法人から排除す

るために行われたものであることが推認される旨主張する。  

   ｂ この点について、認定した事実６、８、９及び１４によると、教職員組合の

結成以降、組合らは法人との間で本件解雇に至るまで３０回近くの団体交渉

を行い、その他に３回にわたりあっせんを申請しているが、法人は、転退職の

必要性及び希望退職優遇制度や事務職員への配置転換の募集などの転退職方

針に沿った各種施策について文書を示して説明し、組合らからの要求事項に

ついて文書での回答を行い、組合らから求められた財務資料について開示し、

法人自らも財務状況の説明をしていることが認められる。  

   ｃ 以上のとおり、法人は、団体交渉やあっせんにおいて、組合らの要求する大

学教員としての雇用継続を受け入れることはなかったものであるが、本件解

雇に関する自らの立場や方針については誠実に説明、協議を行っていたもの

と認められるから、本件解雇が申立人らを法人から排除するために行われた

ものと認めることはできない。 

  （ウ）人間教育学部への異動手続と不当労働行為意思  

   ａ 申立人らは、法人が２８年度に情報学部から人間教育学部に教員を異動さ

せるため、文部科学省のＡＣ候補者を選考した際、組合らに所属する組合員

が不利益な取扱いを受けた旨主張するので、以下検討する。  

   ｂ 認定した事実２２（４）イによると、２８年度のＡＣ候補者に選考されたの
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は、組合らに所属する組合員ではないＣ６らであったこと、組合らに所属す

る組合員は一人も選考されていないことが認められる。 

     一方、認定した事実２２（４）イ及び同ウによると、ＡＣ候補者の選考は、

人間教育学部採用審査委員会の３名の委員が、学内で定められた異動基準に

基づいて、既存２学部のすべての教員の教育研究業績書を確認し、ＡＣ教員

審査を通過できる見込みの者を選考したことが認められる。具体的には、教

育研究業績書の研究業績等に関する事項の概要欄に、担当予定科目に関連す

るキーワードが含まれているかという観点で選考されたことが認められる。

なお、その審査過程において、組合らに所属する組合員であるかどうかが議

論されたような事実は認められない。 

   ｃ また、認定した事実１（２）カ及び２２（４）イによると、Ｘ６が組合らに

加入したのは２８年１１月１日であるところ、人間教育学部採用審査会でＡ

Ｃ候補者が選考されたのは同年１０月８日であることが認められるから、Ｘ

６について組合らに所属する組合員であることを理由に選考されなかったと

いうことは認められない。 

     この点について、申立人らは、Ｘ６が①組合らの中心メンバーであるＸ４

と日常的に情報交換し、交流する機会があり、②Ｘ３ら４名の教員のセンタ

ー提案に賛同の署名をしていたこと、③同年７月２６日に王寺町で開催され

た組合ら主催のシンポジウムに参加していたこと、④組合らと同様に法人の

転退職方針にも応じていなかったことから、法人はＡＣ候補者の選考時点に

おいてＸ６が組合らに所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であ

ると認識していた旨主張するから、以下検討する。 

     ①については、Ｘ６がＸ４と日常的に情報交換し、交流していたことを法

人がどのように認識したかということについて、②については、認定した事

実１２（２）イによると、署名の原本は紛失されており、仮に署名が存したと

しても、法人に直接提示された事実も確認できず、Ｘ６の署名を見たＣ４組

合の組合員を通じて法人が認識したかということについて、③については、

Ｘ６が組合ら主催のシンポジウムに出席したことを法人がどのように認識し

たかといいうことについて、いずれも十分な疎明がない。 

     ④については、法人の転退職方針に応じずに大学教員としての雇用継続を

求めていたからといって、組合らに所属する組合員ないし組合に加入しよう

とする者であると直ちに認められるものとはいえない。 

     以上のとおり、ＡＣ候補者の選考において、意図的に組合らに所属する組

合員だけを不利益に取り扱ったとは認められず、本件解雇が法人から申立人

らを排除するために行われたものと認めることは困難である。 
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   ｄ また、申立人らは、法人が、大学教員としての雇用継続を希望していた組合

員らに対し、あらかじめ文部科学省のＡＣ教員審査に間に合うように、担当

させる科目に関するＡＣ教員審査を通過できるような論文業績を執筆するよ

うに組合員らに指示、助言、情報提供していれば、論文業績を執筆することは

十分に可能であった旨主張する。しかし、組合らに所属する組合員でない者

に限ってそのような指示、助言、情報提供が行われた具体的な事実は確認で

きず、組合らに所属する組合員だけが不利益に取り扱われたということは認

められないから、申立人らの主張は採用できない。 

  （エ）第３の学部設置の検討経過と不当労働行為意思 

   ａ 申立人らは、法人が、組合らの再三の要求にもかかわらず、①組合らに所属

する組合員を学部新設の検討を行う法人の高等教育整備拡充委員会に参加さ

せなかったこと、②同委員会における検討状況の情報を申立人らに公開しな

かったことから、本件解雇が申立人らを法人から排除するために行われたも

のであることが推認される旨主張するので、以下検討する。  

まず、①についてみると、認定した事実２（１）カ（ア）、同（イ）及び同

（ウ）によると、法人の高等教育整備拡充委員会は、「  Ｙ法人   が高

等教育機関の整備拡充により大学等の再生を実現するために設置する」とさ

れ、「大学高等教育の学部、学科等の構成に関すること」や「大学の管理運営

に関すること」を所掌事項とし、その構成員は、理事長、学長、学部長・研究

科長、常勤理事会構成員のうち理事長が指名した者、法人事務局長、大学事務

局長、その他理事長が必要と認める者である旨定められていることが認めら

れる。また、認定した事実２（１）カ（エ）によると、高等教育整備拡充委員

会の委員に組合らに所属する組合員が就任していないことについては、争い

がない。 

しかしながら、高等教育整備拡充委員会の委員に組合らに所属する組合員

が就任していないという事実は認められるものの、この点について、Ｃ４組合

の組合員や組合員でない者が委員に就任したのに組合らに所属する組合員だ

けが就任しなかったなどの差別的な取扱いがあったとは認められず、加えて、

高等教育整備拡充委員会の設置趣旨及び性格からすれば、委員に就任させな

かったことをもって法人に組合嫌悪意思があったと認めることはできない。 

     次に、②についてみると、認定した事実９（１）ウによると、２７年３月１

３日、当委員会でのあっせん事項として、組合らが、高等教育整備拡充委員会

に既存教員の最大限活用を積極的に検討させ、その経緯を組合らに報告する

よう求めたこと、認定した事実９（２）エによると、同年６月１６日の法人の

回答書において、高等教育再編案において検討課題とし、できるだけ情報公
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開に努める旨回答していることがそれぞれ認められ、また、認定した事実８

（２）オによると、組合らの「答申書」の開示要求に対して、法人は「答申案

は方向性が決まっただけで、内容が多岐にわたり今後変更されてゆく可能性

もあるので、開示することにより誤った情報が外部に流出する恐れがあり差

し控えたい。」と回答していることが認められる。さらに、認定した事実２１

（１）イによると、同答申書は、組合らに所属する組合員に限らず、一般教員

には開示されていないことが認められる。  

     以上のとおり、法人としては、意思形成過程のものであるから「答申書」を

組合らに対し開示しなかったものと認められる。また、「答申書」がＣ４組合

の組合員や組合員でない者に開示されたのに、組合らに限って開示されなか

ったなどの差別的な取扱いがあったことについて、申立人らの主張や疎明は

ない。そうすると、答申書を開示しなかったことをもって法人に組合嫌悪意

思があったとは認められない。 

   ｂ 申立人らは、法人が社会科学系の第３の学部の設置検討を凍結し、本件解

雇後に検討を再開したことは、本件解雇が法人から申立人らを排除するため

に行われたものであることが推認される旨主張するので、以下検討する。 

     この点について、認定した事実２１（１）オ、同（２）ウ及び同エによると、

①Ｘ７が出席していた高大連携懇談会において、法人が設置する高等学校及

び中学校の校長らに第３の学部の内容を説明し、意見交換した際において、

②Ｂ８理事長が個別に県内の高等学校にヒアリングを行った際において、③

学部設置のコンサルティングを担当していたＣ１２の学部設置趣旨に対する

コメントにおいて、それぞれ第３学部の学生確保及び定員充足が困難ではな

いかとの疑義が法人に対して示されたことが認められる。また、認定した事

実２１（２）オによると、２８年６月２７日に開催された理事会において、第

３の学部の設置を見送ることが決定されており、その理由については、Ｂ８

理事長が「コンサルタント等との打ち合わせの中で、設置することが目的で

はなく、本当に学生が確保でき、学園の経営に寄与できる学部でなければな

らないことが認識された。」と説明したことが認められる。 

     以上のとおり、法人が、第３の学部の検討を凍結したのは、学生確保及び定

員充足が見込めないことが主たる理由であると認められ、組合らに対する組

合嫌悪意思のために検討が凍結されたとは認められないから、本件解雇が法

人から申立人らを排除するために行われたものと認めることは困難である。 

   ｃ さらに、申立人らは、本件解雇を理事会で決定した後に、常勤理事会におい

て、法人は第３の学部の設置検討を再開し、２９年度の学長顧問に社会学を

専門とするＣ９を任命しようとしていることから、法人が本件解雇後に第３
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の学部の検討を再開しており、にもかかわらず本件解雇が行われたことから

すると、本件解雇が申立人らを法人から排除する目的で行われたものである

ことが推認できる旨主張する。  

     この点について、認定した事実２１（２）オによると、理事会で第３の学部

の設置検討の見送りを決定した際、「高等教育機関の安定に必要な学部設置に

ついては、学部内容を含め検討を継続する。」ことが合わせて確認されている

ことが認められる。また、認定した事実２１（３）イによると、法人が本件解

雇を理事会で決定した後、同年３月１３日の常勤理事会において、「平成２９

年度事業計画（案）」が審議される中で「第三の学部（高等教育機関の安定に

必要な学部）設置について、学部内容を含め検討する。」との項目が将来的な

計画として記載されているだけで具体的な検討内容が記載されていないこと

が認められる。さらに、認定した事実２１（３）アによると、同年２月２７日

の常勤理事会において、２９年度の学長顧問として、社会系学部の検討に関

する助言と同系統の学外関係者との調整の支援のために、社会学を専門とす

るＣ９を任命する旨が審議されていることが認められる。一方で、これら以

外に、法人が第３の学部の設置検討のための組織を立ち上げて、具体的に検

討を再開したような事実は認められない。 

     以上のとおり、本件解雇後において、法人が第３の学部の設置のための具

体的な検討を再開したような事実も認められないこと、及び、「平成２９年度

事業計画（案）」に項目としての記載はあるがその記載に具体性はないことを

勘案すると、本件解雇を理事会で決定した後に、常勤理事会において、２９年

度の学長顧問に社会学を専門とするＣ９を任命しようとしたとしても、法人

が第３の学部の設置検討を再開しているにもかかわらず本件解雇が行われた

ことは法人から申立人らを排除する目的によるものであるとする申立人らの

主張は採用できない。 

  （オ）小括 

     以上のとおり、法人が本件解雇手続に至る過程において行った解雇回避措

置、説明・協議の状況などから、本件解雇が申立人らを法人から排除するため

に行われたものと認めることは困難である。  

  オ 過去の労使関係と不当労働行為意思  

    申立人らは、教職員組合結成後の過去の労使関係において、法人が支配介入  

に該当するような言動をしたことから、法人の組合嫌悪意思が認められ、本件  

解雇が法人から申立人らを排除するために行われたものであることが推認でき  

る旨主張するので、以下検討する。  

  （ア）２６年度及び２７年度の労使関係 
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   ａ 申立人らは、①２７年１月当時教職員組合の組合員であったＣ６に対し、

Ｂ３学長が教職員組合からの脱退勧奨の発言を行ったこと、②同年１０月当

時組合らに所属する組合員であったＣ１０に対し、Ｂ４学部長らが組合らか

らの脱退勧奨ないし組合嫌悪の発言を行ったこと、③同年１１月、Ｂ６副学

長がＸ３及びＸ４を呼び出し、当該ニュースについて謝罪及び配布中止を求

めたことは、それぞれ支配介入に該当する言動であるから、法人に組合嫌悪

意思が認められ、本件解雇が法人から申立人らを排除する目的で行われたも

のであることが推認できる旨主張するので、以下検討する。 

   ｂ まず、①については、認定した事実２０（１）ア（エ）のとおり、同年１月

に、当時教職員組合の組合員であったＣ６が情報学部長に就任する際、Ｂ３

学長がＣ６に対し、「組合員でいるのは良くないのではないか。」と発言した

ことが認められる。 

次に、②について、認定した事実２０（１）イ（ウ）によると、同年１０月

当時組合らに所属する組合員であったＣ１０が自身に対するパワーハラスメ

ントを受けたとして争っていた際、同僚の Ｂ５ が「（大学院の設置委員の）

メンバーに入りたいのなら組合を脱会するように。」と発言したことが認めら

れる。 

さらに、③について、認定した事実２０（１）ウ（ウ）のとおり、同年１１

月２４日、Ｂ６副学長がＸ３及びＸ４と Ｃ１１キャンパスで面会し、保健医

療学部でのパワーハラスメント事案を報じた当該ニュースについて、謝罪及

び配布中止を求める発言をしたことについては争いがない。 

   ｃ 確かに、一連の発言は発言者や発言の場については争いのあるものもある

が、それぞれの発言は、組合活動の自主性について理解が足りず、不穏当なも

のも含まれているものの、いずれも本件解雇を決定した時期とはかけ離れて

おり、本件解雇との関係で法人の不当労働行為意思を認めることは困難であ

る。加えて、これらの発言があった後も、法人は組合らとの間で「組合員の雇

用継続・転退職等の具体的な処遇について誠実に交渉を行う。」とのあっせん

合意をし、組合らとの団体交渉に継続して応じ、前記エのとおり、本件解雇の

決定に至るまで、事務職員への配置転換などの解雇回避措置を度々提案する

などしていることからすれば、これらの言動から本件解雇に至る継続した組

合嫌悪意思があるとまでは認められず、本件解雇が法人から申立人らを排除

する目的で行われたものであると認められない。 

  （イ）２８年度の労使関係 

   ａ 申立人らは、２８年４月１１日開催の常勤理事会において、組合らが同月

３日に大学入学式でビラ配布を行った組合活動について、出席者らが「常套
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手段」、「挑発」などと発言したことが、正当な組合活動に対する嫌悪意思を露

わにしたものであるから、本件解雇が法人から申立人らを排除するために行

われたものであることが推認できる旨主張するので、以下検討する。  

     この点について、認定した事実２０（２）ア（イ）によると、同月１１日に

開催された常勤理事会において、Ｂ７法人事務局長が「ビラ配りをする情報

は入手しており、事前に弁護士や警察とも相談している。」と発言し、Ｂ８理

事長が「組合の常套手段である。組合交渉を重ねているが、組合の一方的行為

である。」と発言し、Ｂ３学長が「組合の挑発に乗ることは彼らの活動のネタ

になる。」と発言していることが認められる。一方、Ｂ８理事長は「実力で阻

止すれば不当労働行為になる。」とも発言していることが認められる。他方、

法人が組合らに対して、具体的にビラ配布を阻止したり、中止を求めたりし

たという主張や疎明はない。 

     以上のとおり、「常套手段」、「挑発」という発言自体は、組合活動の自主性

について理解が足りず、不穏当なものではあるものの、同時に、ビラ配布につ

いて阻止したりすることは不当労働行為に当たるとの認識も示され、実際に

組合活動に対して介入したような事実も認められないから、これらの言動か

ら本件解雇に至る継続した組合嫌悪意思があるとまでは認められない。 

   ｂ 申立人らは、法人が２９年度の非常勤講師への就任を５名の組合員に依頼

したにもかかわらず、組合らからの回答を確認した上で、Ｂ３学長が早々に

Ｘ６ら５名の組合員から別の教員に差し替える決定をしたことは、法人の組

合嫌悪意思を露わにしたものであるから、本件解雇が法人から申立人らを排

除するために行われたものであることが推認できる旨主張するので、以下検

討する。 

     この点について、認定した事実２０（２）イ（ア）及び同（イ）によると、

大学のＢ３１教務課長が、２９年３月２１日にＸ９及びＣ１に対して同月２

８日までを期限として、同月２２日にＸ７、Ｘ６及びＸ５に対して同月２４

日までを期限として、２９年度の非常勤講師への就任依頼をしたことが認め

られる。これを受けて、認定した事実２０（２）イ（オ）によると、組合らは、

同月２４日に法人にファックスで「緊急申し入れ書」と題する回答書を送付

し、組合らを通さずに個別に組合員らに労働条件についての交渉を行うこと

を不当とし、非常勤講師の就任依頼を受けるにしても労働条件が明示されて

いないから回答できないとして、同月２７日の団体交渉で協議するよう求め

る旨を通知したことが認められる。さらに、認定した事実２０（２）イ（カ）

によると、法人は、翌２５日に組合らの回答を確認し、期限までに就任依頼を

受諾する旨の回答が得られず、同月２７日の履修登録時に学生に配布する資
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料を準備するために科目担当候補者を決定する必要があるとの理由から、別

の教員への差替えを決定したことが認められる。  

     以上のことから、申立人らが同月２４日に法人に送付した回答書では、２

９年度の非常勤講師への就任依頼について、法人と組合らとの団体交渉での

協議を経て検討するとの意向が記載されていたものであるが、翌年度の履修

登録が間際に迫る中において、期限までに回答が得られなかったとして法人

がやむを得ず差替えを決定したことは不合理であるとまでは言えないから、

法人の組合嫌悪意思あったとは直ちに認められない。 

   ｃ 申立人らは、同月３１日に開催された団体交渉において、翌年度の非常勤

講師への就任依頼について協議をしていた際、Ｂ８理事長の全権委任者とし

て団体交渉に出席していたＢ９常務が、裁判や不当労働行為救済申立てをす

る者とは非常勤の契約をしない旨発言したことは、法人の組合嫌悪意思の発

露であり、支配介入はそれと評価できる言動があれば成立するので、その後

の撤回や謝罪などの事情によっても影響を与えないから、本件解雇が法人か

ら申立人らを排除するために行われたことが推認できる旨主張するので、以

下検討する。 

     この点について、認定した事実２０（２）ウ（イ）によれば、同日に開催さ

れた団体交渉において、Ｂ９常務が「裁判で争うということを前提にして非

常勤を受けるという考えの先生方には非常勤をお願いできない。」、「救済を申

し立てることを条件としている人には非常勤契約をしたくない。」と発言した

ことが認められ、発言の内容に争いはない。一方で、認定した事実２０（２）

ウ（イ）、同（エ）及び同（オ）によると、Ｂ９常務は自らの失言に気付き、

発言後２０分程で撤回し、後日の団体交渉において撤回及び謝罪し、組合ら

からの要求に応えて謝罪文を提出していることが認められる。さらに、認定

した事実２０（２）ウ（カ）によると、団体交渉の結果、最終的に、法人はＸ

６ら５名の組合員と２９年度の非常勤講師の雇用契約を締結していることが

認められる。 

     以上のとおり、Ｂ９常務の発言は、組合活動の自主性について理解が足り

ず、不穏当なものではあるものの、発言直後に撤回し、団体交渉において撤回

及び謝罪し、後日謝罪文まで提出していること、最終的に２９年度の非常勤

講師がＸ６ら５名の組合員に依頼されたことから総合的に勘案すると、この

発言のみをもって、本件解雇が、法人から申立人らを排除するために行われ

たものであると認めることは困難である。 

  （ウ）小括 

     以上のとおり、過去の労使関係における法人の一連の言動から、法人に本
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件解雇に至る継続した組合嫌悪意思があるとまでは認められず、本件解雇が

法人から申立人らを排除する目的で行われたものであると認めることはでき

ない。 

  カ 以上の事情を総合して勘案すると、法人は転退職方針に沿って本件解雇を実

行したのであって、不当労働行為の成立を回避するために意図的に組合員でな

い者も組合員と同時に解雇したものとは認められない。よって、Ｘ３ら５名の

組合員に対する本件解雇は、組合らに所属する組合員ないし組合に加入しよう

とする者であることの故をもって行われたものとは認められず、不利益取扱い

の不当労働行為に該当するとはいえず、また本件解雇は申立人らの組合活動に

対する支配介入にも該当するとはいえない。 

 

 ２ 法人が、Ｘ８ら２名の組合員を２９年３月３１日付けで雇止めしたことは、組

合員であることの故をもってなされた不利益取扱いに該当するとともに、組合活

動に対する支配介入に該当するか。（争点２） 

 （１）本件雇止めに不利益性が認められるかという点について、申立人らは、①Ｘ８

ら２名の組合員は、採用時に法人との間で７０歳を定年とする個別の合意があ

ったこと、②法人の再雇用規程によると、定年退職後の再雇用契約は７０歳ま

で反復更新する定めになっていること、③本件雇止めに際して、法人がＸ８ら

２名の組合員に退職届の提出を求めていたこと、④大学開設以降、助教授以下

で採用された教員は、自らの意思で退職した者を除き、すべて７０歳まで再雇

用契約が更新されていたこと等を理由として、Ｘ８ら２名の組合員の再雇用契

約の更新には合理的な期待があった旨主張するので、以下検討する。 

  ア 申立人らの主張について 

  （ア）①については、双方の主張に争いがあるが、認定した事実１（２）ク及び同

ケによると、Ｘ８ら２名の組合員は、法人の再雇用規程の適用を受けて、定年

退職後に退職金を受領した上で、法人と雇用期間を１年とする再雇用契約を

締結し、本件雇止めに至るまでに１回ないし２回再雇用契約を更新していた

ことが認められる。 

  （イ）②については、認定した事実３（２）ア及び同イによると、再雇用規程第４

条第４項において、大学教授の再雇用契約が更新されるのは、「大学及び短期

大学部における教育活動に特に必要であると法人が認めること」及び「再雇

用契約満了日の属する年度において開催される評議会の同意及び推薦がある

こと」等の要件を満たす場合に限られるとされていることが認められる。ま

た、再雇用規程第６条第３項では、契約更新回数については４回、再雇用契約

期間が満了する日における年齢については満７０歳を超えて更新することは



98 

ない旨定められていることが認められる。 

  （ウ）③については、認定した事実１５（１）ア及び同イによると、法人は、本件

雇止め通知に退職届様式を添付し、本件雇止め対象者に対し、退職届を法人

に提出するよう求めていたこと及びその理由は退職する教員との紛争が発生

しないように確認しておくために、法人では慣例的に行ってきたものである

ことが認められる。 

  （エ）④については、認定した事実３（３）によると、法人において、大学開設以

降、自らの意思で退職した者を除き、すべて７０歳まで再雇用契約が更新さ

れていたことが認められる。 

  イ 以上のことからすると、既に再雇用規程の適用を受けていたＸ８ら２名の組 

合員が法人との間で満７０歳を定年とする個別の合意をしていたとは認められ 

ず、再雇用規程では、必ず満７０歳まで再雇用契約を更新するとの定めにはなっ 

ていないものの、最大４回ないし満７０歳となるまでは再雇用契約を更新でき 

る制度となっていたこと、退職届は慣例的に提出を求めたにすぎないこと、これ 

まで自己都合で退職した者を除き、すべて７０歳まで再雇用契約が更新されて 

いたという実績からすれば、Ｘ８ら２名の組合員は再雇用契約の更新について 

一定の期待を有していたといえる。さらに、契約更新の拒否が労働組合法第７条 

第１号の不利益取扱いに該当するかどうかが争われているときには、それが労 

働組合に所属する等の「故をもって」行われたのかどうかが本質的な問題となる 

ことからも、本件雇止めは、解雇と同様に不利益性が認められるというべきであ 

る。 

 （２）申立人らは、本件雇止めは、組合らに所属する組合員ないし組合に加入しよう

とする者であることを理由として行われた旨主張するので、以下検討する。 

  ア 組合員であること 

    まず、組合員であることについて検討すると、認定した事実１５（１）アによ

れば、法人がＸ８ら２名の組合員に本件雇止め通知を送付したのは２８年８月

１０日であるところ、認定した事実１（２）ク及び同ケによると、Ｘ８が組合ら

に加入したのは同年１０月８日、Ｘ９が組合らに加入したのは同月７日である

ことから、本件雇止め通知が組合らに所属する組合員であることを理由として

行われたものであるとは認められない。 

  イ 組合に加入しようとする者であること 

    次に、組合に加入しようとする者について検討すると、Ｘ８ら２名の組合員

が本件雇止め通知の時点で具体的に組合らへの加入の希望を表明したような事

実は認められない。この点について、申立人らは、①Ｘ８ら２名の組合員は、本

件雇止め通知以前から、組合らと頻繁に情報交換を行い、組合らと同調して行
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動していたこと、②Ｘ８らはＸ３ら４名の教員のセンター提案に賛同の署名を

していたこと、③Ｘ９は、同年７月２６日に王寺町で開催された組合ら主催の

シンポジウムに参加していたこと、④Ｘ８は、２７年７月３日に開催されたビ

ジネス学部定例教授会でＸ３がセンター提案をした際に積極的な意見を述べた

ことから、法人は遅くとも本件雇止め通知時点において、Ｘ８ら２名の組合員

を組合に加入しようとする者であると認識していた旨主張するので、以下検討

する。 

  ウ 申立人らの主張について 

    ①については、Ｘ８ら２名の組合員が組合らと頻繁に情報交換をしていたこ 

とを法人がどのように認識したかということについて、②については、認定した

事実１２（２）イによると、署名の原本は紛失されており、仮に署名が存したと

しても、法人に直接提示された事実も確認できず、Ｘ８ら２名の組合員の署名を

見たＣ４組合の組合員を通じて法人が認識したかといことについて、③につい

ては、Ｘ９が組合ら主催のシンポジウムに出席したことを法人がどのように認

識したかという点について、いずれも十分な疎明がない。 

④については、ビジネス学部定例教授会の議事録には発言者の記録はなく、仮 

にＸ８の発言を法人が認識していたとしても、認定した事実１２（１）アによる

と、その発言内容は単にＸ３のセンター提案について助言や意見を述べただけ

であり、その他の教員らからも発言を行っているところ、Ｘ８のかかる発言だけ

をもって、同人が組合に加入しようとする者であるとは認められない。 

  エ 以上のとおり、本件雇止め通知時点において、Ｘ８ら２名の組合員が組合ら

に所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であると法人が認識してい

たとは認められないから、本件雇止めは、組合らに所属する組合員であること

の故をもって行われたものとは認められない。 

  オ なお、申立人らは、本件雇止めが組合らに所属する組合員であることの故を

もって行われたかどうかということについて、本件雇止め通知の時点ではなく、

本件雇止めが実行された時点において判断すべきであると主張するので、例え

ば、組合員でない者に対する雇止め通知が撤回されたのに、組合らに所属する

組合員らのみに雇止めが実行されたような特段の事情がなかったか、本件雇止

めが実行された時点における不当労働行為意思の存否についても、以下検討を

行う。 

 （３）本件雇止めと不当労働行為意思 

  ア 本件雇止めの対象者と不当労働行為意思 

  （ア）まず、本件雇止めがＸ８ら２名の組合員だけに対して行われたものであるか

どうかについて検討する。 
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  （イ）認定した事実１５（１）ウによると、２８年度末時点において、Ｘ８ら２名

の組合員と同様に既に定年退職後再雇用契約中であって、再雇用規程の定め

る上限に達していない者は、Ｘ８ら２名の組合員のほかには、Ｃ１３らがい

たことが認められる。また、Ｃ１３らは２９年３月３１日付けで雇止めとな

っており、本件雇止めが撤回されたという特段の事情は認められない。また、

この点について、本件雇止めが、組合らに所属する組合員ないし組合に加入

しようとする者に限って行われたとか、組合員でない者に限って本件雇止め

が撤回されたというような事実もうかがえない。 

  （ウ）以上のとおり、本件雇止めが組合らに所属する組合員らに限って行われたと

か、組合らに所属する組合員に限って撤回されなかった等の特段の事情は認

められず、本件雇止めが法人から申立人らを排除するため、不当労働行為意

思により行われたものと認めることは困難である。 

  イ 本件雇止め理由と不当労働行為意思 

  （ア）さらに、申立人らは、法人がＸ８ら２名の組合員に対して２９年３月３１日

で再雇用契約を打ち切る旨を通知したことについて合理的な理由はなく、本

件雇止めは申立人らを法人から排除する目的で行われたものと推認される旨

主張する。 

  （イ）認定した事実１５（１）アによると、本件雇止めの理由は、２８年８月１０

日付けの本件雇止め通知に、「ビジネス学部及び情報学部の学生の大半が平成

２９年３月末日までに卒業すること、及び逼迫した学園の財務の状況等」と

記載されていることが認められる。 

  （ウ）この点については、争点１において検討した本件解雇と同様であるから、本

件雇止め通知に記載された上記理由のために再雇用契約の更新の必要がない

とする法人の判断は、不合理なものとまではいえず、したがって、本件雇止め

は、法人から申立人らを排除するため、不当労働行為意思により行われたも

のと認めることはできない。 

  ウ その他、過去の労使関係における不当労働行為意思の存否等については、争

点１において判断した本件解雇と同様であり、いずれも本件雇止めは、法人

から申立人らを排除するため、不当労働行為意思により行われたものと認め

ることはできない。 

 （４）以上の事情を総合して勘案すると、Ｘ８ら２名の組合員に対する本件雇止め 

は、組合らに所属する組合員ないし組合に加入しようとする者であることの故 

をもって行われたものとは認められず、不利益取扱いの不当労働行為に該当す 

るとはいえず、また本件雇止めは申立人らの組合活動に対する支配介入にも該 

当するとはいえない。 
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 ３ あっせん合意後の「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」を議題とする

団体交渉における法人の対応は、不誠実団交に該当するか。（争点３） 

（１）組合らは、「雇用継続・転退職等の具体的な処遇について誠実に協議する。」との

あっせん合意を交わした後の団体交渉において、法人が、①団体交渉開催前に、組

合らに所属する組合員に個別に事務職員への配置転換の募集を知らせる２８お知

らせを配付したこと、②団体交渉開催前に、組合らのセンター提案について拒否

する内容の回答書を組合らに送付したこと、③センター提案に関する団体交渉に

おいて虚偽の説明をするなどの対応をしたこと、④団体交渉の議題とすることな

く、常勤理事会で退職勧奨の実施を決定したこと、⑤Ｘ８ら２名の組合員に対す

る本件雇止めについて団体交渉での協議を拒否したこと、⑥「ご連絡」と題する文

書において「交渉はそろそろ最終段階に入った」との表明をしたこと、⑦団体交渉

において、大学教員としての雇用継続を行わないとの方針の下で、団体交渉に臨

んだこと、⑧転退職方針を維持して組合らとの団体交渉に臨むなど形式的団交に

終始したこと、及び⑨組合らの要求にもかかわらず、教学の責任者である学長を

団体交渉に出席させなかったことが、それぞれ団交拒否ないし不誠実団交に該当

する旨主張するので、以下検討する。 

  ア 法人が、あっせん合意後、団体交渉開催前に組合らに所属する組合員に個別

に事務職員への配置転換の募集を知らせる２８お知らせを配付したことは、団

交拒否に該当するか。 

  （ア）組合らは、あっせん合意後、団体交渉を一度も開催していないにもかかわら

ず、法人が２８お知らせを組合に所属する組合員に個別に配付したことが、身

分変更の打診であり、団交拒否に該当する旨主張するので、以下検討する。 

  （イ）この点について、認定した事実１４（２）アによると、２８お知らせは、あ

っせん合意後、法人が組合らに団体交渉を申し入れる前の２８年８月３日に配

付されていること、配付対象は組合に所属する組合員に限らず既存２学部の対

象教員であったこと、その内容は事務職員への配置転換の募集を同年９月１日

から開始する旨を知らせるものであったことが認められる。また、認定した事

実１４（３）オ、同（４）オ及び同（７）オによると、２８お知らせ配付後の

２８．８．３１団交において法人が２８お知らせについて説明し、２８．１０．

１２団交及び２８．１１．１６団交において事務職員に配置転換した場合の人

件費の削減見込みなどについて協議が行われていることが認められる。さらに、

認定した事実１４（３）アによると、あっせん合意後、組合らからの団体交渉

申入れはなく、法人から「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」につ

いて団体交渉を申し入れていることが認められる。 

  （ウ）以上のとおり、２８お知らせは組合員に限らず、教員一般に向けて単に事務
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職員への配置転換の募集を行うことを告知したものであり、あっせん合意後の

団体交渉はむしろ法人から申し入れていること、さらに、法人は、組合らに対

しては、２８お知らせ配付後の団体交渉において説明や協議を行っていること、

同年９月１日から募集開始するため判断期間を確保するということから総合

的に勘案すると、２８お知らせの配付自体が団交拒否に該当するとはいえない。 

  （エ）なお、組合らは、２６年度、２７年度に同内容のお知らせが配付された際に

は、法人から組合らに事前の連絡や相談があったのに、２８年度には事前の連

絡や相談がなかったことが不誠実であるとも主張する。 

  （オ）この点について、認定した事実８（２）エ（ウ）によると、２７．１０．２

３団交において、組合らが法人から２７年度の転退職制度の説明を受けた際、

Ｘ３が「今回に関して、整理解雇とか辞めなければどうするなど、脅迫じみた

ことが全くなければ何の問題もない。」と発言していることが認められる。ま

た、認定した事実８（１）イ（エ）、同（２）エ（ウ）及び１４（２）アによる

と、２６年度、２７年度は希望退職優遇制度と併せて事務職員への配置転換の

募集が行われたが、２８年度は希望退職優遇制度がなく単に事務職員への配置

転換の募集のみが行われたことが認められる。 

  （カ）そうすると、２６年度、２７年度に組合らに事前の連絡や相談をしていたの

に対して、２８お知らせ配付に際して組合らに事前の連絡や相談をしなかった

ことは、円滑な労使関係の形成の観点からすると組合らへの配慮としては必ず

しも十分とはいえない面があるが、前記イ及びオのとおり、法人から団体交渉

を申し入れて、２８お知らせ配付後の団体交渉において説明を行っていること、

判断期間を確保するためには先に配付するのもやむを得なかったと考えられ

ることなどからすれば、不誠実とまではいえず、法人が、あっせん合意後、団

体交渉開催前に組合員らに２８お知らせを配付したことは、団交拒否には該当

しない。 

  イ 法人が、あっせん合意後、団体交渉開催前に、組合らのセンター提案について

拒否する内容の回答書を送付したことは、団交拒否に該当するか。 

  （ア）組合らは、法人が、あっせん合意後、団体交渉開催前に、組合らのセンター

提案について、拒否する内容の回答書を組合らに送付したことは、団交拒否に

該当する旨主張するので、以下検討する。 

  （イ）この点について、認定した事実１４（３）アによると、あっせん合意後の２

８年８月５日に、法人から組合らに対し、「組合員の雇用継続・転退職等の具体

的な処遇」について団体交渉の申入れを行ったことが認められる。これに対し

て、認定した事実１４（３）イによると、同月１０日に組合らから法人に対し、

申入れの趣旨及び議題を事前に明らかにすること及びこれ以降は文書や資料
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をもって丁寧に説明するよう要求したことが認められる。この要求を受けて、

認定した事実１４（３）ウ及び同エによると、法人は、同月２４日に組合らに

対して、団体交渉申入れの趣旨及び議題を明らかにした団交申入書を再度送付

するとともに、同文書に、組合らのセンター提案を受け入れられない理由を記

載した回答書を添付したことが認められる。また、認定した事実８（３）ア（ウ）

によると、組合らのセンター提案を法人が受け入れられない理由は、同年５月

１３日の回答書においても文書で回答されているが、同年８月２４日の回答内

容は、同年５月１３日の回答内容をさらに詳細にしたものであることが認めら

れる。さらに、認定した事実１４（３）オによると、法人は、センター提案に

ついて拒否する内容の回答書を組合らに送付した後、団体交渉において説明及

び協議をしていることが認められる。 

  （ウ）以上のとおり、組合らのセンター提案は「組合員の雇用継続・転退職等の具

体的な処遇」に関するものであるが、法人がセンター提案に対する回答書を団

体交渉に先立って組合らに送付したことは、団体交渉での協議を拒否すること

を意図したものではなく、むしろ組合らからの要求に応えて、これに対応する

ために行ったものと考えられる。また、回答書の送付後、団体交渉で説明・協

議が行われていることから、法人が、あっせん合意後、団体交渉開催前に、組

合らのセンター提案について拒否する内容の回答書を組合らに送付したこと

は、団交拒否には該当しない。 

  ウ 法人が、組合らのセンター提案に関する団体交渉における法人の一連の説明

などの対応は、不誠実団交に該当するか。 

  （ア）文部科学省の指導に関する説明 

   ａ 組合らは、法人が、組合らのセンター提案を受け入れられない理由として、 

①団体交渉において、ＡＣ期間中であるから大学の組織変更を行う場合に文

部科学省に届出が必要であると述べ、②回答書において、文部科学省からセ

グメントごとの黒字化を求められていると説明したことが、虚偽であるから、

不誠実団交に該当する旨主張するので、以下検討する。 

   ｂ まず、法人が文部科学省から、センター設置のような組織変更についてＡ 

Ｃ期間中であるから文部科学省への届出が必要であるとか、セグメントごと 

の黒字化を求める旨の明言を受けていないことについては、争いがない。 

     一方、認定した事実１４（３）エ及び同（４）オによると、２８．１０．１

２団交において、Ｂ９常務が「現在ＡＣの期間中であり大学の組織変更を行

うことは様々な届出が必要になり」と述べていること、２８．８．２４回答

書において、「文部科学省からは、『帰属収支差額の均衡化』を求められ、ま

たセグメントごとの黒字化を求められている」と回答していることが認めら
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れる。さらに、認定した事実１４（７）オによると、２８．１１．１６団交

において、Ａ３書記長が、文部科学省の担当者に確認をしたとして追及した

ところ、Ｂ９常務は「文部科学省は一般論としていっている。大学はＡＣ期

間中であり、 Ｙ法人 は文部科学省から、帰属収支の改善を前提とした中長

期計画を立てるよう指導を受けている。（中略）それに反するような施策を

行うことは、文部科学省が指導していることと反すると判断されるように思

う。」、「我々理事会としての判断であって文部科学省の判断ではない。文部

科学省は設置を認められないだろうとの我々の判断である。」と回答してい

ることが認められる。 

     この点について、認定した事実２４（１）ア及び同イによると、法人は、２ 

２年度以降、毎年、文部科学省から経営改善の指導を受けており、さらに２ 

５年度の学部設置時の寄附行為変更認可の通知において「帰属収支差額がマ 

イナスとなっていることから、収支の均衡を前提とした中長期的な財政計画 

の策定・実行」を求められていることが認められる。 

   ｃ 以上のとおり、法人の説明は、文部科学省から直接明言を受けていないと

いう点で必ずしも正確なものではなかったが、文部科学省から再三にわたり

経営改善指導を受けているという背景からすれば、センター提案について文

部科学省が認めないと考える理由はあり、法人の運営に資すると判断しての

発言であると考えられることから、虚偽の説明をしたとまではいえない。さ

らに、法人の当初の回答や説明は必ずしも正確なものではなかったが、団体

交渉の中でその発言意図を説明し、明確にしていったと認められるから、文

部科学省の指導に関する法人の一連の説明などの対応は、不誠実団交には該

当しない。 

  （イ）財務上の理由についての根拠の説明 

   ａ 組合らは、法人が組合らのセンター提案について収入の見込みがないもの

と決めつけ、その根拠を示さずに設置を拒否する回答を行ったことが不誠実

団交に該当する旨主張するので、以下検討する。 

   ｂ 認定した事実１４（３）オによると、法人は、２８．８．３１団交において、

組合らのセンター提案を受け入れられない財務的な理由の説明のために、財

務状況にかかるレジュメと題する資料を用いて、法人及び大学の財務状況に

ついての説明をしていることが認められる。また、認定した事実１４（７）オ

によると、２８．１１．１６団交において、Ｂ９常務が組合らに対し、「教育

研究センターの収入が見込める具体的な資料を出していただければ、我々も

検討する。今は見込みだけの話であり、受け入れることはできない。」と発言

していることが認められる。これに対して、センター提案の収入見込みにつ
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いての法人の質問について、Ｘ３は「それは今から議論しましょうと言って

いる。もっと詳しい案を出しますから、前向きに議論しようと言っている。」

と発言したが、その後も組合らからセンター提案の収入見込みに関する具体

的な資料などを法人に提示した事実は認められない。 

   ｃ 以上のとおり、法人は、団体交渉において、組合らのセンター提案を受け入

れられない財務上の理由について、具体的に資料を示しつつ説明しているこ

とが認められる。この点に関して、法人は組合らに対してセンター提案の収

入見込みについて根拠を示すよう働きかけていること、さらに法人の働きか

けに対して組合らが具体的に再提案などを行っていないことが認められるの

であり、法人の団体交渉における一連の対応は、不誠実団交に該当しない。 

  エ 法人が、団体交渉の議題とすることなく、常勤理事会において退職勧奨の実

施を決定したことは、団交拒否に該当するか。 

  （ア）組合らは、法人が、一度も団体交渉の議題とすることなく、常勤理事会にお

いて退職勧奨の実施を決定したことは、団交拒否に該当する旨主張するので、

以下検討する。 

  （イ）まず、常勤理事会において退職勧奨の実施を決定するまでの団体交渉におい

て、一度も退職勧奨の実施が議題となっていないことについては争いがない。

認定した事実１４（６）アによると、２８年１０月２４日の常勤理事会におい

て、当時組合らに所属した組合員を含む対象教員の退職勧奨の実施が決定され

たことが認められる。また、認定した事実１４（６）イによると、法人は同月

２８日に「ご連絡」と題する文書において、常勤理事会で退職勧奨の実施を決

定したことを組合らに伝え、整理解雇回避のために当時組合らに所属した組合

員に個別の退職勧奨や意見交換を行うことが可能か検討を依頼していること

が認められる。さらに、認定した事実１４（６）ウによると、組合らは、法人

の打診に対し、退職勧奨の実施を常勤理事会で決定したことはあっせん合意違

反に当たる旨の抗議を行ったことが認められる。その後、認定した事実１４（６）

エによると、法人は組合員でない者に対してのみ退職勧奨を実施し、当時組合

らに所属した組合員には退職勧奨を実施していないことが認められる。 

  （ウ）以上のとおり、法人は常勤理事会において退職勧奨の実施を決定した後に、

組合らに対して当時組合らに所属した組合員への退職勧奨の実施の可否につ

いて意向を確認し、組合らの意向を受けて、当時組合らに所属した組合員には

退職勧奨を実施しておらず、また退職勧奨の実施決定後も団体交渉が継続して

開催されているが、法人が組合らからの退職勧奨の実施に関する申入れを拒否

した事実も認められない。以上のことを総合的に勘案すると、法人が団体交渉

の議題とすることなく、常勤理事会で退職勧奨の実施を決定したことは、団交
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拒否に該当しない。 

  オ 法人のＸ８ら２名の組合員に対する本件雇止めに関する団体交渉での対応は、

団交拒否に該当するか。 

  （ア）申立人らは、２８．１０．１２団交において、法人が、Ｘ８ら２名の組合員

の７０歳までの雇用継続に関する交渉を打ち切ったこと、その後も拒否回答を

繰り返して実質的に交渉を拒否したことが団交拒否に該当する旨主張するの

で、以下検討する。 

  （イ）この点について、認定した事実１（２）ク及び同ケによると、組合らに加入

したのは、Ｘ８が２８年１０月８日、Ｘ９が同月７日であることが認められる。

また、認定した事実１４（４）オによると、２８．１０．１２団交において、

組合らは、定年退職後再雇用の教員の雇止めについて、対象となるＸ８らの氏

名を明らかにしないまま、追加議題として協議を求めたこと、これに対してＢ

９常務は、規程に基づくものであり協議事項にはできない旨発言したことが認

められる。さらに、認定した事実１４（７）エによると、組合らは、同年１１

月１０日、「６５歳以上特任教授（組合員）の雇用について組合との交渉拒否回

答の撤回と謝罪及び説明を求める申し入れ」と題する文書を法人に送付し、Ｘ

８ら２名の組合員の氏名を明らかにして再度交渉に応じるように求めたこと、

認定した事実１４（７）オによると、２８．１１．１６団交において、Ｂ２６

法人事務局次長が「組合員の先生であるので当然、申し入れがあれば団交に応

じる。」と発言していることが認められる。 

  （ウ）以上のとおり、当事者間にＸ８ら２名の組合員に対する再雇用期間満了通知

が雇止めであるか退職勧奨であるかについて議論があり、２８．１０．１２団

交におけるＢ９常務の「協議できない。」との発言は、それ自体は、団交拒否と

とられてもやむを得ないものではあるが、その後、対象となるＸ８ら２名の組

合員の氏名が明らかにされた後の２８．１１．１６団交において、Ｂ２６法人

事務局次長が「申入れがあれば団交に応じる。」と明言しており、一連の経過を

総合して勘案すると、法人がＸ８ら２名の組合員の雇用継続にかかる団体交渉

を拒否したとみることはできないから、団交拒否には該当しない。 

  カ 法人が「ご連絡」と題する文書において、「交渉はそろそろ最終段階に入った」

と表明したことは、不誠実団交に該当するか。 

  （ア）組合らは、法人が組合らに送付した「ご連絡」と題する文書において、「交

渉はそろそろ最終段階に入った」と表明したことが、交渉の打ち切りを示唆し

たものであり、不誠実団交に該当する旨主張するので、以下検討する。 

  （イ）この点について、認定した事実１４（７）イによると、法人が、組合らに対

して送付した「ご連絡」と題する文書において、「学園としては、退職勧奨が常
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勤理事会で承認されましたので、雇用継続の具体策についての交渉は、そろそ

ろ最終段階に入ったかと認識しております。」との記載があることが認められ

る。また、認定した事実１（１）、６（３）、８及び１４によると、２８年度末

に留年見込みの学生６名程度を除いて既存２学部の学生が在籍しなくなった

こと、２６年の教職員組合結成以降、組合らと法人は雇用についての協議を継

続してきたことが認められる。さらに、この表明後も、組合らと法人の間で団

体交渉が継続して開催されていることについては、争いがない。 

  （ウ）以上のとおり、法人の「交渉はそろそろ最終段階に入った」との表明は、既

存２学部の学生募集停止により、２８年度末に在籍学生のほとんどが在籍しな

くなること及び法人と組合らは２６年から雇用についての話合いを重ねてき

たことを踏まえた発言であり、上記認定のとおり団交拒否ないし交渉を打ち切

ったという事実も認められないから、法人がこのような表明を行ったとしても

不誠実団交には該当しない。 

  キ 法人が、大学教員としての雇用継続を行わないとの方針の下で、団体交渉に

臨んだことは、あっせん合意に反する不誠実団交に該当するか。 

  （ア）組合らは、教職員組合結成当初から「大学教員としての身分保障と雇用継

続」を法人に対して要求しており、あっせん合意はその成果であるから、法人

が大学教員としての雇用継続を行わないという方針の下、団体交渉に対応した

ことが不誠実団交に該当する旨主張するので、以下検討する。 

  （イ）この点について、認定した事実１３によると、労使双方が合意したあっせん

案の内容は、「組合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇について誠実に協

議する。」との条項であることが認められるところ、あっせん案の条項は、「組

合員の雇用継続・転退職等の具体的な処遇」を大学教員に限定するものではな

い。あっせん案は、当時者双方の事情を聴取し、双方の主張の要点を確かめ、

実情に即して事件が解決するように労働委員会から双方に提示するものであ

るが、最終的に双方が合意したのはあっせん案に記載されている内容に他なら

ず、記載されている以上の内容について合意したとみることはできない。した

がって、法人が一連の団体交渉において、「大学教員としての雇用継続」の検討

を行わなかったとしても、事務職員や初等中等教育教員への配置転換などの雇

用継続・転退職等の具体的な処遇を検討しているのであれば、あっせん合意に

反するとまではいえず、このことから、法人の対応は不誠実団交には該当しな

い。 

  ク 法人が、転退職方針を維持して組合らとの団体交渉に臨んだことは、不誠実

団交に該当するか。 

  （ア）転退職方針の維持について 
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   ａ 組合らは、法人が転退職方針を維持して組合らとの団体交渉に臨んでいた

ことは、形式的団交であり、不誠実団交に該当する旨主張するので、以下検討

する。 

   ｂ 認定した事実１０（１）ア、同（２）ア及び（３）ウによると、法人は、転

退職方針を２６年９月８日、２７年１０月２６日、２８年５月３０日に開催

した常勤理事会において、それぞれ決定していることが認められる。また、認

定した事実１（１）によると、２９年度には既存２学部の学生は留年学生６名

程度のみの在籍となったことが認められる。さらに、認定した事実８による

と、法人は、転退職方針に基づく転退職制度について２６年度から団体交渉

において説明を行い、組合らからの要求事項に対しても何度も回答している

ことが認められる。 

   ｃ 以上のとおり、法人が転退職方針を維持して団体交渉に臨んでいたことは

認められるが、法人の転退職方針は、２９年３月末に既存２学部の学生が留

年学生６名程度を除いて在籍しなくなるということを考えるとやむを得ない

ものであって、このような転退職方針をもって団体交渉に臨むこと自体は否

定されるものではない。また、法人は組合らに対し、転退職の必要性につい

て、２６年度から何度も資料を示しながら説得の努力を行っていることを勘

案すると、形式的団交に当たるとまではいえないから、不誠実団交には該当

しない。 

  （イ）法人とＣ４組合との交渉の関係について 

   ａ 組合らは、法人が、①Ｃ４組合との団体交渉において、組合らの要求してい

る大学教員としての身分保障をあり得ないと考える旨発言したこと、②法人

は、組合らとのあっせん合意時点において、組合らに所属する組合員を大学

教員として雇用継続するつもりなどまったくなかったといわざるを得ず、法

人はそのような内心を秘し、労働委員会において組合らとあっせん合意を交

わして、形式的には団体交渉の回数を重ねてきたことが、不誠実団交に該当

する旨主張するので、以下検討する。 

   ｂ この点について、認定した事実１１（１）ア及び同イによると、法人は組合

らとの団体交渉と並行して、２６年９月５日以降、Ｃ４組合との間で希望退

職優遇制度などの転退職制度について４回の団体交渉を行っていること、同

年１２月４日に開催された４回目の団体交渉において、Ｂ７法人事務局長が

「今、別のところと交渉をしていますが、相手は今の身分保障を言っている。

我々は絶対あり得ないと思っていますが、もしそうなった場合、ここで交渉

されている方々に不利益が出ないような形にしていきたい。理事会のメッセ

ージとしてお伝えしたい。」と発言していることが認められる。また、認定し
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た事実１１（２）によると、同日、法人とＣ４組合は、組合員への希望退職優

遇制度の適用と事務職員や初等中等教育教員への配置転換についての最大限

の努力を内容とする労働協約を締結したことが認められる。 

   ｃ ①については、Ｂ７法人事務局長の発言は、組合らとの交渉の結果、Ｃ４組

合より有利な条件となった場合には、Ｃ４組合の条件も再考するなど柔軟に

対応することを述べているものであって、Ｃ４組合と合意した条件を上限に

設定するというものではない。②については、法人は、転退職方針について２

６年度から組合らに対し何度も資料を示しながら、団体交渉で説明の努力を

行っており、法人の対応が不誠実団交に該当するとはいえない。 

   ｄ さらに、認定した事実８（１）イ（エ）によると、法人は、２６．７．２８

団交において、２６年度の転退職方針を常勤理事会で決定するに際し、事前

に組合らに対して「学部廃止に伴う教員の転退職制度について（案）」と題す

る資料を用いて説明を行っているが、同文書は同年７月１４日にＣ４組合に

も提示されている。法人は同じ資料を用いて、同じ時期に両組合に説明を行

っているのであり、法人とＣ４組合が転退職方針に沿った合意をしたことは

法人とＣ４組合との間で行われた交渉の結果であって、法人がそのような合

意をすることは自由であるから、Ｃ４組合との合意をもって、組合らと法人

との団体交渉が、形式的団交であるとはいえず、不誠実団交には該当しない。 

  ケ 法人が、組合らの要求にもかかわらず、教学の責任者を団体交渉に出席させ

なかったことは、不誠実団交に該当するか。 

  （ア）法人は、団体交渉に誰を出席させるかは、まったく交渉権限のないような者

を出席させる場合を除けば、法人が決定すべき事項であり、組合らのセンター

提案については、財務上の理由からそもそも設置困難であるところ、学長を団

体交渉に出席させろとの組合らの要求に応じないことは、何ら不誠実団交に該

当しない旨主張するので、以下検討する。 

  （イ） 

   ａ この点について、認定した事実２（１）イ（イ）及び同ウ（イ）によると、

法人と組合らとの団体交渉における法人側の出席者は、法人の代表であるＢ

８理事長か、Ｂ８理事長が出席できないときは、その全権委任者としてＢ９

常務ないしＢ７法人事務局長が出席していたことが認められる。しかしなが

ら、認定した事実６（３）イによると、２６年３月６日に開催された教職員組

合と法人との団体交渉には、Ｂ２１学長が出席していたが、その後、Ｂ３学長

及びＢ２２学長が団体交渉に出席していないことについては、争いがない。 

   ｂ さらに、認定した事実１４（３）エによると、法人は、組合らのセンター提

案を受け入れられない理由として、財務上の理由のほかには、「本件は教学に
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関する問題なので、基本的には大学教学マターと考えます。学長も当該セン

ター設置について、現状では困難との判断に立っておられます。」と回答して

いることが認められる。一方、認定した事実１４（４）イによると、あっせん

合意後の団体交渉申入れにおいて、組合らは、センター提案について教学上

の交渉を行うため、団体交渉に学長の出席を求める旨を法人に申し入れてい

ることが認められる。 

   ｃ これに対して、認定した事実１４（４）オによると、２８．１０．１２団交

において、Ｂ９常務は「『教育・研究センター（仮称）』設置は現在の財務状況

では、設置不可能との判断を学長も下しておられ、そのことは本年５月１３

日開催の企画運営会議においても学長の考えを話されている。また、我々と

も意見交換をした。現在ＡＣの期間中であり大学の組織変更を行うことは

様々な届出が必要になり、財務上の問題、あるいは設置の教学的な趣旨等を

考えると、今の状況では設置する話は進められないとはっきり学長もいわれ

ていた。学長もこのような判断をされ、理事会としても同様の考えである。学

長がこの場に出席し、話されることは立場上あり得ない。」と回答しているこ

とが認められる。 

   ｄ 以上のとおり、組合らのセンター提案は、法人の教学の方針に関わるもの

であるが、組合員らの労働条件にも重大な影響を与える事項であるところ、

団体交渉において協議が行われ、法人はセンター提案については財務上及び

教学上の理由から設置が困難である旨を説明し、教学上の理由については学

長の判断であることを説明している。 

  （ウ）一般的に、団体交渉に誰を出席させるかは当事者が自主的に決定すべきもの

ということができるとしても、責任をもって回答できる者の出席が必要である

といえる。そうすると、本件のように、財務上の理由からセンター提案の実現

が困難である場合に学長を出席させる必要があるといえるかどうかはともか

くとして、学長の教学上の判断についても組合らのセンター提案を拒否する理

由として説明している本件事情の下においては、法人は、求められれば、学長

ないしその全権委任者など教学上の判断について責任をもって回答できる者

（以下「教学の責任者」という。）を団体交渉に出席させて説明を尽くす必要が

あるというべきである。この点について、法人は、団体交渉の中で、学長が団

体交渉以外に学内で説明を行っている旨述べているが、団体交渉で説明を求め

られたのであれば、それに真摯に対応する必要がある。以上のことから、法人

が、組合らの要求にもかかわらず、教学の責任者を団体交渉に出席させて教学

上の判断についての説明を行わなかったことは、不誠実団交に該当する。 

 （２）不誠実団交について、救済の利益が認められるか。 
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  ア 法人は、本件申立ての前後を含めて、組合らと３７回に及び団体交渉を行っ

ているところ、その進行に何ら影響もなく、救済の利益が存するとはいえない

旨主張するので、以下検討する。 

  イ この点について、認定した事実２０（２）ウ（ウ）、同（エ）、同（オ）及び同

（カ）によると、法人は、本件解雇及び本件雇止め後も組合らと継続して団体交

渉を行っていることが認められる。 

  ウ しかしながら、前記判断（１）ケのとおり、法人は、組合らのセンター提案に

ついての教学面の交渉を求められたにもかかわらず、教学の責任者を団体交渉

に出席させて説明を行っていないことは不誠実であり、また、その後も教学の

責任者が団体交渉において教学面の交渉を行ったという事実も認められないか

ら、単に団体交渉を継続しているというだけでは、救済の利益は失われないと

いうべきである。 

 （３）なお、申立人らは、当委員会での最後陳述において、法人があっせん合意に反 

して形式的な団交に終始したことは、実質的な団交拒否であり、教員の雇用を守 

り、理事会の責任を追及するという組合らの基本方針や組合らの存在そのもの 

を否認し、組合らを壊滅させる目的を有していたとして組合活動に対する支配

介入にも該当する旨主張するので、以下検討する。 

    この点について、前記判断（１）ケのとおり、法人が、組合らの要求にもかか

わらず、教学の責任者を団体交渉に出席させて教学上の判断についての説明を

行わなかったことは不誠実団交に該当するものの、全体としては、法人は組合

らに対して自らの方針について、資料を示して説明を重ねる努力をしていると

認められるから、形式的団交に終始したとはいえず、不誠実団交によって組合

らを弱体化しようとしたものとまでは認められない。ましてや、法人は団体交

渉において教員の雇用を守り、理事会の責任を追及するという組合らの基本方

針を一切否認し、組合らを壊滅させる意図を有していたとは認められないから、

法人の団体交渉における一連の対応は支配介入に該当しない。 

 

第７ 救済の方法 

 １ 前記第６の３（１）ケに判断したとおり、法人が、組合らの要求にもかかわら

ず、教学の責任者を団体交渉に出席させて教学上の判断についての説明を行わな

かったことは、不当労働行為に該当するが、前記第６の３（１）アからクで判断し

たとおり、全体としては、法人は組合らに対して自らの方針について、資料を示し

て説明を重ねる努力をしていると認められ、本件申立て後も団体交渉が継続して

積み重ねられていること等の事情に鑑みると、救済命令の内容としては、本件団

体交渉申入れにかかる誠実団交応諾あるいは文書手交を命ずるまでの必要はない
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と解される。 

 ２ そこで、当委員会は、今後の労使関係への影響等を踏まえ、本件申立ての救済命

令として、法人の不当労働行為の責任を明確にして将来の正常な集団的労使関係

秩序の確保を期すために、主文第１項のとおり、法人の対応が不当労働行為であ

ることの確認を宣言する旨の命令を発することとする。 

３ なお、付言するに、本件解雇及び本件雇止めに至った主な原因は、法人による大

学経営上の問題に端を発するものであると考えられるところ、本件解雇及び本件

雇止めが不当労働行為に該当しないとしても、これまで大学における教育・研究

活動に貢献してきた組合員らに対し、大学教員としての経歴や立場を尊重した対

応が十分にできたかどうかについては疑問なしとはし難い。円満な労使関係の形

成という観点からも、そのことを踏まえて、今後の大学経営に当たられることを

希望する。 

 

第８ 法律上の根拠 

 以上の認定事実及び判断に基づいて、当委員会は、労働組合法第２７条の１２及び 

労働委員会規則第４３条を適用して、主文のとおり命令する。 

 

平成３１年１月２４日 

 

奈良県労働委員会    □印  

会長 下村 敏博   ○印  




